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第 1章 はじめに :本稿の目的と構成

百貨店､スーパー､専門店､コンビニエンスストア､生協､通信

販売 ･訪問販売など､わが国にはさまざまな小売業態が存在してお

り､流通や商業に携わっていない者でも､それらの業態間の区別を

行うことは容易にできるだろう｡例えば､高島屋､大丸､三越､伊

勢丹､阪急百貨店､西武百貨店､丸井､松坂屋といった小売企業が

百貨店であるということを知らない者などほとんどいないだろう｡

また､ダイエー､イ トーヨーカ堂､イオン､マイカル､西友といっ

た小売企業が総合スーパー (総合量販店)であり､青山商事､しま

むら､ファース トリテイリング(ユニクロ)､マツモ トキヨシ､コジ

マ､大塚家具､丸善といった′J､売企業が各種専門店だということ､

そして､セブンーイレブンやローソン､ファミリーマー トがコンビ

ニエンス ･ス トアだということも､今や公然の事実となっている｡

さらに､コープこうべやコープかながわなどが生協であり､ダスキ

ンや日本アムウェイ､千趣会といった企業が訪問販売や通信販売の

企業であるということも､皆当然のように知っている｡

さらに､このような小売業態というものが消費者の日常の購買 ･

消費行動に影響を及ぼしている可能性も十分考えられる｡以下のよ

うな現象が生じているとすれば､それは消費者の購買先である小売

業者がどの小売業態に位置付けられるのかによって､消費者の購

買 ･消費行動に影響していると考えることができるのではないだろ

うか｡例えば､同じ商品が百貨店と総合量販店で販売されていた場

合､たとえ少々価格が高くなったとしても贈答品の購入は百貨店で

行うことを当然だと考えている消費者がいるかもしれない｡あるい

は､その日に購入する商品だけに限定すれば､それほど価格が安く

なくともスーパーを日常の買物先として考える主婦もいるかもしれ

ない｡さらに､ジュースや菓子類を購入する際に､ほんの数分歩い

たところにあるスーパーではより安く売られていることを知ってい

てもコンビニエンス ･ス トアでそれらの商品を購入する若者もいる

かもしれない｡

百貨店やスーパー､総合量販店､コンビニエンス ･ストアといっ

た小売業態と呼ばれる概念は､すぐ後にも述べるように､理論と実

務の双方で非常に重要な概念だと考えられており､実際､様々な局

面で用いられている｡後述するように､小売業態という概念に関す

1



る研究は既に数多くの研究蓄積が存在し､多くの優れた研究が排出

されている｡

本稿は小売業態としての百貨店に関する歴史的な考察を行ってい

る｡その際､これらの豊富な既存研究の屋上屋を架す愚を避けるた

めに､後に述べるいくつかの特徴を有している｡特にこれまでの小

売業態論で全く問題視されることなく所与のものとされてきた小売

業態とは小売ミックスによって規定されるという前提を､百貨店を

分析対象として歴史的に検証することが本稿の目的となっている｡

何故このような検証を行おうとしているのかというと､すぐ後にも

述べるように､小売業態という概念は理論的にも実践的にも魅力的

な概念だと考えられており､この概念について十分に検討を加えた

うえでさまざまなアプローチを試みることによって､.その概念とし

ての魅力を高めることができるのではないかと考えられるからであ

る｡

小売業態研究が求められる理論的背景

小売業態に関する研究は､これまでに小売発展論､小売変動論､

小売形態論､小売営業形態論､小売商業形態論､小売形態発展論な

ど､様々な名称で呼ばれてきた｡本稿ではこれらを総称して小売業

態論と呼ぶことにするが､この小売業態論が非常に重要な理論であ

るということは､商業学会の学会誌である 『流通研究』に毎年のよ

うに小売業態論に関する論文が掲載されていることからも鑑みるこ

とができるだろう｡

小売業態論は本稿第2章でも詳述しているように､小売商業構造

内における競争過程を分析する際に､小売商をいくつかのグループ

に分類することによって､競争過程における法則性を発見したり､

その競争力の源泉を見出すことに重点が置かれてきた｡このうち､

前者の法則性の発見という課題は欧米を中心とした小売業態の変動

に関する研究において特に顕著であった｡そこでは､新しい小売形

態の出現､旧形態の衰退 ･消滅､そして異種形態-の転換といった

小売形態変動の認識を目的として理論発展してきたといえる｡

それに対し､後者の競争力の源泉を見出そうとする研究は､特に

わが国における近年の小売業態研究の中Ll課題となっている感があ

る｡近年のわが国における小売業態研究が小売業における競争力の
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源泉を見出すという課題をもっているということは､現在の製品開

発論が製造業者の競争力をどのように実現するかという大きな枠組

みをもっている (竹村 2001)ということと同様のことが小売業態

論にも当てはまっているということができるであろう｡これは製造

業者にとっての製品開発が､小売業者にとっての業態開発と類似の

関係にあるということを意味している｡すなわち､製造業者が自ら

の提供する製品によって他社との差別化をはかろうとするのに対し

て､小売業者は自らの小売業態としての存在そのものによって他社

との差別化をはかろうとしているといえるのである｡すぐ後の小売

業態研究が求められる社会的背景で述べるように､小売業態という

概念には小売業者によって行われた他社との差別化手段という意味

合いが強いという側面があり､このことが理論的な背景にも該当し

ているといえそうである｡もちろん､この類似関係がそのまま製品

開発論の重要性と同様の重要性を小売業態論が帯びているという結

論に結びつく訳ではない｡しかしながら､このことによって小売業

態論の理論としての重要性の一端を垣間見ることはできるであろう｡

あるいは､統計データをとるためにも小売業態という概念が重要

であることも看過できない｡すなわち､研究者あるいは行政機関な

どが小売業に関する統計データを収集する際､小売業態という分類

のもとにデータを集められるといったように､小売業態という分類

なくしては小売業の統計データの収集も困難であるということがい

えそうである｡

小売業態研究が求められる社会的背景

小売業態という概念は､上記の如く理論としての重要性が十分に

存在すると考えることができるが､それだけではなく､実務の世界

でも非常に頻繁に用いられている概念である｡事実､日経流通新聞

や流通情報誌､商業専門雑誌などをみれば､｢業態｣あるいは ｢小

売業態｣という用語を目にする機会はいくらでもある1｡では､そ

もそも ｢(小売)業態｣という用語が実務の世界でそれほど関心を

1 近年､特に実務の世界においては､｢業種から業態- ｣といった論調のもと

で小売業に限定されずに業態という概念を用いる場合もある｡例えば卸売業
態などがその一例であるOしかしながら､本稿で取り扱 う ｢業態｣とは ｢小
売業態｣に限定したものである｡
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もたれているのは何故なのだろうか｡私は､この問いに対する答は

主に4つあると考えている｡

第 1に､小売業には製造業者､卸売業者､消費者あるいは法規制

と､影響を受ける多くの環境が存在する｡特に小売業者にとって川

上にあたる製造業者あるいは卸売業者､川下にあたる消費者の変化

は､小売業者が変化することを余儀なくさせる｡そのため､今日の

ように変化が激しいと思われる時代にあっては､小売業者のあるべ

き姿を巡って数多くの議論がなされる必要がある｡本稿第2章でも

触れているように､このような小売業者のあるべき姿は小売業者の

戦略意思決定の結果としての小売業態として現われると考えられる｡

このような理由から､現在小売業態-の社会的関心が高まっている

といえる｡

第2に､小売業者自身が競争状態の激化に対応するために新規小

売業態の開発による差別化をはかろうとしていることも､小売業態

-の関心が集まっている理由とみなすこともできる｡小売業では基

本的に技術競争力による差異化の要素が少ないため､差異化しても

すぐに追いつかれ､差異化されればすぐに追いつく必要がある｡例

えば､百貨店が導入した正札付現金販売や 1950年代に始まったセ

ルフサービス方式による販売など､当時非常に革新的であると考え

られていた販売方法も､その後模倣する企業が多数出現したことに

よって､現在では差別化手段として機能しなくなっている｡そのた

め､他社が容易に模倣できない業態開発が求められるという背景も

あるだろう｡

第3に､既存の小売業態を形成する小売業者各社にとってみれば､

他業態との競争である業態間競争と､同業態内の他社との競争であ

る業態内競争という2つの競争に同時に巻き込まれている｡そのた

め､ある小売業態を構成する小売業各社にとってみれば､業態間競

争に打ち勝つことによって､業態内でのパイを少しでも増やすとい

う動機付けがなされる｡このような理由から､業態の境界線をどこ

に引くのか､他業態に打ち勝つための競争力の源泉をどこに求める

のか､などといったことに関心が集まるようである｡

第4に､ある小売業者が､自社がどのような小売業者であるのか

を消費者に伝えるための手段として小売業態を用いているというこ

とも､小売業態-の関心が集まっている理由として挙げることがで

きる｡例えば､呉服屋から百貨店へと転身した当時､百貨店が呉服
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だけではなく ｢百貨｣を取り扱っているということを表わすために

百貨店という概念を喧伝したことや､コンビニエンス ･ストアが他

の小売業態に比べて利便性で優れているということを強調するため

に ｢コンビニエンス｣という概念を強調していたことなどが一例で

ある｡これらは自社の性質や位置付けを伝えるための手段として小

売業態を用いていると考えられる｡

小売業態に関心がもたれるこれら実務からの理由を総合すると､

小売業態という概念には､小売業者によって行われた他社との差別

化手段という意味合いが強いように思われる｡事実､新聞や雑誌で

頻繁にみかけられる ｢新業態開発｣｢業態転換｣といった用語は､

そのほとんどが ｢新たな差別化手段の開発｣｢差別化手段の変更｣

といった言葉に置き換えることができそうである｡しかしながら､

｢差別化の手段｣といわずに ｢小売業態｣という概念を用いている

以上､そこには何らかの意味が込められているのかもしれない｡

本稿のテーマと特色

本稿では､上記の研究背景に基づいて､小売業態に関する議論に

取り組む｡とりわけ､本稿では以下の3点の特徴をもった議論を行

う｡それは第 1に､現時点での小売業態を眺めるのではなく､小売

業態を歴史的に考察するという点である｡小売業態論では特定の小

売業態を長期にわたって分析した研究がそれほど存在しているわけ

ではない｡欧米を中心とした小売業態の変動に関する研究において

は､特定業態に焦点が当てられることなく､小売商業構造全体の変

動パターンの解明に焦点が当てられてきた｡また､特定小売業態に

焦点を当てた研究でも､大多数の既存研究は､その誕生期か成長期

に焦点を当てており､それ以上の長期にわたっての分析を行ってい

ない2｡そのため､本稿が数十年にもわたる小売業態の歴史的考察

を行っているという点は､本稿の大きな特徴であるといえよう｡

第2に､本稿が焦点を当てている小売業態が百貨店であるという

点も､本稿の特徴として挙げられる｡百貨店を研究対象の中心に据

える意義は後述するとおりであるが､本稿では登場以来 100年に

2 その例外として､わが国には石原 (1989)による公設小売市場に関する研
究がある｡
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も及ぶ小売業態である百貨店を対象に分析を行 うことによって､百

貨店という小売業態が時代ごとにどのようにとらえられてきたのか

を明らかにする｡

そして最後に､本稿ではこのように百貨店を中心に小売業態を長

期にわたって歴史的に分析することによって､小売業態論が想定し

てきた ｢小売業態とは小売ミックスによって規定される｣という前

提を歴史的に検証している｡具体的には､百貨店という小売業態が

歴史的にいかなる小売業態であるととらえられてきたのかを明らか

にすることによって､小売業態が小売ミックスによって規定される

という前提を問い直す作業を行う｡このように､すでに前提とされ

ていることを検証しなおすという態度も本稿がもつ特徴であるとい

えるかもしれない｡では､何故このような分析を行うのかというと､

小売業態とはいかなる概念であるのかという議論をすることなく議

論を進めていくという作業が､石井 (2002)のいう ｢論点先取り

の毘｣に陥っていると考えるからである｡｢論点先取りの毘｣とは､

結果として浮かび上がってきたものを原因と取り違えてしまう状況

を表わしており､本稿で行われる議論の場合､小売ミックスをはじ

めとした要素が原因あるいは構成要素となって小売業態が形成され

るのではなく､小売業態が形成された結果､それらの要素が浮かび

上がると考えている｡

本稿の研究対象

本稿では､百貨店という小売業態を中心に歴史的な考察を行って

いる｡現在では小売業態として認識されるものは数多く存在する｡

また､公設′ト売市場 (石原 1989)､総合量販店 (矢作 1981)､専

門店チェーン(小川 1998)､コンビニエンス･ス トア(矢作 1994,金

2001)､食品スーパー (石原 1998)など､特定小売業態に関する

研究蓄積も存在している｡その中で何故百貨店を研究対象として選

んでいるのかということについての説明をする必要があるだろう｡

その理由は3つある｡

第 1に､百貨店という小売業態は他の小売業態に比べ圧倒的に古

い歴史を持っており､長期に遡っても存在する小売業態であると考

えられるからである｡すなわち､特定の小売業態の時代ごとのとら

えられ方を明らかにするためには､近年話題の中心となっているよ
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うな小売業態ではなく､なるべく歴史のある小売業態を取り扱った

方がより深みのある議論が行えると考えるからである｡

第2に､百貨店という小売業態は､本稿第4章でも述べているよ

うに､1930年代頃までは盛んに流通 ･商業といった問題を議論す

る際の研究対象として扱われてきた｡しかしながら､｢小売業態｣

という概念自体が誕生した頃には百貨店に関する議論そのものがほ

とんど行われなくなり､あたかも研究対象としての魅力を失ったか

のように､｢小売業態としての百貨店｣を議論した研究が見当たら

ないからである｡そのため､本稿ではこれまで十分に議論がなされ

てこなかった小売業態としての百貨店を研究対象としようと考える｡

第3に､生成後間もない小売業態であれば､当該小売業態が一体

どのような存在なのかについての議論も終着しておらず､その業態

に変容が生じたとしてもそれが単に業態の定着過程であったと考え

ることも可能だと考えられる｡そのため､歴史的に古い小売業態で

あればあるほど､既存の小売業態論で想定されてきたような小売業

態の確定ともいうべき状態､すなわち､一度規定された小売業態が

変容しないということを批判できると考えるからである｡これら3

つの理由により､研究対象として百貨店を選んでいる｡

また､本稿では百貨店の中でもわが国の百貨店に限定した議論を

行っている｡そのため､何故特定の国に限定した百貨店を研究対象

とするのかについても説明する必要があるだろう｡日本とそれ以外

の国において同じ名称で呼ばれている小売業態が､違った形で存在

していることは既に知られている (例えば､川端 1999,2000)｡

例えば百貨店であれば､現在ではわが国の百貨店は衣食住を取り揃

えているのが普通だが､米国の百貨店では一般的に食料品は取り扱

われていないということなどは周知の事実である｡このように､国

が異なれば同一業態が異なった性質 ･特徴をもっていたり､違った

定義がなされたりすることもある｡そのため､本稿では一足飛びに

国際比較と歴史分析という2つの問題を取扱うのではなく､特定の

国に限定した百貨店を研究対象とすることによって､その歴史分析

を行おうとしている｡

本稿の構成

本稿の構成は以下のようになる｡
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まず､第2章では､既存の小売業態論の文献展望を行う｡そこで

は､既存の小売業態論が何故小売業態という概念を研究テーマとし

てきたのか､その中でもどのような課題を中心に据えてきたのか､

小売業態という概念自体がどのようにとらえられてきたのかを明ら

かにする｡

第3章においては､本稿第4章および第5章で用いられる方法論

を明らかにするために､以下の3つの作業を行っている｡まず第 1

に､本稿と関わりのあるマーケテイング､流通､商業といった学問

領域における既存の歴史研究を類型化することによって､その方法

論的特徴を明らかにしている｡そして第2に､本稿で用いられる方

法論が既存の歴史研究に比べてどのような特徴をもっているのかを

明らかにしている｡第3に､本稿で用いられる資 (史)料に関する

説明を行っている｡本稿で用いられる資 (史)料は､非常に膨大な

数が存在する百貨店研究と､非常に入手が困難な上に膨大な分量と

なる株式会社大丸の社内報である｡それらに関する詳細な説明がこ

こで行われている｡

第4章においては､以下の2つの作業を行っている｡第1に､百

貨店が登場以来 100年の間にどのようにとらえられてきたのかを

明らかにする作業である｡この作業を基軸に､第2に､百貨店がい

かなる小売業態であるのかは小売ミックスによって規定されるとい

う仮説を検証するという作業を行っている｡その結果､百貨店がい

かなる小売業態であるかは小売ミックスによって事前に規定するこ

とができないということが明らかにされている｡ここでの作業にお

いては､百貨店という小売業態を事前に規定することなく議論を進

めるために､第4章においてはこれまでに百貨店を研究してきた各

論者が百貨店をいかなる小売業態であるととらえてきたのかについ

て歴史的に分析を行っている｡

さらに第5章においては､戦後の百貨店業界3で代表的企業であ

ると考えることができる株式会社大丸が､自社のあるべき姿をどの

ように認識してきたのかということに関して､これも歴史的に分析

を行っている｡このような分析を通して､小売業態を構成する企業

は自らの戦略意思決定によって小売業態としての特徴を変えること

3 もちろん､ここで ｢百貨店業界｣と述べているものについても､事前にい

かなるものであるかを規定することはできない｡そのため本稿では､百貨店

企業として認識される各社の集合という程度の緩やかな規定を行っているO
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ができるという仮説を検証している｡その結果､百貨店という小売

業態を形成する代表的企業である株式会社大丸が､百貨店としての

自らのあるべき姿を思いのままに規定することができなかったとい

うことが明らかにされている｡

最後に､第6章において､本稿の要約を行う｡そして本稿で明ら

かにされた発見物から引き出せる理論的 ･実践的インプリケーショ

ンを議論する｡さらには､本稿に残された課題を明確にし､今後の

研究の方向付けを行っている｡

以上が本稿の構成である｡
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第 2章 小売業態を考察する視点4

1. はじめに

小売業態論では､次節で議論されるように､小売業態を小売商業

構造内における競争を分析する際に小売商をいくつかのグループに

分類するための分類軸として考え､競争そのもの､特に新規小売業

態の生成に関する議論を中心に研究が進められてきた｡例えば､既

存の小売業態よりも低価格で商品を販売する新規小売業態であると

か､これまでになかったサービスを付与して販売を行う小売業態と

いったように､新たな小売業態がもつ革新性に着目して小売業態の

生成を分析しようとしてきた｡そのため､小売業態とは何なのかと

いう問題よりも､新たに小売業態が出現するのはどのようなパター

ンにおいてかという問題や､新たに出現する小売業態が何を競争力

の源泉として持っているのかということを問題としてきた｡それら

の研究においては､価格とサービスという2軸や､品揃えと販売方

式という2軸で小売業態が分類できるものと仮定されてきた｡

しかしながら近年の研究では､新たな小売業態が数多く出現した

現実を前に､2軸での分類が困難になると今度はより多くの軸で分

類しようとする試みが現れるなど､小売業態の分類軸そのものにも

注意が払われるようになっている｡この点に関しては､本章第3節

で議論している｡これらの研究においては､主に小売ミックスとい

う､マーケテイング･ミックスを行う主体を小売業者に想定した概

念を用いての分類が行われている｡例えば､百貨店とは基本的には

都心､の一等地に壮麗な店舗を出店し､衣食住にまたがった比較的高

価格帯の商品を対面販売によって提供する小売業態であるといった

ように､ある小売業態を小売ミックスという構成概念によって説明

しようとする試みが行われている｡これに対し､同じく第3節で紹

介しているように､石原 (1999､2000)の議論では､小売業態と

いう概念を小売業種という概念との関係で､特に売買集中の原理に

基づいた小売商の品揃え幅を拡張する技術という観点から議論しよ

うという試みがなされている｡

これらの研究においては百貨店､総合量販店､コンビニエンス ･

4本章は坂田 (2002)を一部加筆 ･修正したものであるo
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ス トア､ディスカウント･ス トアといった様々な小売業態が実体と

して存在 し､それらを分類するための軸も明確になっていると考え

ているように思われる｡すなわち､このように小売業態という概念

をいかなる定義から議論しようとも､そこに小売業の競争を分析す

る際に小売商業を分類するための軸であるという意味合いが込めら

れているという点では変わりがない｡そこでは､小売業態という分

類が先にあり､その分類に基づいて競争が分析されるのだという前

提がおかれているように思われる｡このように小売業態論で想定さ

れている前提を浮き彫りにしていくことがこの章における目的であ

る｡

2. 小売業態研究の流れ

この節では､本稿での議論に先だって､小売業態論の既存研究を

初期のものから辿っていくことにする｡その際､以下の2点を議論

する｡それは第 1に､そもそも何故小売業態が研究対象と考えられ

るようになったのかという点である｡この点を明確にすることによ

って､その後の小売業態論がどのような影響のもとに理論展開して

きたのかが示唆される｡第2に､小売業態論では何を中心課題とし

て理論が発展してきたのかという点である｡この節での議論によっ

て､既存の小売業態論の流れについて理解を深めたいと思う｡

2-1. 何故小売業態が研究対象となるのか?

小売業の形態という概念と業態という概念が ｢ほぼ同義語である

(鈴木 1980,p.148)｣と想定すれば､わが国における小売業態に

関する研究の噂矢は荒川 (1962)にまで遡ることができる｡荒川

(1962)は ｢小売商業競争の解明において現代独占資本主義下の

各個別小売商業資本の質的多様性をどう組入れてゆくかは今後の重

要な課題でなければなるまい (p.152)｣と述べており､小売形態

とは小売商業における競争を分析するために必要な概念であること

を示唆している｡ここで述べられていることは､小売商業資本とは

多様な形態で存在し､その多様な小売業を分類してからでないと小

売業に関する踏み込んだ議論ができないということが意味されてい
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る｡すなわち､｢小売商の価格および非価格面における競争行動に

影響をあたえるすべての要因を包含する概念 (小西 1971,p.84)｣

としての小売競争構造を分析する際に､小売競争を一元的にとらえ

るのではなく､小売企業の形態という分類のもとで分析を行うこと

によって､小売形態という概念を議論する必要性が見出されるとい

うのである｡

では､このように小売形態を基軸とした時に小売商業における競

争がどのように分類されるのかというと､大きく 3つに分類する

ことができる (Palamountain1955)｡第 1に､百貨店同士､コン

ビニエンス ･ス トア同士といった同一形態の小売商相互の競争であ

る水平的競争が挙げられる｡この競争形態は主に経済学者によって

議論される領域であると考えられており､小売形態に関する議論の

際にはあま り深 く議論 されることなく放置 されてきた (小西

1971)0

第2に､百貨店対総合量販店や総合量販店対コンビニエンス ･ス

トアといった､異なる形態の小売商相互の競争である異形態間競争

が挙げられる｡この異形態間競争は小西 (1971)によれば次の3

つの理由により小売商にとって最も深刻な競争形態であると考えら

れている｡それは第1に､新たに誕生した小売形態が同じ商品を既

存小売形態に比べてより低コストで販売し､より高利益を獲得する

可能性があるからである｡第2に､新たに出現した小売形態が取扱

い商品の幅を増やすことによって既存の小売商にとっては主力商品

である商品を販売するようになり､既存の小売商のシェアを浸食す

る可能性があるからである｡第3に異形態間競争の進展は消費者の

購買慣習を変化させる可能性を持っているため､諸販売形態の小売

商の長期的シェアに影響することが考えられるからである｡事実､

異形態間競争に関する研究は小売業態論の中でも中心的課題として

数多く議論されてきた｡そこで､この問題は特に2-2.において

紹介することにしよう｡

そして小売商業における競争を分類した最後の1つに､製造業者

対小売商､卸売商対小売商といった流通段階の異なる商業企業の間

で起こる､流通過程における支配力を争う競争である垂直的競争が

ある｡異なる流通段階間での競争は､わが国における研究の中では､

特に製造業者と卸売業者との関係を中心にチャネル論の中で議論さ

れることが多いが (例えば､風呂 1968､石井 1983など)､異形
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態間競争が ｢異形態間競争と垂直的競争とは､容易に一体となって

あらわれる (荒川 1974,p.349)｣ことを考えれば､小売形態とい

う概念が垂直的競争において重要なことが認められるだろう｡これ

はどういうことかというと､新たに登場した小売形態が大規模化す

ることによって卸機能を自ら担当するという事態や､チェーン化す

ることによって寡占製造業者の対抗力となる事態 (佐藤 1974)な

ど､異形態間競争が単に小売段階の枠内に収まりきらず､他の流通

段階にまで及ぶということを意味している｡

このように､そもそも何故小売業態が研究されるようになったの

かということを振り返ってみると､そこに1つの前提が含まれてい

たことに気がつく｡それは､｢先に分類ありき｣という前提である｡

すなわち､小売業態という分類が先にあって､その分類に基づいて

水平的競争､異形態間競争､垂直的競争という3つの競争が存在し､

それらの競争を分析しようという前提である｡この前提が疑うこと

なく抱かれていた背景には､1970年代後半に入るまで､わが国の

小売業態が数えるほどしか存在していなかったことも理由にあるだ

ろう｡あるいは､当時存在していた小売業態の間に､何らかの明確

に分類できる境界線が存在すると考えられていたのかもしれない｡

後述するように､理論的には現在､小売業態論ではこのような3

つの競争に関する分析をそのまま行うのではなく､新規小売業態の

生成 ･発展に関する分析を行う方向-と向かっている｡しかしなが

ら､｢先に分類ありき｣という小売業態論の理論前提は､これまで

問われることなく看過されてきたのではないだろうか｡

2-2. 小売業態研究における中心課題

上記のごとく､小売業態による分類が事前に存在すると想定し､

その研究意義を小売業における競争活動の分析に求めるとした時､

その競争に関しては ｢状態｣と ｢過程｣という大きく2つの側面か

ら分析することができる｡小売業態研究を行う各論者にとって､こ

のうち前者の競争状態の分析に関しては経済学における分析に委ね

るべき領域であり､後者の競争過程に関する分析こそ､小売業態研

究の中心課題となるということが共通して認識されていた (白石

1986)｡ここで､これまでの議論との関連でいえば､小売業態研究

が異形態間の競争過程の分析を中心にして行われるべきなのだと考
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えられてきたことが分かるであろう｡

これに加え､McNair(1958)が提唱し､McNairandMay(1976)

-と発展した ｢小売の輪仮説｣に端を発する､欧米を中心とした小

売業態の変動に関する研究においても､新しい小売形態の出現､旧

形態の衰退 ･消滅､そして異種形態-の転換といった小売形態変動

の認識を目的として理論発展してきたといえる｡この欧米を中心､と

した小売形態変動理論は Brown(1987)をはじめとして､既にい

くつかの著名なレビュー論文が出されているほどの研究蓄積がある

が､その問題意識は驚くほど変わっていない｡

すなわち､｢小売の輪仮説｣の場合は価格とサービスという2つ

の変数をもとに､新たに参入してきた小売業態が低価格 ･低サービ

スに基いて既存の小売業態との競争に打ち勝つというパターンに主

眼が置かれていた｡これに対し､その後行われた研究のうち代表的

なものとしては､品揃え幅の広い業態と狭い業態が交互に優位にな

るという Hollander(1966)の ｢アコーディオン仮説｣､価格とサ

ービスという2軸において既存小売業態間での競争の結果生じた間

隙を新規参入業態が埋めるというNielsen(1966)による ｢真空地

帯理論｣､2つの小売業態間の競争はそれらの業態の折衷型の業態

の誕生を導くというGist(1967)の ｢弁証法仮説｣､McNairの ｢小

売の輪｣が1つではなく3つの輪から成り､新たに登場する小売業

態は低価格 ･低サービスだけでなく高価格 ･高サービスを提供する

ものもいるというIzraeli(1973)の ｢3つの輪仮説｣などがある｡

これらの研究はそれぞれのもつ主眼点は異なるものの､小売形態

の変化とは､｢新しい小売形態が出現し､これがいままで古い小売

形態が果たしてきた機能をより有効に果たすとき､古い小売形態が

脱落するかまたはその重要性を失っていくという進化のプロセスな

のである(McNaifandMay1976,p.128)｣という認識のもと､こ

の ｢進化のプロセス｣を解明することに小売業態研究の意義がある

と考えられてきた点では共通しているといえる｡これらの小売形態

の変動に関する理論は､特に ｢小売の輪｣という初期の概念におい

て､マーケテイングにオリジナルの概念であり､今後も重視し､発

展させるべきであるという意見も挙がるほど重要視されている

(Shethetal.1988)0

しかしながらこれらの研究では､小売業態を研究する意義や目的､

小売業態研究において中心となる小売業態の変化という現象につい
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ては議論されてきたものの､小売業態とは一体いかなる概念なのか､

その定義はどのように定められるのかということは語られてこなか

った｡そのため､小売業態を語る時に各業態の代表的な企業を 1

社､あるいは数社挙げて議論を進めることが一般的であり､小売業

態そのものを語っているとは言い難い状態にある (Brown1988a)

5｡あるいは代表的な1社を理念型としてとりあげ､その1社に関

する議論を行うことで当該小売業態全体にわたる議論と同じ議論が

できたことにするという研究が一般的なように思われる｡これに対

し､特にわが国を中心とした小売業態に関する研究においては､小

売業態とは一体いかなる概念であるのかということを問題とした研

究が多くみられる｡

先に､小売形態という概念と′｣､売業態という概念がほぼ同義語で

あるという主張を引用したが､現在では､これらは別個の概念であ

り､小売業態とは小売形態を規定する一要素であるとの理解が多数

を占めている｡例えば久保村 (1978)によれば､小売業の形態と

は経営形態､企業形態､営業形態の3つに分けることができるとい

う6｡ これらのうち､経営形態とは店舗数が単一か複数か､複数の

場合には各店舗が本部統制のもとで経営活動を行う程度によって分

類される｡すなわち､店舗数が1店のみである独立店舗形態､店舗

数が複数であるが本部の統制力が比較的弱い支店形態､さらに本部

の統制力が比較的強いチェーンストア形態という分類がなされるの

が経営形態による分類である｡

次に企業形態とは､上記の店舗を所有する小売業者が出資の方法

5ただし､Brownは小売の輪仮説自体には肯定的な立場をとっている｡Brown
の小売の輪仮説に対する見解-の批判としてSavitt(1988b)を､その反論
としてBrown(1988も,1990)を参考にされたい｡
6 もちろん､3つ以上に細分化された分類法を提唱することも可能であるO

例えば､鈴木 (1967)は小売業を規模ではなく質的に分類するための指標と
して､1.法律上の形式による分類､2.店舗数による分類､3.経営方法

による分類､4.兼業の有無による分類､5.店舗立地の相違による分類､

6.取扱い品種による分類､7.資本の性質による分類､8.上記の7つが
複合されて現実化された形態による分類､という8つを挙げている｡そのう

えで､さらに詳細な要素によって小売形態を区別する必要があると述べてい

るが､現実に存在する小売業の形態とはこれらの分類の組み合せによって登

場しているため､あまりに細分化された分類は逆に議論の煩雑化をもたらす

のではないだろうか｡鈴木自身も指摘しているとおり､消費者や社会的 ･経

済的諸条件によって小売形態は多様化する傾向にある (鈴木 1978)Llそのた

め､本章後半部分で指摘しているとおり､このようなノJ､売形態の分類軸は､

革新的小売業態と呼ばれる新規参入小売業態の登場によって際限なく増えて

いくようにも思われるO
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や目的などに応じてどのような形態をとっているのかによって分類

される｡久保村はこの分類を個人組織､会社組織､共同組合組織､

その他という4つで分類しているが､特に会社組織であれば合名会

社､合資会社､株式会社､有限会社､相互会社といった分類も可能

であろう｡

そして最後に営業形態とは､品揃えや消費者との応対方式などか

ら構成され､それによって､単一品目店､スーパーマーケット､百

貨店､コンビニエンス ･ストア､専門店などに分類されるという｡

小売店舗がこのように様々な種類の営業形態をもつ主な理由として､

｢商品の種類によって消費者の購買慣習や愛顧動機が異なる (久保

村 1978,p.8)｣ことが挙げられるが､小売形態をこのように詳細

に見ていくと､小売業態とは ｢営業や企業の状態をさすのであって､

その内容は消費者にとってのさまざまな満足を対象にして工夫をこ

らし､それを営業のシステムにし､企業のシステムにして､一個の

小売店舗化している姿 (南 1978,p.67)｣ということができる｡こ

のような小売業態のとらえ方では､小売業態とは消費者が実際に接

することができる店舗や販売に関する営業形態のことを指しており､

小売形態とはこの小売業態に加えて消費者が直接触れることのでき

ない経営形態や企業形態までも包摂した概念であるといえよう (矢

作 1981)｡

これらの研究では､小売形態と小売業態とは厳然と異なる概念で

あることを示しており､小売業態とは小売形態の中でも特に営業形

態に類似した概念であるとして､品揃えと消費者との対応方式とい

う2軸において議論されている｡この定義は実際に､今日の 『商業

統計表』における業態区分においても用いられており､百貨店であ

れば衣食住の各々が売上の10%以上70%未満というように幅広

い品揃えをしており､売場面積の50%以上において対面販売を行

う業態であると定義されている｡また総合量販店であれば､品揃え

は同様でありながらも対面販売の比率が50%以下であり､専門店

であれば衣食住のどれか1つが売上の90%以上を占めているとい

うように､各小売業態の区分はこれら2軸を中心になされている｡

しかしながら､このような区別では､例えば百貨店に関する疑問

だけでも以下のような疑問が即座に浮かんでくる｡第 1に､百貨

店と総合量販店はそれほど純然たる違いを持っているのか､もって

いるとすればそれは販売方式の違いだけから説明できるものなのか

16



という疑問である｡仮に百貨店と総合量販店との違いが販売方式だ

けに求められるものであったならば､例えば中元や歳暮の贈答品に

総合量販店で売られている商品を贈るといったことも十分ありうる

はずであるが､現実には､贈答品は百貨店で購入されるのが一般的

である｡あるいは総合量販店で購入された商品が贈られるとしても､

当該業態の包装紙を用いて贈られることは稀であろう｡それが逆に

百貨店であれば､当該百貨店の包装紙で包装されていることにこそ

価値が見出される傾向にあるように思われる｡あるいは､百貨店の

地下食料品売場では､1980年代後半頃より買物カゴが設置され､

来店客はそこに商品を入れてレジに並ぶという､所謂セルフサービ

ス方式をとる売場が出始めた｡あるいは､1990年代初頭には化粧

品販売においてもセルフサービス方式を採用する百貨店が出現して

いる｡そもそも百貨店と総合量販店の違いとして対面販売方式とセ

ルフサービス方式という販売形態が挙げられていたにもかかわらず､

その両者の境界線が暖味になっている事象も数多く存在する｡それ

ならば､これら2つの業態には販売方式以外にも何らかの相違点が

あると考えて然るべきではないだろうか｡

第2に､百貨店の中には有楽町西武のように明らかに衣料品の比

重が高く､食と住の品揃えが希薄な百貨店もあるが､この場合､有

楽町西武は百貨店を名乗りながらも専門店となってしまったと考え

るべきなのか､それとも､百貨店と専門店との違いが不明確になっ

ていると考えるべきなのかという疑問がある｡あるいは同様の疑問

として､例えばヨドバシカメラやヤマダ電機､コジマといった大手

家電量販店の成長とともに電化製品を店頭に並べなくなったり､大

塚家具やニ トリの伸長によって家具を置かなくなった百貨店は､百

貨店として不完全な存在とみなすべきなのかという疑問もある｡こ

れらの疑問は､百貨店を専門店と区別するための要素が取扱い商品

の幅だけではないことを意味しているのではないだろうか｡

第3に､都心型百貨店と郊外型百貨店､呉服系百貨店と電鉄系百

貨店のように､同じ百貨店という業態であったとしても異なる性質

を有していると思われる百貨店があるのは何故なのかという疑問が

ある｡特に都,i,型百貨店と郊外型百貨店とでは単に立地が異なると

いうだけでなく､店舗規模や内装の豪華さ､取り揃えられている商

品の価格帯など､さまざまな違いがある｡しかしながら､これらの

違いのうちのいくつかは単なる立地の違いから説明できるものでは
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ないと思われるものもある｡同じ百貨店という業態でこのような違

いが出るのは何故なのか､あるいは､このような違いがあるにもか

かわらず同じ百貨店という業態で括られるのは何故なのかという疑

問が3番目の疑問である｡

このように考えると､形態と業態とは異なる概念であるという久

保村 (1978)の議論に納得できたとしても､それを品揃えと顧客

-の対応方法の2軸のみで議論することが適切であるかどうかは熟

考する必要があるだろう｡実際､近年ではこれら2軸に店舗の有無

と取扱い商品の価格を加えた4軸で小売営業形態を議論した研究

(兼村 1996)のように､小売業態を分類する軸はより多様である

との主張がなされている｡

このような､小売業態を分類する要素､あるいは分類軸がいくつ

あるのかということは論者によって非常に窓意的に議論されがちで

あるが､それらを総称して ｢小売ミックス｣と呼ぶことは､ほとん

どの論者で一貫しているといってよかろう｡そこで次節では､小売

業態を ｢小売ミックス｣によって分類できる概念であるとしている

いくつかの研究を紹介し､その問題点を指摘した後､石原による小

売業種との関連から小売業態概念を考察する視座について紹介する

ことにしよう｡

3. 小売業態論の現代的課題

前節では､小売業態論が小売商業における競争過程を分析するた

めに小売商を一元的にとらえるのではなく､｢小売業態｣という分

類のもとで分析を進め､その結果抽出される小売業態の変動のパタ

ーンを発見することに力が注がれてきたということを説明したOそ

して､この小売業態による分類は分析に先だって存在し､それらを

分類するための軸も事前に明確であると考えられてきたということ

を指摘した｡

そこで本節では､このようにして定式化されてきた小売業態論に

対して､現在研究を行っている論者たちが実際にどのような研究を

行っているのかということについて議論する｡ここでは､小売業態

とは ｢小売ミックス｣によって分類 ･定義されるのだという前提の

もと､個別企業レベルにおける業態開発を理論課題と考えている立
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場と､そのような立場に否定的な､小売業態という概念そのものを

問題視した立場という2つの立場を紹介したい｡

3-1. 小売ミックスをベースとした業態開発に関する研究

一般的には､小売業態といわれる概念は小売商の取扱い商品､ま

たはそのサービス､すなわち小売商の流通サービスの水準によって

定義されていることが多い (石原 2000)｡さらに､この取扱い商

品や流通サービス水準は小売ミックスという概念で表されるのが普

通であり､その意味では小売業態とは小売ミックスによる小売業の

分類と考えられているということができる｡例えば矢作 (1996)

が ｢小売業態は業種､品揃え､店舗規模､立地､販売方法､付帯情

報 ･サービスなどの小売ミックスの戦略で決定 (p.178)｣される

と述べていることなどは､このことを如実に物語っている｡あるい

は､池尾 (1989,1997)が小売業態とは各小売店がもつ小売ミック

スを分類する時のパターンであると述べているのも同様である7｡

この小売ミックスという概念は､LazerandKelley(1961)に

よって初めて体系化された概念であり､彼らはこの概念を商品とサ

ービス､コミュニケーション､流通という3つの構成要素からなる

概念だとしている｡ここで商品とサービスとは､販売上のサービス､

品揃え､クレジット､価格帯､返品､店舗イメージ､配達といった

複数の要素を含むものとされている｡同様に､コミュニケーション

とは販売､広告､ウインドウ･ディスプレイ､店内のディスプレイ､

PR､カタログ､店内のレイアウト､電話販売を､物的流通とは店

舗立地､流通センター､倉庫､商品取扱い､包装をその構成要素と

している｡

この小売ミックスによる小売業態の分類は､単に分類軸が複数個

あるというだけでなく､特に新業態の登場に関して小売企業の経営

戦略の観点からも説明しようとしているところに意義が認められる｡

7 ただし､これら両者の間では､小売業態を分析する時の分析レベルにおい

て相違が見られるOすなわち､前者の定義では分析レベルが企業であるのに

対して､後者の定義では分析レベルが店舗になっている｡このように小売業

態とは店舗ベルで判断すべきなのか､それとも企業レベルで判断するべきな

のかという問題も十分に結論が出ていないように思われる｡なお､この問題

に関しては向山 (1985)あるいは小川 (1993b)が詳しく論じているため､

そちらを参考にされたい.｡
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しかしながら､小売ミックスという概念自体に関する考察がほとん

ど進んでいないこともあり､論者によって小売ミックスが意味する

ものも異なっているのが現状である｡小売ミックスがいかなる要素

から成り立っているのかということについても論者によって微妙な

ズレが残されたままである｡図表2-1は､小売業態論の代表的な

論者が小売ミックスについて言及する時に､小売ミックスをどのよ

うな構成要素から成るものと述べているのかをまとめたものである

8

図表2-1 小売業態論者が指摘する小売ミックスを構成する要素

品揃え 店舗規模 立地 販売方式 サービス 取扱い商品の価格帯 店舗施設 店舗の有無

鈴木(1974). ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

兼村(1996)※ ○ ○ ○ ○

矢作(1996) ○ ○ ○ ○ ○

池尾(1997) ○ ○ ○ ○ ○

近藤(1998) ○ ○ ○ ○ ○

筆者作成

注 :※印は小売ミックスという概念を直接用いていないことを表わす

この図表2-1で示されるように､同じ小売ミックスという概念

を用いていても､その意味するところにズレが残されている｡しか

しながら､小売業態論における近年の代表的な研究をみると､この

ような小売ミックスの問題点を放棄したまま､議論を進めようとし

ている感がある｡小売業態とは小売ミックスによって定義 ･分類さ

れるという前提を問うことなく議論を進めた代表的な研究として､

坂川 (1988)と近蕗 (1998,2002)を挙げることができる｡

坂川 (1998)は､′｣､売業者を主体とした新たな小売業態論を構

築すべく､McNairによって提唱された ｢小売の輪仮説｣が､小売

業者にとって統制可能な資源が同質的であるとの前提をもっていた

ことを批判している｡坂川によれば､小売の輪仮説はこのように企

業間の同質性を前提としていたからこそ､小売業者の競争行動をブ

ラック･ボックスとして扱ってきたという｡それに対して坂川は､

8 ただし､表の中にある ｢※印｣は､各論者が本文中で直接 ｢小売ミックス｣

という用語を用いていないことを表わしている｡しかしながら､文脈から考

えて小売ミックスという概念であるとみなしても間違いないと思われたため､

表に挙げることにしている｡,
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企業間の異質性を前提にし､さらに市場の不確実性を仮定すること

によって市場革新と技術革新という2つの革新のうちどちらか､あ

るいは両方を実現することによって業態開発ができると主張する｡

そしてこの市場革新と技術革新が行われるのは企業のマーケティン

グ戦略においてであり､そのマーケティング戦略の総体を小売業態

だと考えている｡

すなわち､坂川 (1998)は小売業態を ｢複数のマーケティング

戦略からなる総体として捉えている｡あるいは､業態を複数の属性

からなる多属性モデルとしてとらえている (216頁)｣とあるよう

に､販売方式や付帯サービス､あるいは価格といった小売ミックス

によって規定されるもので考えている｡もちろん､ある小売業態を

構成する属性は常に一定ではなく､様々な組合せをとるものとして

いるが､小売業態というものが複数の属性から成り､その業態属性

を戦略変数として考えている点は否定できない｡

あるいは近藤 (1998,2002)による近年の一連の研究も､同様に

小売業態を小売ミックスによって定義 ･分類されるものであるとい

う前提を置いたまま議論を進めている｡近藤 (1998)は､革新と

競争というカギ概念に注目しながら､小売業態論に小売企業の業態

創造と競争のプロセスを組み込んだ理論構築を行おうとしている｡

このような試みが生じた背景には､既存の小売業態論が個別小売企

業レベルのミクロ行動に踏み込んで理解しようとしていないという､

坂川 (1998)と共通した問題意識がある｡そして､ここで提示さ

れた2つのカギ概念のうち､｢革新｣というカギ概念に近藤による

小売業態のとらえ方が表れている｡

近藤によれば､革新的小売業態を創造するための革新を考える際､

その革新とは何かという問題が重要であり､その問題を解き明かす

ためには ｢小売商業に変容を引き起こす新業態の革新の要素 (近藤

1998,46頁)｣を考慮しなくてはならないという｡既存の小売業態

論では､革新を小売ミックス次元と小売技術 ･管理次元という2つ

の次元で考えてきた｡そして近藤自身､これら2つの革新の次元を

業態フォーマットと呼び､それが業態を定義する際に決定的に重要

な役割を果たしていると考え､その理由として ｢革新の要素をどの

ように理解するかによって識別される業態が決まる(近藤 1998,46

頁)｣ことを挙げている｡そして､近藤 (1998)は業態フォーマッ

トのうち､小売ミックス次元を必要条件､小売技術 ･管理次元を十
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分条件として業態の識別が行われると考えている｡

近藤 (1998)は小売業態とは不変のものではなく競争プロセス

の中で経時的に変化するものであり､その変化を分析するために歴

史分析の重要性を指摘しているが､そこで強調されているものは個

別企業レベルでの小売ミックスと小売技術 ･管理がいかに変化した

のかを分析するかということの必要性である｡その必要性を果たす

ため､近藤 (2002)はビブレの業態開発プロセスをケース ･スタ

ディの対象とした歴史分析を行っている｡その結果､ビブレという

小売業態の開発に際してニチイ (現､マイカル)は対面販売という

販売方法における革新を要として､その他に商品調達と商品政策と

いう2つの革新を行い､新規小売業態の開発を行ったという結論を

導いている｡この分析で重視されていることは､2つの小売業態間

での異質性が業態フォーマットによって決定され､その変更が達成

されればされるほど､新規小売業態の確立ができるということであ

る｡

このように､坂川 (1998)や近藤 (1998,2002)が提示してき

たような小売企業のミクロレベルでの競争行動によって小売業態が

創造されていくプロセスを小売業態論に包摂するならば､小売企業

の意思決定が行われるのは小売ミックスに関してであるといえるし､

その意味では､小売業態は小売ミックスによって分類されていると

みなしても問題ないだろう｡しかしながら､ここでいくつかの疑問

を挙げることができる｡まず第1に､小売ミックスによる小売業態

の分類は､ある一時点において類似している小売ミックスを遂行す

る小売商同士を括ることによって小売業態を分類しようとしている｡

しかしながら､先にも述べたように､小売業における競争活動を｢状

態｣と ｢過程｣の2つで考えた場合､競争過程に関する研究こそが

小売業態研究の中心課題であったはずである｡そうであるならば､

ある一時点における小売ミックスによって小売業態という分類を行

うのは妥当であるのかということは熟考の余地があるだろう｡この

問題は､本稿第4章および第5章において歴史的に検証が行われる｡

小売ミックスによる小売業態規定に対する疑問として､第2に､

小売業態を小売ミックスで区分する論理的な根拠は､既存研究にお

いてこれまでに一度も挙げられていないが､その根拠がどこに求め

られるのかという疑問である｡小売ミックスとはマーケテイング･

ミックスを行う主体を小売企業に想定した概念であるといえるのだ
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が (矢作 1996)､製造企業の場合であれば類似したマーケテイン

グ･ミックスを用いている企業ごとに分類するために戦略グループ

という概念を用いており､小売企業の場合だけ ｢業態｣という新し

い概念を用いる理由がどこにあるのかということが議論される必要

があろう｡すなわち､小売企業を小売ミックスで分類するのであれ

ば､小売業態という概念を用いなくとも､小売企業の戦略グループ

と表現してもよいのではないかという疑問が､ここで挙げる第2の

疑問である｡

第3の疑問として､一般的に小売業の業態概念は業種概念との対

比のもと議論されてきており､業種概念とは小売商が何を取り扱 う

かという側面からの分類であるのに対して､業態概念はそれをいか

に取り扱うかという側面からの分類であるとされているが､このよ

うな議論からは業態と業種という2つの概念の区別が明確になって

いるとは言い難いのではないかという疑問である (石原 2000)｡

石原によって提示されたこの3つ目の疑問については､業種と業態

との関係を中心に､次に紹介することにしよう｡

3-2. 業種と業態- 石原理論から-

石原 (1999)によれば､一般的には業種とは小売商が何を取 り

扱うのかという側面からの小売商の分類 (kindofbusiness)であ

るのに対して､業態とはそれをいかに取り扱うのかという側面から

の分類 (typeofoperation)とされてきたというOこのことは業態

概念が小売ミックスによって説明されてきたという前述の議論から

も裏付けられている｡しかしながら､石原はこの点について､｢い

かに取り扱うのか｣という問題と ｢何を取り扱うのか｣という問題

は密接に絡み合っているため､この区別では業態という概念を業種

という概念から明確に区別したことにならないのではないかと問題

提起している｡さらに､業態が ｢いかに｣による小売商の分類であ

ったとしても､それを ｢何を｣との関連だけで理解できるのかとい

う疑問を持ち､これらの問題を解く手がかりを商品の取扱い技術や

小売業の経営技術に求めている｡

この取扱い技術 ･経営技術は流通の外の世界から生じた技術が流

通の世界に持ち込まれることも多いが､個々の新技術だけではなく

それらがいくつか関連しあい､それらによって革新的経営者が新し
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い小売業経営を構想 したとき､新しいコンセプ トのもとに､新しい

技術に支えられた小売業が誕生するという｡例えばコンビニエン

ス ･ストアや食品スーパーがその代表例とされるが9､この新しい

コンセプトと技術の総体こそが小売業態といえるのである｡もちろ

ん､このような新しいコンセプトと技術によって拡張された品揃え

は消費者の関連購買商品に沿った形で行われるのであるが､業態と

は業種との関連でいえば､革新的商品取扱い技術によって既存の業

種の枠を超えた品揃えを行う小売業であることがいえるであろう100

以上が石原による小売業態のとらえ方であるが､石原による業態

に関する議論を本稿の問題意識から要約すると以下の4つがポイン

トとなるであろう｡第1に､小売業態論において小売業態という概

念を問う必要があるということが主張されている｡これは前節の小

売ミックスによる業態分類に関する議論とは異なり､何によって小

売業態が分類されるのかということや､小売業態という概念をいか

に定義すべきかということを議論しなくてはならないということを

意味している｡第2に､業態とは業種という概念との関連でいえば､

業種という小売商の分類を超えた品揃えを行うための小売経営技術

の革新が全く新しいコンセプトのもとにまとめられた時に誕生する

ということである｡第3に､業態とは歴史的に定着していくことに

よって業種となる可能性をもっているということがいえる｡すなわ

ち業態と業種との差とは社会的に商品の分類コー ドとして受容され

ている程度でしかないのだというのである11｡ そして第4に､業態

とは歴史的に見れば異なる品揃えを行っている小売商の差でしかな

く､決して実体として確たるものがあるわけではないということが

いえるかもしれない｡なぜならば､小売ミックスによる業態分類で

9 これらの小売業態がいかなる ｢技術｣に基づくものであるのかということ

に関しては､コンビニエンス ･ストアについては矢作 (1994)､食品スーパー
については石原 (1998)を参照されたい｡
10業態をこのように考えた場合､業態という新たな概念を用いることなく業

種の拡張といった表現をすればよいのではないかとも思われる｡しかしなが

ら､業種とは商業者や消費者､広くは社会全般にまで広まったコードであり､

単に革新的技術によって業種を変化させることはできないといえる｡そこに

は､消費者をはじめとした社会的受容が求められるのである｡その意味では

業種とは非常に保守的なものであり､そのため､業態という新たな概念が求

められたのかもしれない｡

11業態のこのようなとらえ方は､一般的な小売ミックスによる業態のとらえ

方とは異なり､商品の品揃えから考察しようとしているという意味で､上原

(1999)による｢品揃えパターンから識別され得る小売店舗のタイプ(p.166)｣
を業態とみなす考え方にも通じるものがあるだろう｡
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あれば新たに誕生する以外に業態が誕生することはないといえるが､

商品取扱い技術による業態の分類であれば､今存在する複数の業態

で取り扱われているような商品を-箇所で扱うことができるような

技術が現れたならば､その複数の業態は1つの業態に包摂されてし

まうといったことが起こりうるからである｡

石原の議論は小売商に特有の業種という概念との関連の中で業態

を論じ､小売業態という概念そのものを議論の対象としているとい

う点では特筆すべき議論であり､先に提示した小売ミックスによる

小売業態規定に対する3つの疑問を全て解消しているかに思えるが､

そこにもいくつかの疑問が残るように思われる｡第1に､業種の壁

を超えない業態として紳士服チェーンや トイザらスに代表されるカ

テゴリーキラーが挙げられる (小川 1998;矢作 1997)｡石原自身

これらの業態を ｢伝統的な業種分類の中での新業態とみることがで

きる (石原 2000,p.210)｣と述べているが､これらの業態が業種

の壁を超えていないにもかかわらず業態と呼ばれるのはなぜなのか

という疑問が残っている｡第2に､石原の観点からは､百貨店と総

合量販店が異なる業態とは考えられていないようであるが､ギフト

の購入先という一例を考えてみても､実際には少なくとも消費者に

とってこれら2つは異なる業態であるとみなされているように思わ

れる｡そこで､小売業態という分類を行う主体によってその区別が

窓意的になるのではないかという疑問も提示されるのではないだろ

うか｡第3に､小売業態とは歴史的に見れば小売商の差でしかない

のであるという石原による示唆は､業態という分類が歴史的に変容

する可能性を秘めているということをも示唆しているように思われ

る｡しかしながら､先に小売ミックスによる業態の分類でも述べた

ように､歴史的に変容する可能性を持った業態という分類で小売商

業構造における競争過程の分析を行う困難をいかに解消するのかと

いう疑問が残される｡

石原 (2000)は ｢商品そのものに関する知識や情報､その物理

的取扱いに必要な特別の技能や施設など (p.118)｣を包括した概念

である ｢商品取扱い技術｣に着目することによってこの3つ目の疑

問をクリアしているように思われる｡すなわち､石原はこの商品取

扱い技術の同質性と異質性の度合いによって業種や業態の分類を行

うとともに､この異質性と同質性が決して固定的なものでないと考

えることによって､競争の状態ではなく過程の分析を志向している

25



ように思われる｡しかしながら､何をもって小売業態を分類できる

のかという要素あるいは分類軸を事前に想定しているという点でい

えば､小売ミックスによる分類と同じスタンスをとっているという

ことがいえるのではないだろうか｡すなわち､小売ミックスにせよ

商品取扱い技術にせよ､それによって小売業態が分類できると事前

に想定することができるのかというのが､本稿で問題視したい部分

である｡節を改めて考えていくことにしよう｡

4. 小結

この章では､既存の小売業態論の文献展望を行うことによって､

以下の3点に関する整理を行ったOそれは第1に､既存の小売業態

論が何故小売業態という概念を研究テーマとしてきたのかを明らか

にするという点である｡この答えは､小売業を一元的にとらえるの

ではなく小売業態という概念によって分類することによって､小売

業に関係する水平的競争､異形態間競争､垂直的競争という3つの

競争形態を区別し､そのそれぞれにおいて詳細な分析を行おうとし

たことに意義があった｡また､そこで想定されている前提は､｢先

に分類ありき｣と表現できるように､小売業態による分類を事前に

行うことが可能であり､その分類軸も明確になっているというもの

であった｡

第2に､小売業態論がどのような課題を中心に据えてきたのかを

明確にするという点である｡この答えは､業態間競争の分析が理論

課題として最も重視されてきたというものである｡中でも､競争状

態ではなく競争過程こそが分析されるべきテーマであるとされてい

るo

そして最後に､既存の小売業態論が現在､どのような理論課題の

もと議論を進めているのかという点であるOこれは2つに分けるこ

とができる｡その一方は､小売業態とは小売ミックスによって規定

されるという前提のもと､新規小売業態の開発 ･発展に着目した坂

川 (1999)や近藤 (1999,2000)に代表される研究である｡このよ

うな研究では､個々の小売業者を主体としたミクロな企業行動とマ

クロな小売業態変動との理論的な接合を説明することに傾注してい

る｡他方は､石原による小売業態という概念そのものを考察しよう
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という視点であり､小売業態という概念自体を分析 ･説明すること

に理論課題が求められている｡その結果､小売業態とは小売業種と

の関連でいえば､商品取扱い技術による小売業の分類であるという

結論が導かれている｡

上記の如く､既存の小売業態論では小売ミックスや商品取扱い技

術といった要素こそが小売業態を規定すると考えてきた｡すなわち､

小売業態を分類するための軸､あるいは小売業態を成立させるため

の要素を ｢(小売)業態規定要素｣と呼んだならば､小売業は小売

業態によって分類可能であり､その分類は小売ミックスや商品取扱

い技術といった業態規定要素によって可能であるという前提が置か

れていたということができる｡

先にも触れたように､これまでの小売業態論では小売業態とは何

らかの業態規定要素によって規定されるという前提を置いてきたが､

実際にそれがいかなる業態規定要素であるのかを問題視する作業は

石原 (1999)が登場するまで起こらなかった｡また､その石原に

よる議論にしても､業態規定要素が一つに定まったものであるとい

う点では､これまでの小売業態論と同じスタンスをとっているとい

える12｡

そこで本稿では､小売業態とは小売ミックスにせよ商品取扱い技

術にせよ何らかの特定の業態規定要素によって規定されるものであ

るのか否かを歴史的に検証するという作業を行っている｡具体的に

は､百貨店を分析対象としながら､百貨店という小売業態がいかな

る小売業態であるととらえられてきたのかを歴史的に分析する｡そ

のため､続く第3章では､実際に本稿で用いられる歴史分析の特徴

を､マーケテイング論や商業論､流通論といった本稿と関連の深い

領域における歴史分析の特徴との比較の中から浮き彫りにしていく

ことにする｡そして第4章において､百貨店という小売業態が過去

100年間でどのようにとらえられてきたのかを､各時代の代表的な

研究者たちの視点から考察している｡さらに第5章においては､百

貨店という小売業態が当該小売業態を構成する一企業である株式会

社大丸にとってどのように認識されてきたのかという問題を取り扱

12ただし､石原の議論はあくまで業種との関連の中での小売業態のとらえ方

であり､非常に相対的なとらえ方をしているように思われる｡すなわち､小

売業態を規定するものが商品取扱い技術であるといったものの､それが唯一

不変のものであると考えるのか否かは､石原の議論では明示されていない｡.
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う｡すなわち､大丸が戦略的ポジショニングによって百貨店として

の自らの特徴を決定していったのか､それとも､自らの意思決定と

は別のところで百貨店としての自らの特徴化がなされていったのか

という問題を考察している｡
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第3章 歴史研究の方法論的視座

1. はじめに

この章では､本稿の以下の章を通して用いられる方法論と､それ

ぞれの章で用いられる資 (史)料に関する若干の説明を行っている｡

本稿では､前章でも述べたように､百貨店という小売業態がいか

なる小売業態であるととらえられてきたのかということに関する歴

史分析を行っている｡そのため､本稿での考察とかかわりのあるマ

ーケテイングや商業､流通といった学問分野において行われてきた

歴史分析がどのような特徴を有しているのかを明らかにし､本稿の

分析手法の特徴を説明する必要がある｡そこで､2-1.において､マ

ーケテイングや商業､流通といった本稿と関連のある各研究分野に

おける既存の歴史研究を概観したうえで簡潔な類型化を行い､2-2.

において､本稿での分析手法の特徴を説明している｡既存研究の類

型化によって､マーケテイングや商業､流通といった領域における

歴史研究は実態史研究､学説史研究､方法論研究の3つに分類可能

であるということが理解される｡そのうえで､本稿が行おうとして

いる実態史研究を ｢仮説検証型実態史研究｣と ｢史実記述型実態史

研究｣の2つに分け､本稿で行われる作業が前者に含まれるという

ことを説明している｡さらに､本稿が検証しようとしている仮説や

対象とする資 (史)料の性質から考えて､既存の実態史研究との相

違点について論じている｡このように既存研究を類型化したうえで､

本稿で用いられる視座を特徴化させることが､次節全体を通した目

的となっている｡

また､後述するように､歴史的に物事を眺めるという作業におい

ては､資 (史)料が信頼に足るものであるかどうかということが厳

密に問われなければならない｡そのため､3-1.において第4章で用

いられる資 (史)料に関して､3-2.において第5章で用いられる資

(史)料に関して､それぞれ説明している｡こうすることによって､

本稿で用いられる資 (史)料が資 (史)料として妥当であることを

説明することが､第3節全体を通した目的となっている｡

2. 歴史の問い方
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マーケテイング論において歴史的に行われた研究をマーケテイン

グ史研究と呼んだならば､Savitt(1980)によればそのような研

究は大きく2つに分けることができるという13｡それは第 1に､マ

ーケテイングの実態に関する歴史研究である｡この領域に含められ

うる研究は､これまでにどのようなマーケテイング (活動)が行わ

れてきたのかを､企業や業界､あるいは国ごとに歴史的に考察した

研究と考えられる14｡次に､Bartels(1962)を先駆者とした､マ

ーケテイング論の歴史を辿る学説史が含められる｡この学説史研究

は､第1の実態史研究が実際に行われたマーケテイングの実態を歴

史的に辿った研究であるのに対して､理論の変遷を辿った歴史研究

であるということができるだろう｡

Savitt(1980)による分類を踏襲したかたちでマーケテイング史

研究の類型化を行おうとした研究として､JonesandMomieson

(1990)を挙げることができる｡彼らは膨大な既存研究のレビュ

ーを行 うことによって､既存のマーケテイング史研究が Savitt

(1980)による二分類だけでなく､Savitt(1980)自身も含むよ

うな方法論研究があるという｡この方法論研究というのは､前2着

に比べると､それら2者を行うためのメタレベルでの歴史研究であ

るということができるかもしれない｡

商業､流通に関する歴史研究をそれぞれ商業史研究､流通史研究

と呼んだならば､このマーケテイング史研究における三分類は､こ

れらの歴史研究においても概ね活用できそうである｡そこで､マー

ケテイングだけでなく商業 ･流通に関する研究においてもこれら3

つの領域が存在すると考え､それら3つの領域を ｢実態史研究｣｢学

説史研究｣｢歴史方法論研究｣と呼ぶことにしよう｡そのうえで､

2-1.においてはマーケテイング史､商業史､流通史の各研究にお

ける実態史研究について論じ､2-2.において本稿がいかなる歴史

的観点をもっているのかについて論じている｡

13 なお､小原 (2000)もこれと同様の分類を行っている,

14経営史学では個別企業､企業者､経営者などを対象に歴史分析を行 うこと

を理論課題としているOそのため､マーケテイング史､商業史､流通史とい

った領域と研究対象が重なることが多々ある.二.あるいは､それら3つの領域

が経営史学の下位領域であるというとらえ方さえできるかもしれない｡本稿

ではこれらの学問領域の重複､階層関係などについては深く議論しないため､

経営史学の課題と方法に関しては中川 (1985)､森本 (1987)､大河内 (2001)
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2-1. 実態史研究の2つのタイプ

そもそも､マーケテイングにせよ商業､流通にせよ､歴史的な研

究が著しく不足している感は否めない15｡このことは歴史方法論研

究において顕著であり､特に商業史や流通史の分野において､歴史

分析の方法論を説いた文献は皆無といって良い程である｡そのため､

本稿が対象としている実態史研究においても､十分な方法論的吟味

を抜きにして研究が行われてきたると考えることもできる｡そこで

本節では､実態史研究の類型化を行うことによって､次章および次々

章において行われる歴史研究の位置付けを明確にするための手がか

りを掴もうとしている｡

マーケテイング史研究における数少ない歴史方法論に関する研究

としてどのようなものがあるのかというと､JonesandMonieson

(1990)も指摘しているとおり､その代表的なものとして Savitt

(1980)を挙げることができよう｡Savitt(1980)は市場や競合

他社がいかに動くのかに関する現行の理論よりもむしろ､マーケテ

イング活動の歴史研究の方が､それらの行動を理解するのに有益で

あると考えている｡すなわち､マーケテイング活動を行うにあたり､

過去を知ることが将来予測に役立つというのである(Savitt1987)｡

などを参考にされたい｡

15Grether(1976)はJournalorMarketing誌において掲載された論文を 12
のカテゴリーに分類したところ､歴史研究が研究者の関心度が最も低い領域

であると位置付けている｡また､Shaw (1992)によれば､′ト売業の歴史を取
り扱った研究では長年､(1)小売業が無視されているテーマである､(2)小売業
の歴史に関する研究が非常に断片的なものに限定されている､という2つの
主張がなされているというoさらにFullerton(1987)においては､アメリ
カにおけるマーケテイング研究がいかに歴史分析に無関心であり､そのこと

がいかに理論的な貧困をもたらしているのかについて論じている｡わが国に

おいても､小原 (1987,1992)や近蕗 (1991)などがマーケテイングの歴史
研究の不充分さを､光輝 (1991)が中でも学説史研究の不充分さを指摘して
いる｡

この歴史研究への関心の少なさの要因として､Firat(1985,1988)やFirat
andDholakia(1998)などはマーケテイング論においてマーケテイングの実
践志向とい うイデオロギーの問題を論じ､Savitt(1989)は特に小売業にお
いて歴史研究を行 う際のデータ収集の困難性について論じている｡さらに

Kumcu(1987)は､(1)歴史分析が明確に定義されておらず､その変数も十分

指摘されていない､(2)マーケテイングにおいて支配的な調査手法との比較 ･

対照が十分に行われていない､(3)歴史重視主義者の観点が強調されていない､

(4)歴史的観点をもったフレームワークが開発 ･応用されていない､という4

つの理由を挙げている,,

31



彼によれば､歴史を記述していくためには､ある活動と特定の変

化との間にある因果関係を分析 ･説明する必要があるという｡そし

て ｢優れた歴史分析には､マーケテイング活動と経済的 ･地理的要

因との間の非常に赦密な関係を調査 ･分析する必要がある (Savitt

1980,p.53)｣と考え､図表3-1に示されるマーケテイング史研

究の方法的ダイアグラムを提示しているOこの図表3-1を見ても

分かるとお り､Savittが考える実態史研究とは､仮説検証型の歴

史研究であるということができる16｡

図表3-1 実態史研究の分析の流れ

Savitt(1980),p.55より引用

具体的には､歴史研究には記述 (description)､分析 (analysis)､

合成 (syn仙esis)という3つの要素が混ぜ合わされている (Savitt

1988a)｡記述とは､何故それが生じたのかということを説明しよ

うとしたり､異なる環境下で生じた出来事と比較したりすることを

抜きに､出来事の年表を提示するような純粋に叙述的な行為を意味

している｡分析とは出来事の原因を探索したり､｢何故｣という疑

16savittによる同様の主張として､小売業に関する国際比較における歴史分
析の有用性について論じられたSavitt(1982)および､小売の輪仮説に基づ
いた仮説構築とその歴史的検証を行ったSavitt(1984)､あるいは､経済発展
に対してマーケテイングが果たす役割に関する歴史分析を中心に歴史分析の

方法論について論じたSavitt(1988a)を参考にされたい｡また､彼に近い
立場をとった方法論研究としてKumcu(1987)を併せて参考にされたいDさ
らに､歴史研究における因果関係-の着日とマーケテイング実践におけるそ

れとの異同について触れたものとして､Nevett(1991)がある｡
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問に答えようとする､説明にウェイ トが置かれた行為である｡ここ

で説明される対象は､単に過去の出来事というだけでなく､過去に

生じた変化であることが重要である｡そして､合成とは出来事の記

述や変化の説明よりもむしろ､結果の比較 ･一般化に焦点が当てら

れた行為である｡Savittは特にこれらのうち合成にこそ､歴史研

究の成果が表れると考えている｡

マーケテイング史研究の方法論研究を提示 した論者 として､

Savittとは異なる立場をとっている論者として､これもJonesand

Momieson(1990)が挙げているとおり､Firat(1987)を挙げる

ことができるoFirat(1987)は､｢理解するためには解釈するこ

とが必要である (p.437)｣というスタンスのもと､歴史研究にお

ける解釈の必要性を説いている｡歴史における解釈の必要性という

問題に関しては､歴史学の立場からも説かれており､そもそも歴史

というものは､現時点に存在する歴史家が歴史としてとりあげるに

値するとみなす過去の事象に他ならないという主張が行われている

(Carp1961 )｡Carrは､シーザーがルビコンという河を渡ったこ

とが歴史上の事実とされているが､それは歴史家が勝手に決定した

ことであり､シーザー以前にもシーザー以後にもルビコン河を渡っ

た人間は何百万人も存在するという例を挙げている｡これは､過去

に起こった事実が客観的なものであろうとも､それを歴史として認

識するかどうかは主観的なものだということを意味しており､歴史

家が語る歴史そのものが研究者の解釈を通したものであるというこ

とを表わしている17｡

先に､商業史や流通史に属する既存研究において､方法論研究が

十分に行われてこなかったと述べたが､そのことで優れた実態史研

究が排出されなかったというわけではない｡わが国で行われた実態

史研究だけをとりあげても､例えば藤田他 (1978)や石原 (1989)､

尾崎 ･神保編著 (2000)､マーケテイング史研究会編 (2001)など､

商業史や流通史に関する優れた研究業績は数多く存在する｡特に石

17マーケテイング史において､このような問題に言及した方法論研究として､

例えばNevett(1991)がある｡Nevett(1991)はマーケテイングに関連し
た歴史研究において過去の事実を取り扱おうとすれば､客観的に存在する事

実だけなく､主観的な解釈も対象とする必要があると述べているOまた､歴

史研究は証拠の収集および解釈の両方において本質的に選択的なものになる

という同様の主張を行った歴史研究として､近年ではHoweeta1.(2002)が
挙げられる｡なお､マーケテイング論において解釈の問題を取り扱った業績
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原 (1989)などは､Savitt(1980)がいう仮説検証型の歴史研究

を行っており､本文中で方法論に十分触れてはいないものの､それ

によって歴史研究の卓越性が損なわれるというわけではない｡

しかしながら､これらの優れた研究業績が必ずしも石原 (1989)

のようにSavitt(1980)がいう仮説検証型歴史研究や Firat(1987)

がいう解釈的歴史研究という問題を意識していたかというと､そう

いうわけではない｡尾崎 ･神保編著 (2000)やマーケテイング史

研究会編 (2001)に所収されている諸論文などは､どちらのスタ

ンスに立つということもなく､特定のテーマに沿った形で史実を丹

念に辿った歴史研究であるといえる｡そこで､前もって仮説を立て､

それを検証する形の実態史研究を ｢仮説検証型実態史研究｣と､前

もって仮説をもたないままに史実を忠実に記述していく形の実態史

研究を ｢史実記述型実態史研究｣と名付けることにしよう18｡ これ

ら2つの研究は Yin(1994)によるリサーチ戦略から､それぞれ

の異同を以下のように指摘することができる｡すなわち､両者に共

通する特徴として､過去の事象を取り扱っているという点と､調査

者が制御できない事象を取り扱っているという2点を挙げることが

できる19｡この共通点に対し､仮説検証型実態史研究においては ｢何

故｣という問いに応えようとしているのに対して､史実記述型実態

史研究では ｢どのように｣という問題に応えようとしているという

相違点も挙げることができる｡

先にも触れたように､仮説検証型実態史研究の代表的なものとし

て､石原 (1989)を挙げることができる｡石原 (1989)は公設小

売市場を中心とした小売市場の動態について､戦前期に限定して都

市間比較の観点から歴史的分析を行っている｡そこで検証が試みら

としては､石井 (1992,1993)などを参照されたい.
18本稿で ｢史実記述型実態史研究｣と名づけたものの中には､Firat(1987)
がいう解釈的歴史研究も含まれているかもしれないoそれは事前に仮説をた

て､それを実証するかたちで歴史を辿るというスタンスをとっておらず､あ

くまで過去の現象をそのものとして取り扱おうとしているからであるGしか

しながら､特にわが国におけるマーケテイング史､商業史､流通史の各研究

領域においては､解釈という問題が十分に語られてこなかったoそこで､本

稿では仮説検証型実態史研究と解釈的実態史研究という2つではなく､後者

を史実記述型実態史研究としている｡

19Savitt(1988a)が経済発展に対してマーケテイングが果たす役割を分析す
る際に歴史分析を用いる方法論的妥当性を主張したのも､これら2点によっ

てであるOすなわち､経済発展が歴史的プロセスであるという理由と､マー

ケテイング活動は実験室での実験のように制御ができないという2つの理由

をもって､歴史分析を用いることの妥当性を主張している｡
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れた命題は次のとおりである｡そもそも流通機構の整備とは都市化

の流れから求められるものであったが､大阪市と関東の多くの都市

とでは同じ公設小売市場といっても質的な相違があり､それが公設

小売市場の市民生活-の定着の有り方を規定しているというもので

ある｡この ｢質的な相違｣とは､大阪市の場合､公設小売市場を全

市民の､日常生活全般にわたって対応するための施設として展開し

ていったのに対し､東京をはじめとした関東の多くの都市では､米

騒動の後追い対策的な性格から抜け出すことができなかったという

相違である｡すなわち石原 (1989)は､公設小売市場の質的な相

違がその定着度を規定するという関係を､歴史的に検証しようとし

たということができるであろう｡

このような仮説検証型実態史研究は､実態史研究における2つの

領域の中では相対的に研究蓄積が乏しく､今後も研究が重ねられて

いくべき領域であるということができるであろう｡これに対し､史

実既述型実態史研究は､その分析対象となる主体､現象､時代､期

間を問わなければ､わが国だけでも比較的多くの研究が行われてき

たように思われる｡主体としては企業､産業､業態､チャネルごと

など､さまざまな研究対象を中心に据えた研究が行われてきた｡ま

た､現象としては､企業の戦略実行､法政策の変遷､企業や業態の

誕生 ･成長 ･衰退､あるいはそのプロセス､複数の主体間での比較

検討など､例を挙げれば枚挙に暇がない｡さらに時代についても､

その問題設定によって江戸期のものから非常に現代的なものまで幅

広く分析が重ねられてきている｡また､分析期間の設定についても､

数ヶ月程度のものから 100年にもわたるものまで､様々な研究を

列挙することができる｡

しかしながら､小原 (1992)がアメリカのマーケテイング史学

会が 1983年から 1991年に出版した研究報告論文を分析すること

によって､｢歴史的にとらえればそれでよいとする安易な姿勢があ

りすぎている (118頁)｣という認識を抱いているように､単に歴

史的な事象を取り扱ったからといって､歴史研究が蓄積されていっ

たとみなすわけにはいかないようである｡Kumcu(1987)も述べ

ているように､既存の歴史研究は過去の事象を取り扱っているとい

う点に強調点をおいたものと､連続的な変化 ･発展を強調したもの

に分けることができ､これら両方を含めたものが歴史研究として重

視されなければいけないと考えることもできるからである｡このよ
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うに考えれば､ある過去の時点において生じた変化を対象に､何故

その変化が生じたのかということを取り扱うことにこそ歴史研究の

意義が認められそうである20｡

2-2. 本稿が想定している方法論

本稿の次章以降では､第2章でも述べたように､百貨店という小

売業態がいかなる小売業態であるととらえられてきたのかを歴史的

に分析するという作業を行っている｡そこでは､既存の小売業態論

が想定している業態規定要素が小売業態を規定するという前提を歴

史的に検証するという目的がおかれている｡そこで､ここでは実態

史研究の2つのタイプを念頭に置きながら､本稿の以下で行われる

作業が方法論的にはどのような特徴を有しているのかを確認してい

きたいと考えている｡

第4章においては､百貨店が過去 100年間にどのようにとらえ

られてきたのかという問題を取り扱っている｡そこでは､百貨店が

いかなる小売業態であるのかは小売ミックスによって規定されると

いう仮説を検証することが目的とされている｡ここでいう百貨店と

は､事前に小売ミックスや取扱い商品などによって規定するという

前提を一旦外して分析するために､百貨店を研究 ･調査の対象とし

ている学者 ･研究者が ｢百貨店である｣と想定してきた小売業態を

狙上に上している｡そのため､百貨店研究家が ｢百貨店である｣と

認識したものを ｢百貨店観｣と呼んだならば､本稿第4章で行われ

る作業を厳密にいえば､百貨店に関する歴史分析というよりもむし

ろ､百貨店観に関する歴史分析というべきかもしれない｡

続く第5章においては､小売業態を構成する企業は自らの戦略意

思決定によって小売業態としての特徴を変えることができるという

仮説を検証しているo具体的には､戦後百貨店業界においてリーデ

ィング･カンパニーであったとみなされる株式会社大丸が百貨店と

してのその性質を変えたのは､自らの戦略意思決定であったか否か

を詳細な史料をもとに分析している｡通常考えられているとおり､

小売ミックスを中心とした企業戦略として小売業態を定めていくと

20同様の意見は､Savittによる諸論文やFullerton(1987)をはじめ､歴史
研究を志向する多くの方法論研究において主張されている｡
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いう発想では､企業が自らの戦略的意思決定によって小売業態とし

ての自らのあるべき姿を規定できると考えられている｡そこでこの

仮説を通して小売業態を構成する企業が自らの特質を自らで規定で

きるのかどうかが分析されている｡この分析を行うために､第 5章

では､株式会社大丸が自社をいかなる小売業と考えてきたのか､ま

た､それがどのような状況で変化していったのかということを､同

社の社内報を中心､に考察している｡

Yin(1994)に沿ってこれら第4章と第5章の両方に共通してい

る点を列挙すれば､以下の4点が挙げられる｡第 1に､過去の事象

を取り扱っているという点である｡第2に､それらの事象は分析に

際して筆者が制御できない事象であるという点である｡これら2点

は､実態史研究の2つのタイプにも共通する点であるということが

できる｡そして第3に､事前に仮説を立て､それを検証する形で分

析を行っているという点である｡以上3点より､過去の制御できな

い事象を事前に立てた仮説を検証する形で取り扱おうとしていると

いう点で､本稿の以下の作業は ｢仮説検証型実態史研究｣に分類さ

れるということができる｡

第4に､以下の章で行われる試みは､現実に起こったことや客観

的に眺められることだけを考察しているのではなく､ヒトの観念や

思い､考えなども含めた歴史的考察を行っているということである｡

周知のとおり､歴史学においては ｢近代歴史学の父｣と称されるvon

Ranke以降､史料の重要性が主張されている21｡当然のことならが､

本稿においても歴史分析を行う際に史料による裏付けをうるという

姿勢は守られている22｡しかしながら本稿の場合､史料の中で記さ

れている内容が客観的事実だけではなく､思考･観念の表現､主張､

陳述､議論といったコミュニケーションの記述も含まれているとい

う点において､歴史学的分析というよりもむしろ内容分析に近い手

法を用いているといえるかもしれない23｡

21マーケテイング史において歴史学の特徴にまで言及した文献として､例え

ばNevett(1991)がある｡しかしながら､マーケテイング史の方法論研究に
おいて歴史学を参照している研究は意外なほど少ない｡

22ただし､この場合の史料とは､vonRankeにおいては文書史料をさしてい
るのに対して､アナ-ル学派以降の歴史学においては図象や統計なども含め

た非文書史料も史料として考えられるようになったという違いがある.｡本稿

においては､｢資 (史)料｣の範囲がどこまでかという問題については特に触

れておらず､文書資 (皮)料を中心とした分析を行っている｡

23あるいは､知識社会学にも近いと考えられるかもしれないO知識社会学で
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内容分析 とは､Krippendorff (1980)によれば ｢データをもと

にそ こか ら (それが組込まれた)文脈に関 して再現可能で

(replicable)かつ妥当な (vahd)推論を行うための一つの調査技

法である (21頁)｣と定義されている｡この分析手法はメッセージ

のシンボリックな意味を探るための手段であるという点に特徴があ

るとされており､史料を分析することによって ｢当事者の状況認識

や当時の社会的文脈をある程度客観的に振り返ることができる (宮

崎 2001,115)｣とされている｡そのなかでも､内容分析は他の分

析手法に比べて以下の4つの特徴をもっており､それらの特徴から

分析 手 法 と して の優 れ た もので あ る と考 え られ て い る

(Krippendorff1980)｡内容分析がもつ特徴として第1に､調査対

象者に気づかれにくいという特徴をもっている｡この特徴は､分析

対象を深く分析すればするほど結果が誤ったものになってしまうと

いう､他の分析手法で生じやすいリスクを避けることができるとい

う点で､重要な特徴である｡第2に､内容分析はデータが分析可能

な状態に構造化されていなくとも､分析が可能であるという点に特

徴がある｡この特徴があることによって､研究者が ｢情報が既に算

出されてしまってからずっと後になって素材に関心を示す こと

(Krippendorff1980,p.37)｣を許容している｡第3に､内容分析

はシンボリックな形態を処理することに優れているという特徴があ

る｡これは実験的状況下での分析などとは異なり､内容分析は被調

査対象が置かれた文脈に即応していることから得られる特徴である｡

そして第4に､内容分析では大量のデータの処理が可能であるとい

う特徴がある｡これら4つの特徴および本稿が用いる資 (史)料の

性質から考えても､内容分析は非常に有意義な方法論であるといえ

る24｡

は､さまざまな思考および知識内容が存在に制約を受けるという立場のもと､

議論が進められている (Mannheim1925,1926)Cこれはどういうことかとい
うと､ある論者の主張 ･陳述 ･議論が､その論者の立場に制約された視座か

ら語られるものだという前提のもと､議論が進められることを意味しているO

田中 (1973)は､知識社会学のこのような特徴を踏まえ､知識社会学を ｢知

識の諸形態をそれ自体においてではなく､それを生じた当該社会との関連に

おいて考察し､その知識の形成､保存､普及が社会的に規定される様相や知

識の担い手の類型学を研究する (369頁)｣と規定しているDしかしながら知

識社会学は､分析手法というよりもむしろ分析枠組みであり､単純に本稿の

分析に応用できるというものではない｡

24 もちろん､歴史学が全くシンボリックな対象を扱っていないというわけで

はない｡事実､内容分析がそのまま歴史学に援用されたケースも存在してい
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内容分析は古くから､分析対象となるデータを定量的に扱った分

析に限定されるのか､それとも定性的に扱った分析も含まれるのか

ということで議論されている｡例えば見田 (1979)は､以下の2

点に注意を払うことによって､質的なデータ分析にも意義があるこ

とを主張している｡それは第 1に､質的なデータを量的データの単

なる代用として用いるのではなく､独自の強みをいかすということ

である｡第2に､質的データに固有の限界を十分意識することであ

る｡これら2点は本稿でも十分意識された上で分析が行われている｡

そのうえで､Kl･ippendorff (1980)が述べる ｢再現可能性｣と ｢妥

当性｣を得るために､分析過程で得られた結論の根拠となるべき資

(史)料を極力引用していくことにする｡

3. 本稿で用いられる資 (史)料

本節では､次章および次々章で用いられる資 (史)料に関する説

明をしている｡先にも触れたように､歴史的に物事を眺める場合､

信頼できる資 (史)料を用いることは当然の姿勢であるといえる｡

また､本稿では直前にも述べたとおり､｢再現可能性｣と ｢妥当性｣

を得るために資 (史)料を煩雑にならない程度まで極力引用するよ

うにしている｡そのため､本稿で用いられる資 (史)料が､資 (史)

料として信頼に足るものであるということは､いくら強調してもし

過ぎることはないだろう｡第4章と第5章では､それぞれ別個の資

(史)料によってそれぞれの仮説を検証しているため､それぞれ別々

に説明していくことにしよう｡

3-1. 第4章で用いられる資 (史)料

第4章では､百貨店がいかなる小売業態であるのかは小売ミック

スによって規定されるという仮説を検証するために､主に以下の2

つの資 (史)料を用いている｡それらは第1に､各時代の百貨店に

る｡｣例えばマーケテイング史研究において､Savitt.(1984)はComet社の品
揃えの変化を分析することで小売の輪仮説の妥当性を検証している.｡この研

究などは､内容分析という用語こそ用いておらず歴史研究というスタンスを

とっているものの､用いられている分析手法としては内容分析と何ら変わり
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ついて研究された､同時代の研究者による研究書･論文である25｡

このため､現在多く存在しているような､執筆当時よりも相当過去

の百貨店について議論した研究書や論文類は､本稿の分析対象には

入っていない｡これは何故かというと､第4章で目的としているこ

とが､各時代ごとの百貨店のとらえ方について分析することである

ため､過去の百貨店について議論された文章では､当該年代の ｢百

貨店観｣を探るということが困難になるためである｡また､過去の

百貨店について議論されたものは､新聞 ･雑誌をはじめとした二次

資料を元に当時の百貨店がどのようなものであったのかを類推した

作業であり､例えば 1930年代の百貨店について議論した 1990午

代の著作や論文を見ても､1930年代の ｢百貨店観｣を抽出するこ

とができないと考えられるからである｡

第2に､それらの資 (史)料が言及している同時代の各種資料類

である｡これには行政機関や同業者協会が発行している資料が含ま

れる｡何故これらの資料を用いているのかというと､後述するよう

に 1970年代や 1990年代には ｢百貨店とはいかなる小売業態であ

るか｣という問いかけがほとんどなされておらず､行政機関や日本

百貨店協会などの規定･定義を援用していることが多いからである｡

このため､第1の研究書 ･論文で引用 ･言及されている限りにおい

て､これらの各種資料類を補完的に用いている｡

百貨店の歴史研究においては､これまで社史を中心に議論される

ことが多かった｡しかしながら､これらの研究においては以下の3

つの理由から百貨店そのものを問うという作業が不可能であると考

えられる｡それは第 1に､社史というものは社内資料を元に後年に

なってから当時の状況について議論したものであり､同時代の百貨

店について語っているわけではないからである｡第2に､社史は一

企業についての資料であり､例えば高島屋の社史を資料として用い

がないように思われる｡

25 ここで議論の対象としている ｢研究者｣とは､アカデミックな立場から百

貨店について研究 ･分析 ･議論している研究であれば､大学教員をはじめと

した ｢学者｣に限定されるものではない｡.百貨店を対象に研究 ･分析 ･議論

している研究であれば､それが業界関係者のものであったとしても､｢研究

者｣に含まれることにしている｡例えば､松田 (1931,1933)は長年日本百
貨店協会の役職を勤めた実務家よりの人物であるが､わが国の百貨店研究を

論じる時には決して避けることができない人物であり､なおかつ､特定の企

業の人物ではないため偏った ｢百貨店観｣を抱いている可能性が比較的低い

と考えられるため､1930年代の百貨店観を考察する時に参考にしているL=r
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ただけでは高島屋について議論できたとしても百貨店そのものにつ

いて議論できるわけではないと考えられるからである｡第3に､社

史をはじめとした一企業による資料では､HobsbawmandRanger

(1983)がいう ｢創られた伝統｣を導く可能性があるからである｡

すなわち､後年になってから作成された歴史資料であれば､過去を

記述する際に記述者の都合の良いように書き直している可能性があ

り､これを避けるためには当事者の記述を優先にする必要が考えら

れるのである｡そのため本稿では､非常に膨大な数となる各時代ご

との百貨店研究を眺めた上で､それぞれの時代の百貨店観について

論じられた文献を利用している｡

3-2. 第5章で用いる資 (史)料

続く第5章では､小売業態を構成する企業は自らの戦略意思決定

によって小売業態としての特徴を変えることができるという仮説を

検証している｡そこで主に用いる資 (史)料は､株式会社大丸の社

内報である｡

大丸の社内報は現在では ｢D倶楽部｣という名称のもと､毎奇数

月1日に発行されている｡その発行の狙いは ｢全従業員が会社情報

を共有する唯一無二の定期刊行媒体｡店頭販売する従業員をコア読

者と捉え､従業員の行動指針を提案できる経営方針を伝達する｡ま

た､従業員の相互理解を図る｡｣とされており､株式会社大丸の全

社員と関係会社の一部の人に配布されている26｡

この社内報の発行の狙いは時代とともに移り変わっている｡例え

ば65号 (1953年)当時では､

従業員P･Rの一環としての社内機関誌たること

従業員の教育､文化の向上､教育､厚生の資たること

-. 店内消息の告知媒体たること

従業員及びその家族間の親近感の増大を図ること

以上4点が ｢店友綱領｣として定められていた｡また､1954年に

制定された ｢てんゆう要項｣では､社内報の目的は以下のように述

べられている｡

会社の方針と現況を理解させ､あわせて､従業員相互の親ぼ

26 大丸広報室資料より｡.
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くを図ることによって､士気を高揚し､よい職場を築きあげ

ることを目的とする｡

このように発行の狙いが移り変わっているものの､現在の ｢D倶

楽部｣とあわせて考えても､発行の狙いの中に従業員の行動の指針

を提供するという目的があるという点においては一貫していること

が窺えるだろう｡

このような狙いもと発行されている社内報を用いることによって､

株式会社大丸が自社のあり方をどのように考えてきたのかが最も明

確になると考えられる｡その理由は3つある｡第 1に､大丸社内報

が配布されるのは関係者に限定されており､外部のプレス等には配

布されないため､新聞記事や雑誌等のインタビューに比べて体面を

意識しない発言が載せられていると考えられるためである｡第2に､

この社内報では､例えば ｢D 倶楽部｣の発行の狙いに ｢従業員の

行動指針を提案できる経営方針を伝達する｣とあるように､トップ ･

マネジメント層から従業員に対するメッセージ性の強い発言が掲載

されていることが多いためである｡もちろん､そこに載せられてい

る発言 ･データ等の信頼性を十分考慮する必要はあろう｡例えば経

営が困難な時代に景気の良い内容ばかり載せることによって､従業

員の士気を高めるなどということもありうる｡しかしながら､本稿

が議論しようとしているように､それぞれの時代における現状では

なく未来のあるべき姿について同社がどのように考えていたのかを

分析するとするという本稿の目的からみれば､それは トップマネジ

メントの希望 ･意志として比較的疑いなく眺めていくことができる

のではないだろうか｡第3に､すぐ後にも述べるように大丸の社内

報は非常に長い歴史をもっているが､大丸ではこの社内報の歴史史

料の価値を十分認識しており､一都を除いて非常に良い状態で保存

されているからである｡百貨店業界には歴史が長い割には過去の史

料が十分に残されていない企業が多々存在する｡大丸が社内報を保

存状態を良好にしたまま残していることは､本稿の分析にとって侯

侍であったといえよう｡

この大丸社内報の歴史は古く､1922年 (大正 12年)に創刊され

ているという｡当時は ｢店友｣という誌名であり､その後､休刊や

誌名変更などを重ねながら現在にいたっている｡そのあらましを詳
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述すると､戦時中の休刊27を挟み､昭和21年 8月に誌名を ｢店友｣

としたまま復刊28､昭和 1951年 7月には誌名を ｢TENYU｣､昭和

1952年 12月に ｢てんゆう｣と変え､1975年 11月に30巻254号

をもって長期休刊｡その後､1981年 4月に ｢大丸広報｣として復

刊し､1990年 3月に ｢D倶楽部｣-と変更している｡本稿で特に

分析対象としているのは､この 1975年 11月の長期休刊以前の社

内報である｡また､本稿で大丸社内報を直接引用する際には､煩雑

さを避けるために発行年及び 1946年 8月の復刊号以降の巻数号数

を用いることにし､誌名は割愛している｡なお､発行月に関しては､

1972年 27巻 232号から誌面に記載されなくなっているため､ま

た､発行頻度が時代によって異なるため､これも割愛している｡ま

た､引用文中の肩書は､掲載当時のものである｡

この社内報の編集組織は長い歴史の中で様々な所轄のもと編成さ

れている｡現在では広報室の管轄で ｢D倶楽部｣の編集がなされ

ているが､復刊号以降､厚生課､文化部､文化課､教育課､営業部､

人事部など､編集委員を構成する人員がどこから選出されるのかは

様々な変遷を辿っている｡

百貨店の社内報という史料としての価値を考えると､｢百貨店で

こういうものを出したというのは､おそらく大丸が初めてじゃない

かと思います (取締役東京店次長杉野忠三氏､1957年 12巻 100号)｣

という言葉とおり､非常に価値があるものとされており､その質の

高さも古くから定評がある29｡ このため､現在でも大丸社内報の閲

覧者は後を絶たないという｡ しかしながら､戦時中の混乱期におけ

る紛失や､近年における閲覧者のマナーの悪さなどによって､この

社内報は一部紛失されており30､現在では広報室の管理のもと､社

27 ただし､車帥寺中に紛失された号もあるため､何巻何号から何巻何号まで休

刊していたのかは不明である｡

28 このため､本稿では混乱を避けるために､戦時中の休刊前の ｢店友｣を ｢旧

店友｣と呼び､復刊後の ｢店友｣と区別している｡

29 一例を挙げると､1961年には ｢全国主要会社の社内報コンク-/レを兼ねた
社内報とPR誌の展示会が 15日､東京商工会議所4階会議室で開かれたO(中
略)社内報コンクールでは "日本一の社内報"といわれる大丸の 『てんゆう』

を別格扱いにして､次の各誌が受賞した (朝日新聞 1961年 11月 16日朝刊)｣

とあるように､社内報コンクールで連続受賞の実績から､無審査で日本一と

評されることもあったというoまた､1957年のPR研究会主催第1回全国社

内報コンクール ｢最優秀賞｣､1968年の第8回同コンクール ｢特別名誉賞｣
など社内報に関するコンクールでの受賞歴が多数ある｡

30 現在残されている最古の社内報は､戦時中における休刊前の 1932年 (昭
和7年)1月の ｢旧店友｣48号からであり､本稿が分析対象とする史料もこ
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外持ち出し厳禁となり､社内閲覧のみ可能となっている31｡ 第 5章

では､この大丸社内報を中心に論を進め､必要に応じて適時他の資

(史)料を用いたり､インタビュー調査を行 うことによって補足説

明している｡

4. 小結

この章では､本稿の以下の章を通して用いられる方法論と資 (史)

料に関する説明を行った｡本文中でも指摘されたように､マーケテ

イングや商業､流通といった研究領域においては､これまで歴史的

視座を持った研究蓄積が十分であったとは言い難い｡その中でも歴

史的にマーケテイングや商業､流通を眺めようとした場合､3つの

研究領域が考えられてきた｡それは第 1に､それらの実際の姿を歴

史的に考察する実態史研究である｡第2に､理論の変遷を辿る学説

史研究である｡第3に､歴史研究の方法論を問題とした方法論研究

である｡また､この章では､これら3つの研究領域のうち実態史研

究に関して､事前に仮説をもって ｢何故｣を問おうとする ｢仮説検

証型実態史研究｣と､仮説を持たずに ｢どのようにして｣という問

題を持ちながら史実を辿っていこうとする ｢史実記述型実態史研

究｣の2つに分けられることを指摘 した｡

本稿の以下の章で行われる作業は､既存の実態史研究における仮

説検証型実態史研究に相当するものであるが､そこには1つの大き

な特徴がある｡それはすなわち､過去の客観的事実を扱 うだけでは

なく､観念 ･思想 ･主張といった主観的な対象も取り扱っていると

いう点である｡このため､本稿の以下の章で行われる作業は､歴史

学と内容分析との境界線上､あるいはそれら両者を行きつ戻りつし

た分析であるといえるかもしれない｡

歴史学では､近代歴史学の父と呼ばれる vonRanke以降､史料

の重要性が問われるようになった｡本稿が取り扱 う対象には主観的

れに基づいている｡

31 この社内閲覧は､事前に何年何巻何号を閲覧するということが分かってい

れば比較的容易に可能であるが､本稿が行ったように網羅的な閲覧を行お う

とすれば､一筋縄ではいかないようである,_.筆者が行った調査の場合､株式

会社大丸の中山寺忠氏､仁木康人氏､植田順子氏､田中晶子氏の御協力があ
ってはじめて可能になったO記して感謝したいO
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なものも含まれているが､それらに関しても ｢誰が｣｢いつ｣｢どの
ように｣主張したのかということを明確にする必要から､本稿で用

いられる史料の妥当性に関する考察を加えた｡本稿では､第4章に

おいて､百貨店を研究対象とした過去の研究者たちの ｢百貨店観｣

を辿るために､各時代の研究者たちが百貨店をどのような小売業態

であると認識 してきたのかについて分析している｡ここでは､過去

の研究者たちの ｢百貨店観｣を明確にしていくために､それぞれの

研究者によって記された研究書 ･論文を用い､各時代の研究者たち

が百貨店をいかなる小売業態であると認識 してきたのかに関する分

析を行っている｡

第5章では､すでに 70年以上にかけて百貨店であると認識され

続けている株式会社大丸が､どのように､何故戦略転換を図ったの

かということについて考察している｡ここでは､大丸の社内報をも

とに､戦後スーパーマーケットの出現を境に､大丸がどのように戦

略転換を図ったのかということについて論証している｡ここでは､

大丸の管理者層が従業員たちに自社をいかなる存在として認識させ

ようとしてきたのかということを明確にするために､同社の社内報

を用いた｡
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第4章 百貨店の変容に関する歴史分析32

1. はじめに

本章では､百貨店がいかなる小売業態であるのかは小売ミックス

によって規定されるという､既存研究で想定されている前提を1つ

の仮説として検証している｡そしてその結果が反証された場合､何

故この仮説が支持されないのかを理解することに目的がある｡

小売業態としての百貨店をとらえる視点としては､問屋やメーカ

ーといった川上からの視点､消費者をはじめとする川下からの視点､

百貨店を法的に規定する行政機関からの視点､そして小売業者自身

の視点などさまざまな視点が存在する｡ある主体が百貨店をいかな

る小売業態であると認識するのか､百貨店という概念からイメージ

する特徴はどのようなものであるのかなどといった､百貨店のとら

え方を総称したものを ｢百貨店観｣と呼んだならば､これら複数の

視点のうち､異なった視点から百貨店を眺めたときに､その百貨店

観が異なることにはさほど違和感を感じないだろう｡なぜならば､

百貨店を取引相手とみなすのか､買い物先とみなすのか､行政指導

の対象とみなすのか､競争相手とみなすのかなどによって､そのと

らえ方が異なることがありうるからである｡しかしながら､ 1つの

視点から百貨店という1つの小売業態を眺めたときに､百貨店とい

う小売業態を規定する要素は小売ミックスや商品取扱い技術といっ

た業態規定要素であることが自明とされてきた｡

小売業態論では通常､第2章でも考察したように､小売ミックス

や商品取扱い技術によって小売業態を規定してきた｡そのため､百

32本稿では ｢変容｣という用語を､2つの意味で用いている｡それは第1に､
ある業態の性質が変わるという意味においてである｡第2に､あるノj＼売業態

の特徴が相対化される小売業態の違いによって変わるという意味においてで

ある｡前者の場合は現実に存在するある小売業態の性質が変わっているのに

対し､後者の場合は当該小売業態の性質が全く変わらなかった場合ですらも

変容したという場合もありうる｡これらの小売業態の変容という現象に関し

ては､本稿第4章および第5章で具体的な分析が行われている｡これに対し､
｢変動｣とは新たに誕生した小売業態が既存の小売業態に競争で打ち勝つこ

とにより､小売商業全体において支配的となる小売業態が変わることを意味

している｡すなわち､｢変容｣とは小売業態AがA'になる､あるいはそのよ
うに認識されるようになることを､｢変動｣とは小売業態Aが小売業態Bに
とって代わられることを意味しているOただし､既存研究が想定してきた ｢変

動｣ですらも､どのような現象を意味しているのかは十分明確にされている

とは言い難い (向山 1985,pp.22-27)O
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貨店とはいかなる小売ミックスによって構成されているのか､ある

いは､いかなる商品取扱い技術を有した業態であるのかといったこ

とが議論され､少なくとも研究者という1つの視点からみたときに

は､百貨店がいかなる業態であるのかは1つに規定され､明確であ

ったはずである｡あるいは､百貨店という小売業態が歴史的に変容

していくという立場をとった論者たちの主張ですら､ある業態を定

義したり特徴づける業態規定要素は､小売ミックスや商品取扱い技

術によって事前に規定できると考えてきた｡そこで本章では､研究

者という1つの視点から眺めた場合に百貨店という1つの小売業態

がいかなる小売業態であるととらえられてきたのかを 100年の歴

史を遡って分析している｡そこでは､百貨店がいかなる小売業態で

あるのかは小売ミックスによって規定されるという仮説が検証され

ている｡また､後述するようにこの仮説は十分に支持されることが

なく､各時代ごとの当該小売業態を規定する要素は､時代ごとに異

なっていたという結論が導かれた｡

これらの分析を行 うために､本章では過去 100年近くもの期間

にわたって百貨店研究を振り返り､その中で百貨店がいかにとらえ

られてきたのかを分析している｡その中でも､後述するように､1900

年代､1930年代､1970年代､1990年代という4つの期間は､百

貨店研究あるいは百貨店業界において重要な期間であると考えられ

るため､特にこの4つの期間に分けて分析を行っている33｡ そのた

め本章では､以下の構成をとっている｡

続く第2節では､1900年代の百貨店研究者たちが抱いていた ｢百

貨店観｣について議論する｡この時代は百貨店という小売業態自体

の生成期であったため､百貨店という概念自体が明確になっていな

かった｡そのためはじめに､当時用いられていた小売大商店､小売

大店舗制度､百貨商店､デパー トメントス トアなどといった概念が

今日でいうところの百貨店に該当する概念であるということを説明

する｡次に､同時代の研究者たちにとって､これらの概念がいかな

33 百貨店が登場して 100年近くの歴史をどこで区切るのかというのは､非常
に重要な問題である｡】そもそも時代区分を行うということは､｢歴史研究その

ものの本質的な操作 (堀米 1964,p.85)｣にあたるためである｡このことは､
マーケテイング史においても重視されていることである (例えば､尾崎 1993
を参照)｡そのため､この章では分析対象となる百貨店および百貨店研究にお

いて重要な期間であると考えられる4つの時代に区切っての議論を行ってい

る｡.
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る小売業態を意味しているのかということを眺めていく｡これらの

作業によって､1900年代の百貨店研究者たちによる百貨店観を浮

き彫りにしていくことが､次節の目的である｡

第3節では､わが国の百貨店研究が最も盛んであったとされてい

る 1930年代の百貨店研究者たちを対象に､以下の2つの作業を行

う｡それは第1に､同時代の百貨店研究者たちによって共通して抱

かれている ｢百貨店観｣を浮き彫りにすることである｡次に､1930

年代の ｢百貨店観｣を､1900年代のそれと比較することによって､

これら2つの時代の間でどのように､何故百貨店観が変容したのか

について議論している｡

そして第4節では､百貨店研究が下火になってしまったとされて

いる 1970年代と 1990年代という2つの時代における百貨店観を

それぞれ眺め､それらが 1930年代の百貨店観とどのように､何故

異なっているのかということについて議論している｡1970年代と

1990年代は､百貨店を研究対象としてとりあげること自体が少な

くなってきているため､これらの時代の百貨店研究者たちが援用し

ている各種統計資料や業界団体の定義なども､百貨店研究者たちが

引用している限りにおいて分析に用いている｡

最後の第 5節では以下の2つの作業が行われる｡それは第1に､

本章で議論してきた 1900年代､1930年代､1970年代､1990年

代という4つの時代で､それぞれの ｢百貨店観｣がどのようにとら

えられてきたのかを総括している｡そして第2に､ここで行われた

100年間の百貨店のとらえられ方の歴史分析で､百貨店がいかなる

小売業態であるのかは小売ミックスによって規定されるという仮説

が何故反証されたのかを考察している｡

2. 百貨店の生成期 - 1900年代34の百貨店論-

1904年の三越による ｢デパー トメント･ス トア宣言｣をもって､

わが国に於ける百貨店の始まりだとする知見は数多く見られるが､

34 ｢1900年代｣という表記には注意が必要であろう｡,何故ならば､この表記
には1900年から1909年という意味と1900年から1999年という2つの意
味が内在しているからである｡本稿では､｢1900年代｣と表記した場合には
前者､すなわち1900年から1909年までを指するものとする｡
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生成当初の百貨店に関する研究はというと､特に現在では社会学や

歴史学からの研究が主流になっている感がある35｡ 確かに､吉見

(1992-1997)が述べているように､百貨店が広告とともに消費者

社会の発展の基軸をなした文化装置であることを考えれば､百貨店

の生成期に関する研究に社会学からの関心が高まることは容易に想

像がつく｡実際､1930年代には経営学 ･商学といった学問領域か

らも社会学的関心を持って百貨店を取り扱おうとしていた論者は多

数存在した｡しかしながら､本稿では小売業態としての百貨店がど

のように変容してきたのかを歴史的に考察することが目的となって

いるため､文化装置としての百貨店や欲望創出装置としての百貨店､

資本主義発展の原動力としての百貨店などといった社会学的観点か

らの議論は捨象し､小売業態としての百貨店が 1900年代当時にど

のようにとらえられてきたのかのみを考察していきたいと思う｡

土屋 (1999)や藤岡 (2001)も指摘しているように､誕生当初

の百貨店は ｢百貨店｣という概念自体が定着しておらず､小売大商

店､小売大店舗制度､百貨商店､デパー トメント･ストアなど様々

な呼称が用いられていた｡そのため､この時代における百貨店研究

者たちの百貨店観は､当時存在した勧工場､消費組合､そして中小

小売商といった他の業態に比べて百貨店がどのような特徴を有して

いるのかということから考察されていた｡当時は百貨店という業態

の定義は不明確で､その特徴だけが言及されるに過ぎなかったので

ある｡

そのため本節では､以下の2つの作業を行う｡それは第 1に､こ

れらの呼称が現在でいうところの百貨店に該当するのだという理由

を明確にすることである｡第 2に､百貨店という言葉こそ用いられ

ていないものの､百貨店に該当する小売業態であるとみなして差し

障りないと思われるこれらの小売業態について､当時の研究者たち

がどのようにとらえていたのかを眺めていくという作業である｡こ

れらの作業を行うことによって､百貨店研究者たちが生成当初の百

貨店をどのように眺めていたのかをとらえていく｡

2-1. 小売大商店の特徴

35 このような試みとしては､例えば､鹿島(1991)､津金揮 (1991)､神野(1994)

高柳 (1994)､高岡 (1997)､初田 (1999)､山本 ･西沢編著 (1999)､藤岡
(1999,20()0)などを挙げることができる,
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神戸高等商業学校講師の坂西由蔵は､当時の小売商業を独占しよ

うかという勢いをもった小売商として ｢小嚢大商店｣を挙げている｡

この小嚢大商店とは坂西 (1905b)によれば､｢英の Department

Store一 一 仏 の Grandsmagasins一 一 猫 の Warenhaus(od.

Grossmagazin)を課したので､斯の如き商業組織の制度を 『大商店

制度』(又は 『大店舗制度』- magazinsyStem)と云ふ (34頁)｣

とされている｡このため､坂西がいう小売大商店を現在の百貨店と

みなすことに問題はなかろう｡

坂西はこの小売大商店が盛んになっていった理由として次の2点

を挙げている｡それは第1に､競争の激化によって経営者が合理的

経営を営むために取扱い商品を増やしたという点である｡第2に､

交通機関の発達によって消費者が実際に当該小売業態を受容できる

ようになったという点である｡そして坂西が見た百貨店とは､｢非

常に大なる資本を以て組織し､壮麗目を驚かす許りの大店舗を設け､

多数の労働者､(商業使用人)を使役して最も集注的の大経皆を行

ひ､あらゆる種類の商品を一店舗に陳列し､顧客をして其望む所の

凡ての商品を一堂の下に買ひ調ふることを得せしむる制度 (坂西

1905a,2頁)｣と映っていたようである｡つまり､坂西がみた百貨

店とは､資本の大きさ､大きくて壮麗な店舗､多数の労働者とそれ

を取りまとめる経営､多数の商品という複数の要素が組み合わさっ

た制度であった｡

坂西 (1905b)は自らの論文中に ｢中寿大商店の特色｣と題 した

節を設け､その中で ｢此種の小嚢商業の特色とする所は､販責商品

の種類が非常に多く頗る多方面に亘りて､殆んど凡ての種類の商品

を包含するの窯占に存する (34頁)｣と述べており､百貨店の最大の

特徴は取扱い商品の多様さであると考えていたことを窺い知ること

ができる36｡また､坂西 (1905b)は小売大商店が消費者に与える

便益､小売大商店自体が利益をうる点､小売大商店が国民経済全般

に及ぼす利益についても言及している｡これらのうち､消費者にと

ってはワンストップショッピングの便益をもたらし､廉価な買物を

可能にし､無料配送をはじめとした様々な設備によって便宜が図ら

36 このため､坂西 (1905b)では､｢小嚢大商店は各種の 『尋問営業』を一つ
の商店に融合したものと云ふことが出来る (156頁)｣という記述にみられる
ほど､商品の品揃えが行われていたと考えられていたO
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れていることが挙げられている｡また､小売大商店自身にとっては､

大量仕入れによって商品価格の引き下げを可能にし､競争上優位に

たてることを第一の利益として挙げている｡この商品価格の引き下

げは､直接工場者から一時に大量の商品を仕入れることと､小売大

商店が自社専属の製造工場を所有していることという2つから可能

であるとしている｡最後に､国民経済全体にとっては､生産部門と

消費部門とを最も効率的に適合させることができる優れた制度であ

ると論 じている｡これらの点から､坂西がみていた小売大商店 とは

単に多様な商品を取 り揃えているというだけではなく､それらの商

品が他の小売商に比べて非常に安価であったと考えられていたとみ

なすことができよう｡

2-2. 小売大店舗制度の特徴

東京高等商業学校教授であった関-が挙げている小善大店舗制度

も現在でいう百貨店とみなして問題なかろう｡それは何故かという

と､｢小責大店舗制度ヲ説クモノ少ナカラズ ト錐モ多ク米国デパー

トメン トス トアノ大成功ヲ云薦スルニ止マリ経済学上ヨリ其利害得

失ヲ購究セルモノアルヲ見ズ (関 1906,113頁)｣という既存研究

-の批判で､当時の小売大店舗制度がアメリカのデパー トメントス

トアに該当するものだと言及していることからも推測できる｡また､

小売大店舗制度の例 として挙げている企業が三越呉服店であるとい

うことからもこのことが窺えよう｡また､関は､『商業経済政策』

(1903年､大倉書店)における ｢大店舗制度｣とい う項目におい

て､学術書で百貨店に関する記述を行ったわが国最初の人として知

られてお り､現在でも百貨店成立当初の研究者による ｢百貨店像｣

のとらえ方を探るためには避けられない人物とされている370

37 ただし関が1903年時点において､自らの著作において紹介した大店舗制
度とは､｢大資本を以て多数の使用人を有し大経営の方法に依る小膏商業にし
て其特色は商品を大量に生産者より購入し且つ各種の商品を-経営に集中し
壮大なる店舗を構-て之を陳列し又は商品目録の壁送に由り消費者の撰樺を
自由ならしめ巨額の販膏をなすに在り (188･189頁)｣とされている｡この大
店舗制度とは､英語でいうBazarあるいはStore､フランス語でいうGrand
magasin､ドイツ語でいうGrossmagazineあるいはWarenhausとされてお
り､今日いうところの百貨店に当てはまる概念であるといえるかどうかは微
妙なところである.しかしながら､関が挙げている大店舗制度の例にはルー
ブル､プランタン､ボンマルシェ､ウアナメーカなど今日いうところの百貨
店が挙げられており､関 (1903)がわが国で最初に百貨店を紹介した人物と
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関 (1906)は百貨店について既に語られている海外諸国の研究

者たちの見解や法律上での定義において､大規模､大資本､あるい

はそれらに付随する経営方法の違いに小売大店舗の特徴があるとさ

れているのに対して､これらの特徴では小売大店舗の特徴が掴みき

れていないと批判する｡そのうえで､｢大店舗ハ概子商品ヲ直接二

消費者二販責スルヲ目的 トシ相互二関係ナキ種々ノ商品ヲ併セテ大

規模二販膏スル営業 (114頁)｣､すなわち､消費者に直接販売する

小売業であり､幅広い商品を､たとえそれらの商品の間に関連がな

かったとしても取り揃え､大規模な販売を行うといった特徴こそが､

卸売商や消費組合といった他の大規模な店舗と区別する特徴である

としている｡このような特徴は坂西 (1905)が挙げていた取扱い

商品の多様さにも通じるところがあり､幅広い品揃えこそが当時の

百貨店の特徴と考えられていたことを裏付けるものである｡また､

このような幅広く大量に揃えられた商品は､｢大店舗ノ経費上ノ原

則｣である ｢利益ヲ少額ニシ販崇高ヲ増加スル (関 1906,115頁)｣

ことだけでなく､店舗の壮麗さ､奇警な広告､景品､端数価格､ク

ーポンなどによって販売され､その販売の際に行われる ｢正札ヲ以

テ現金膏ヲナス｣ことも ｢大店舗ノ特質 (関 1906,116頁)｣であ

るという｡

関 (1907)が考えていた小売大店舗の優れた点としては､坂西

(1905)と同様､消費者にとってはワンストップショッピングの

便益をもたらすだけでなく､｢電気昇降機｣や ｢珍奇ノ植物ヲ陳列

セル休憩場｣によって買物に要する消費者の労力を削減するととも

に､｢代金ノ支沸モ特別ノ方法二依 り一度ニナスヲ得べク (121

頁)｣ところにあるという｡この ｢特別の方法｣に関する直接的な

言及はないが､販売においては ｢正札責ヲ常 トスルヲ以テ顧客ノ信

用｣をえることができ､同時に販売にかかる人員削液にも成功して

いるという記述からみても､正札販売が大きな特徴であったことが

窺い知れよう｡また､仕入れ面においても､従来の小売商品が問屋

から掛で仕入れるのに対し､現金や 30日払いによって ｢仕入直段

低廉ナルヲ常 トシ｣､膨大な仕入れ量がもたらすメーカーとの直接

取引によって､例外を除いて ｢仕入直段ハ普通ノ小嚢店ヨリモ二割

及至二割五分低廉 (121頁)｣になっていたという｡

することに問題はないように思われる｡,
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2-3. 百貨商店の特徴

京都法科大学教授の戸田海市が ｢大規模ノ小責商業ニシテ商品取

扱上若クハ消費ノ目的上必シモ密接ノ関係ヲ有セザル多種類ノ商品

ヲ取扱フモノ (1909a,21頁)｣と定義した百貨商店も､現在の百

貨店に該当する小売業態とみなして間違いなかろう｡戸田は企業名

こそ言及していないものの､｢今日有名 トナレル百貨商店ノ起原ヲ

見レバ多クハ反物商ノ次第二膨張シタルモノナリ (戸田 1909b,88

頁)｣と述べており､これらが三越や高島屋といった現在の百貨店

に相当する企業を意味していることは明らかである｡

そのうえで､戸田 (1909a)はこの百貨商店の特徴として､以下

の3つを挙げている｡それは第1に､｢其規模ノ大ナル (21頁)｣

ことである｡この規模の大きさというのは主に売上高によって他の

小売商と比較されているのであるが､戸田 (1909a)は規模の大き

な百貨店が誕生した理由として､大都会の生成による消費者の-箇

所集中と交通機関の発達の2点を挙げている｡当時の百貨店は ｢廉
if) iil

債ヲ以テ多量二販責シ所謂数でこなす (22頁)｣ことを主義として

おり､そのためには中流階級以下の消費者の需要に応えることと､

大量の販売を迅速に行うために ｢正札附且ツ現金排ノ方法ヲ取ラザ

ルヲ (22頁)｣えなかった｡百貨店が登場するまでの小売商は､商

品の販売において一品一品価格交渉をしていたため､迅速な販売は

望むべくもなかったのである｡

百貨店が大量に低価格商品を販売することは､大量の商品を時に

は生産者から直接仕入れることができ､しかも資金力の強さから現

金で仕入れ､時には自社生産までも行っていたため可能であったの

であるが､仕入れ面だけでなく販売面においても百貨店の低価格大

量販売を支えるいくつかの特徴がある｡それは新聞 ･雑誌をはじめ

とした広告や割引券､無料配送といった方法だけでなく､｢交通ノ

便利ナル要街二目ヲ驚カスべキ牡宏ノ商店ヲ構-テ美装 (23-24

頁)｣を施すという店舗上での特徴にも支えられていたようである｡

さらに､一般の小売店は ｢特二其商品ハ正札附ナラザルモノ (24

戻)｣があるため､消費者は入店することも障曙われるのに対し､

百貨店の商品は ｢正札附ナルヨリ容易ニ (24頁)｣入店することが

できたことも､百貨店の大量販売を可能にした1つの要因であると
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考えられたようである｡

戸田がとらえた百貨店の特徴として第2に､｢多種類ノ商品ヲ取

扱フ (25頁)｣ことが挙げられるO戸田は百貨店が 魔 鋲ヨリ棺桶

二至ルマデ (26頁)｣人の一生に必要な商品は､保存が困難な生鮮

食料品を除いて何でも取り揃えてあり､先のノ｣､売大商店や小売大店

舗制度の項でも挙げた消費者のワンストップショッピングという便

益をもたらすことによって百貨店の競争を優位なものにしていると

いう見解を示している｡しかも部門分化によってそれぞれの商品が

専門店並に深い品揃えをしており､百貨店という業態は専門化と分

化の両方のメリットを兼ね備えた業態であるとしている｡

戸田が挙げる百貨店の特徴として第3に､｢副業ヲ督ムノ多キコ

ト (27頁)｣がある｡この特徴は､坂西や関は全く言及していない

ことであるが､戸田によればこれらの副業は大きく2つに分けられ

るという｡第 1に､被服の仕立て活動や売り渡し品の配送､あるい

は自社製造のための工場所有といった販売に付随する活動が挙げら

れる｡第2に､直接販売活動に付随する訳ではないが､顧客を誘引

するための活動として､散髪や爪掃除､貸し馬車､ガス ･水道取付

け業､洗濯､敷物掃除､古着の染色､演劇や鉄道の切符販売､貨物

運送､葬儀執行や墓石建設など様々な活動を挙げている38｡

これらの特徴とは別に､戸田 (1909b)は百貨店が消費者にもた

らす便益として商品を自由に眺められること､正札を付けているこ

と､廉価であること､大量の商品が並べられているので選択購買が

可能であること､ワンストップショッピングが可能であること､現

金払いによって消費経済の健全な発達を促進していること､低廉な

美術工芸品が陳列販売されているので､中流以下の庶民の趣味噂好

を発達させること､購入品を無料で配送していることを挙げている｡

これらも､百貨店の特徴として言及されているわけではないが､百

貨店が他の一般小売商に対して有していた特徴であると考えて間違

いなかろう｡何故ならば､これらの特徴によって百貨店は ｢今日ハ

38 この副業ということに関しては､注意が必要であるO現在の百貨店業界で

はスーパー事業を営んだり､ホテル業､不動産業など各方面-の多角化を行

っている百貨店が多数存在するが､戸田が述べている副業とは性質を異にす

る｡すなわち､戸田が述べている1900年代の百貨店が行っていた副業とは､
百貨店へ消費者を誘引するための百貨店事業以外の活動を指しているのであ

り､現在の百貨店が行っているように､百貨店事業との関わりのない､ある

いは百貨店事業と競合関係さえでてくるような多角化とは全く異なるもので
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其存在ノ慣値ヲ疑フべキ緑地ナシ (1909b,75頁)｣といわれてい

るからである｡もし他の小売商がこれらの特徴を有しているのであ

れば､百貨店の存在価値とはならないであろう39｡

2-4. デパー トメントス トアの特徴

東京法科大学教授の河津蓮が研究対象としたデパー トメントス ト

アは､直接同語を用いているだけに､現在の百貨店とみなすことに

何の問題 もなかろう｡また河津 (1907)自身が先の関による一連

の業績を指して､当時の百貨店研究の精練を極めた研究であると主

張している点から見ても､小売大店舗制度とデパー トメントス トア

が同じ意味として用いられていたことが理解されよう40｡

河津 (1907)が述べる百貨店の特徴としては､以下の3点が挙

げられる｡それは第 1に､百貨店が他の小売商に比べて ｢消費者二

比較的廉慣便利二貨物ヲ供給スル (17頁)｣ことが挙げられる｡こ

の低価格販売という特徴は､仕入れ面での大量仕入れだけでなく､

生産者の生産設備が十分利用されていない時に自社製品を廉価で生

産してもらうという､生産者 との特約によって可能となっている｡

同様の主張は桑谷 (1905)も ｢デパー トメントス トア｣という同

語を用いた上で 『商業界』の巻頭言の中で行っている｡すなわち桑

谷によれば､一般の小売商は ｢大安責｣というありきたりの文句を

広告に載せながらも､仕入れ先が同じになるためどこも販売価格に

大差はなく､｢本宮に大安頁を賓行して繁昌を濁 りで占めや うとい

ふには何か一つ新奇の督業法を工夫するより外に仕方がない (桑谷

1905,1頁)｣というのである｡そして､その新奇の営業法を工夫

し､本当に大安売りを実行し始めた存在こそがデパー トメントス ト

アであるとしている｡さらに､デパー トメントス トアが大安売りを

ある0

39 特に､正札付現金払いという特徴に関しては､一般の小売商の特徴を ｢正

札附ノ主義ヲ取ラズシテ個々ノ購買者 卜掛引ヲ篤スコト多キ (戸田1909b,79
頁)｣として言及していることから明かであろうC

40ただし､河浄 (1907)は､百貨店が一般小売商の利益を侵害しているため､
百貨店に対して特別租税を課すべきだという論者に対し､売上や販売する商

品､店舗面積､従業員数などをもって区別することはできようが､｢『デパー
トメント､ス トア』 ト普通ノ小膏商 トノ間二区別ヲ立ツルコト能ハザルナリ

(22頁)｣と述べており､当時は百貨店という業態が業態としての特徴を十
分確立しきれていなかったことを示唆している.〕
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できるようになった理由であり､デパー トメントストアの特色とし

て挙げられる点を ｢同じ客に多くの晶を責る (桑谷 1905,2頁)｣

ことだとしている｡これは当然､同じ客に同じ商品を大量に販売す

ることを意味しているのではなく､幅広い品揃えをすることで､多

くの晶の販売を可能にしているのだという点で､河津と同様の特徴

を百貨店に見出していたことが分かる｡

第2に､｢店舗ノ設備ヲ華麗シ人目ヲ驚シ以テ佑客ヲ招ク (河津

1907,18頁)｣ことが挙げられる｡この華麗な店舗というのは､一

般小売商においては消費者が来店するのを待っているだけなのに対

して､消費者を誘引するという効果をもっていると考えられていた｡

さらに河津は､当時の百貨店がもつ特徴の中で､店舗の華麗さだけ

でなく､頻繁に用いられる広告も顧客誘引の方法として際立ってい

たと述べている｡

1900年代当時の百貨店の特徴として第3に､現金主義が挙げら

れている｡これは｢普通ノ小嚢商二於テハ到底席行シ難シト錐モ (河

津 1907,19頁)｣､百貨店が現金主義を貫くことによって経営基盤

を堅牢に保つことができているというのであるOこの現金主義とい

うのは､仕入れ時に掛にせず現金で仕入れるという面と､販売時に

掛にせず現金販売を行うという両面をもっていた｡当時の小売商は

仕入れ時に掛で仕入れをしていたため仕入れ値を下げることができ

なかったが､百貨店は現金仕入れを行 うことで仕入れ値の引き下げ

を可能にしていたという｡また､販売時の現金販売は他の小売商が

売掛金の回収で困難な状態になったことも多々あったのに対して､

百貨店の効率な資金調達を可能にしていたという｡

また､河津 (1914)は百貨店同様の大規模な小売商として勧工

場と消費組合を挙げ､それらと百貨店との相違点について論じてい

る｡まず勧工場との相違点としては､勧工場が ｢其場内を多数の商

人に分貸して若干の料金を収むる (15頁)｣ため､経営方法におい

て一定の秩序を保てないのに対し､百貨店は ｢秩序あり組織ある経

督法 (15頁)｣を有する一個人､あるいは一企業が商品を取り揃え

た小売業であるとしている｡また､消費組合との違いとしては､消

費組合がその性質上､日用必需品に限った品揃えをしているのに対

して､百貨店は ｢貨物として取扱はざるものなく､-･(中略)-其

主眼とする所は寧ろ織物､飾装品等流行の撃遷甚しきものにあるも

の 如ゝし (16頁)｣と､その品揃えが消費組合に比べて圧倒的に幅
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広いだけでなく､賓倦品にも力が注がれていた様子が窺える｡その

うえで､百貨店には流行に便乗して利益をあげるタイプの百貨店と､

大量仕入れに基づく廉価販売を行うことによって利益をあげるタイ

プの百貨店があり､このうち後者の方が一般小売商より優れた小売

業として一般小売商の利益を侵害する可能性があるとの言及を行っ

ている

2-5. 百貨店生成当初の研究者たちが抱いた百貨店観

先にも述べたように､生成当初の百貨店は ｢百貨店｣という概念

が定着しておらず､小売大商店､小売大店舗制度､百貨商店､デパ

ートメントストアといった様々な名称で呼ばれていた｡これまでの

議論で､これらの名称が現在でいう百貨店という概念に該当するも

のであるということを確認し､それらが各研究者にとってどのよう

な小売業態であると認識されていたのかを確認した｡そこでここで

は､これまでの議論から､生成当初の百貨店が当時の研究者たちに

どのように認識されていたのかを考察したいと思う｡

百貨店が生成して間もない 1900年から 1910年頃における百貨

店研究者たちから見た百貨店の特徴として､以下の4点が挙げられ

る｡第 1に､ここまでに議論 した全ての研究者たちが指摘している

点として､低廉な商品を提供していたことが挙げられる41｡また､

何故百貨店が他の小売商に比べて低廉な商品を消費者に提供できて

いたのかということに関しては､仕入れ量が圧倒的に多かったこと

と､製造業者の設備の運休期に自社で取り扱 う商品を製造させてい

たことの2点が主な理由として挙げられていた｡

第2に､これも本章でとりあげた 1900年代の百貨店研究家全員

が言及している点であるが､生成当初の百貨店の特徴として､それ

までに存在した他の小売商や高屋に比べて商品の取り揃えが多様で

あったことが挙げられる｡多様な商品を取り揃えているという特徴

41ただし､1900年代の百貨店が取り扱う商品が低廉であったということには
注意が必要である｡それは取り扱い商品の平均価格が他の小売業態に比べて

相対的に低いという場合と､同種商品を比較した場合においてのみ低廉にな

るという2つの場合が考えられるからである｡.そのうちどちらが正確な意味
であるのかということについては､同時代の百貨店研究者たちによる言及か

らは窺い知ることができないが､どちらの意味であったにせよ､少なくとも

同じ商品を比べれば 1900年代の百貨店は他の′ト売業態に比べて低廉な価格で
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は､他の小売商との関係では､消費者のワンストップショッピング

を可能にするという競争上の優位さをもたらし､百貨店が成長した

理由の1つとして考えられていたようである｡

百貨店生成当初の研究者たちが見た百貨店の特徴として第3に､

大規模で壮麗な店舗を構えていたことが挙げられる｡この特徴は､

建築学者 の視点から百貨店の誕生に関する研究を行った初田

(1999)によれば､呉服店から始まった百貨店が取扱い商品を増

やすために避けられない特徴であると考えられており､当時の研究

者たちが他の小売商に比べて取り揃え商品の多様さとともに百貨店

の特徴 として指摘していることも領けよう｡また､河津 (1907)

も述べていたように､大規模で壮麗な店舗というのは消費者を誘引

する効果をもっており､これも多様な品揃え同様百貨店の競争上で

の優位さとなって､百貨店が成長した理由と考えられていたようで

ある｡

百貨店生成当初の研究者の多くが指摘する百貨店の最後の特徴と

して､正札付現金販売が挙げられる｡商品に正札を付けるというこ

とは､以下の2点で百貨店の競争上の特徴として考えられるOそれ

は第 1に､消費者が百貨店に入店しやすくなるという点である｡百

貨店が誕生するまでは､商品に正札が付けられるということはなく､

店員と消費者が一つ一つの商品の価格を交渉することによって値段

を決定していたため､消費者にとってみれば事前に購入する商品を

決めておかなければ店舗に入るということがなかなかできなかった｡

それが正札を付けることにより､消費者は欲しい商品を決める前か

ら百貨店を訪れることが可能になり､結果として､百貨店は販売量

を伸ばすことができたのである42｡また､正札が付いているという

ことは､一つ一つの商品の販売において消費者との価格交渉を行う

必要がなく､結果として､百貨店にしてみれば人員削減にもつなが

ったのである｡また､現金販売を行うということは､それまでの売

掛中心の販売方式に比べ資金の流動性を高め､大量仕入れにおける

現金払い､ひいては仕入れ値の引き下げにもつながったと考えられ

ていたのである｡

販売を行っていたということがいえるであろう0

42 このことと関連して､ウインドーショッピングという行為が誕生したのも

1900年代であるように考えられている｡百貨店とショーウインドーとの関わ
りについて論じた研究としては､本章でとりあげた1900年代の文献ではなく
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これらの特徴の他にも､戸田 (1909a)が指摘 した様々な副業を

行うとい う特徴や､河津 (1914)が指摘 した経営方式上の特徴も

百貨店の特徴として挙げることができるかもしれない｡しかしなが

らすでに見てきたように､これらの特徴は論者によって当時の百貨

店の特徴であると認識されるか否かが分かれているため､ここでは

これらの特徴を 1900年代の百貨店の特徴として挙げないことにす

る｡そのため､ここではひとまず低廉な商品の販売､多様な品揃え､

大規模で壮麗な店舗､正札付現金販売という4点をもってして､生

成当初の百貨店研究者たちがみた当時の百貨店の特徴であると考え

ることにしよう｡

3. 百貨店の定着期 - 1930年代の百貨店論-

大正の末期から昭和初期にかけて､すなわち 1930年代というの

はわが国における百貨店研究が最も盛んだった時期であるといえる

(土屋 1999,藤岡 2001)｡当時の百貨店研究は ｢百貨店｣という

概念もほぼ定着し､欧米の百貨店を眺めながら日本国内の百貨店の

特徴を論 じたり､欧米の百貨店を試金石としながらわが国における

百貨店の今後の発展方向を議論したり､あるいは､百貨店が中/jvJ､

売商を中心とした他の小売商に及ぼす議論も活発に行われていた｡

その意味では､この時代の百貨店研究者たちが行った考察とは､百

貨店をそのものとして眺めることよりもむしろ､わが国の百貨店が

進むであろう方向を欧米の百貨店を参考にしながら考察したり､百

貨店が中小小売商に及ぼす影響としてどのようなものがあるのかを

考察することが中心であった｡

では､この時期の百貨店研究者はわが国の百貨店をどのような存

在であると考えたのであろうか｡1900年代では百貨店という概念

自体が定着していなかったため､小売大商店､小売大店舗制度､百

貨商店といった､現在の百貨店に該当するであろう小売業態に関す

る､当時の研究者たちが抱いた百貨店観を眺めていった｡それに対

しこの節では､1930年代には百貨店という概念自体は定着してい

たものとみなして､以下の2点に関する考察を行っていく｡すなわ

より後年の研究ではあるが､高柳 (1994)を参考されたいO
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ちそれらは､第 1に､当時の研究者たちが百貨店という小売業態の

定義をどのように定めようとしたのかという点である｡第2に､当

時の研究者たちが規定した百貨店という業態が 1900年代の ｢百貨

店観｣とどのように異なっているのかという点である｡これら2点

を考察することによって､1900年代同様､1930年代の百貨店研究

者たちが描く ｢百貨店観｣をとらえていくことにする｡

3-1. 1930年代におけるわが国の百貨店の定義を巡る諸説

先にも述べたように､百貨店の生成当初は ｢百貨店 ｣という概念

そのものが定着しておらず､それに代わる様々な呼称が用いられて

いた｡それに対して 1930年代というのは､百貨店という業態の概

念が既に定まっていた時期であるとされている43｡ しかしながら､

それにもかかわらず研究者の間で百貨店という概念の完全な統一が

なされたというわけではない｡そこで､ここではまず､当時の代表

的な百貨店研究者の間での百貨店の定義を眺め､そこで共通する｢百

貨店観｣を明確にするという作業から始めよう｡

図表4-1 1930年代の百貨店の定義

定 義

松田(1931) 多種類商品を合理的組織の下に販責する､統一せられた小真美(4貢)

(1933)

水野(1933)呉服類を中心とする多種類の商品を一堂に於て陳列販責する一個の
小貴大商店(8頁)

(1937)

谷口(1934)多種類商品を部門に分ちて販責する大規模の小嚢商業(20頁)

堰(1937) 多種類の商品を部門に分ちて販責する大規模小嚢商業(70頁)

著者作成

図表 4-1は､1930年代の代表的な百貨店研究者がそれぞれの著

43ただし1930年代には､｢百貨店｣がDepartmentStoreの訳語であり､そ
の訳が正確なものであるのかどうかということに関する議論が残っている｡

このことからも､現在ほど百貨店という概念が定着していたとはいえないか

もしれないO
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書の中で百貨店をどのように定義しているのかをまとめた表である｡

この表を見ても分かるように､1930年代には百貨店の定義におお

よその統一がみられる｡これらの定義の共通部分を列挙すれば､百

貨店とは第 1に小売業であるという点が挙げられる｡百貨店が小売

業であるかどうかという問題については､先の戸田 (1909a)が述

べていたように百貨店が副業を営んでいるという事実からも疑問視

されているが44､そのような事実は ｢決してデパー トメントス トア

の小嚢業たる事を傷つけるものではない (松田 1931,7頁)｣とい

う｡

第 2に､百貨店とは大規模であるという点が挙げられる｡水野

(1933)によれば､この大規模という要素が百貨店の定義に含ま

れるのは､｢高屋なる形態が骨ては矢張昔時に於ける生活資料一般

を取扱ひ､又今日に於ても寒村僻地に於ては田園に於ける生活資料

一般を供給してゐると云-ば云はれぬこともないと思った (8頁)｣

からだという｡百貨店の規模が大きいということを批判する論者は

当時も存在したようであるが､そのような論者は銀行や製造業者と

の比較の中で百貨店の規模の大きさを否定しており､百貨店以外の

小売業者との比較においては百貨店の大規模性というのは ｢何人も

之を否定し得ないであらう (谷口 1934,23頁)｣という45｡

第 3に､百貨店とは多種類 (百貨)の商品を販売するという点が

挙げられる46｡松田 (1931)が ｢デパー トメントストア以上に販責

441930年代にも百貨店が小売以外にも事業を営んでいたことに関しては､｢デ
パー トメン トス トアが､加工､生産､或は卸膏する事賢を､私は無視するも

のではない (松田 1931,7頁)｣という記述からも窺い知ることができる｡
45この例外が平井 (1931)である｡平井は規模の面から百貨店を考察しよう

とすれば､(1)時代に応じて求められる規模が異なる､(2)企業単位で眺

める場合と店舗単位で眺める場合とで規模が異なる､という2点から大規模

であるということを百貨店であることの基準とする困難さについて言及して

いるoこれら2点に関しては､前者は本稿の立場から､後者は向山 (1985)
や小川 (1993b)の立場から､それぞれ小売業態論にとって非常に意味のある
問題提起であったといえよう0

46 この点に関しては､百貨店が販売する商品を呉服類が中心であるとみなす

かどうかで見解の相違がみられる｡百貨店が取り扱う商品の中でも呉服が中

心となるのだということに関しては､｢百貨店聾者の大髄に承認するところ

(村本 1937,21頁)｣といわれているが､その中でも代表的な論者である水
野 (1933)は百貨店が取り扱 う商品に ｢呉服類を中心｣という限定を設ける
理由として､以下の2つを挙げている (4･10頁)｡第1に､実際に百貨店を眺
めた場合に呉服類が取扱い商品の中心となっているという理由である｡第 2

に､衣食住のうち人々の生活を維持するために小売商が販売する必要がある

のは ｢住｣ではなく ｢衣｣と ｢食｣であり､そのうち ｢食｣に関しては分散

され多数存在する手近な小売商で買い求められるべきであるため､百貨店は
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商品種類多き小車店が存在するであらうか (5頁)｣と､谷口(1934)

が百貨店を ｢およそ人間の生活に必要なる絶ての商品を網羅せんこ

とを期する (20頁)｣と述べているように､百貨店の販売 ･取扱い

商品の多様さというのは､1930年代にも大きな特徴だったようで

ある｡

第4に､部門別組織による統一的経営という要素が挙げられる｡

すなわち､百貨店とは大規模で多種類の商品を販売しているにもか

かわらず､勧工場やバザー､市場 (いちば)のように複数の店舗が

存在するのではなく､あくまで-企業体であるというのである｡こ

の一企業体であるという点は､当時の百貨店が部門分化と全体の統

一が図られた､他の小売業よりも優れた業態であるという一つの特

徴とされている｡またそれと同時に､百貨店が経営活動を行う際に

部門ごとに適材を配置できるのかといった百貨店固有の問題として

論じられている47｡

これら4点は 1930年代においては ｢百貨店｣という業態を定義

する時に欠かせない要素であったのかもしれないが､第 1の百貨店

とは小売業であるという点は､本稿では百貨店の定義として省く必

｢衣｣を中心に品揃えを行うのが適当であると考えられるという理由である｡

しかしながら､呉服が中心となるのは ｢デパートメントストアの本質的属性

と云ふよりも､過去の登達が主として呉服屋中心に起った事を示すに過ぎな

い (松田 1931,5頁)｣という意見も存在している｡松田と同様に呉服を百貨
店が取扱う商品の中心に据える必要はないという意見は平井 (1931)や村本
(1933,1937)も示している｡特に村本は ｢或小嚢経営が､百貨店なる名稀
を以て呼ばれ､多種の小勇経管と区別せらるべきものとすれば､取扱い商品

の品種に関する標準或は限定の推移肇遷を免れ得ないにしても､その商品品

種を特徴付くるものを常に保持すべきことは極めて常然である (村本 1931,5
頁)｣と述べているにも関わらず､百貨店を特徴づける商品として呉服とは挙

げていない｡
このように､百貨店が取扱う商品の中心として呉服を考えるかどうかは意

見が分かれるところであったO百貨店が取扱う商品の中心を呉服とするかど

うかの決着は論争という形では明確になっていないが､1929年に阪急百貨店
が初めて電鉄系百貨店を開業するまでは百貨店といえば呉服系百貨店しか存
在しなかったことを考えれば､1930年代初頭というのは百貨店の品揃えを呉
服中心とみなすかどうかの過渡期であったとも考えられる｡

47 ただし､この部門制による企業体としての統一というのは､百貨店の本質

的特徴かどうかで議論が分かれているo松田 (1931)､村本 (1933)などは
部門制による企業体としての統一を百貨店の特徴であるとしている｡.特に村

本 (1930)にいたっては､この特徴があるがために､百貨店というDepartmeれt
Storeの訳が適していないということまで示唆している｡それに対し､平井
(1931)や水野 (1933)などは､これを多種類の商品を大規模で扱 うように
なった必然的な結果であり､何ら百貨店の本質的特徴とはいえないとしてい

る.ただし､両者とも百貨店が部門制に基づいた統一された企業体というこ

とは否定していない｡
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要があろう｡百貨店とは小売業であるという要素は､本稿が取り扱

っている対象が小売業態としての百貨店であるため､仮に百貨店が

小売業でない時代が過去から未来にかけて存在したとすれば､それ

は別途議論が設けられる必要があるからである｡例えば百貨店が行

う活動が加工､生産､卸売といった小売以外の活動で占められる時

代があったとすれば､それは本稿の議論の対象とならない百貨店で

ある｡また､そのような時代が百貨店の誕生以来存在したという資

料は現在のところどこにも見当たらない｡

また､百貨店が部門別組織による統一的経営を行っているという

特徴も､本稿では 1930年代の百貨店の特徴として除外することに

する｡先ほどの 1900年代とは異なり､1930年代の百貨店研究者

たちは全員この特徴を挙げているが､第2章で小売業態論の既存研

究を眺めたときに､小売業の形態と業態とは異なる概念であること

に触れた｡そこで指摘されていることは､消費者が直接按すること

ができる部分をもって小売業態とするということであった｡そのた

め､百貨店の経営という部分は形態に含まれるのであって業態の要

素として考えることはできないと思われる｡そのため､本稿でもこ

の要素は除外 して考えることにする｡したがって､第2の百貨店と

は大規模であるという点と､第3の百貨店とは多種類の商品を販売

しているという2点をもって､当時の百貨店研究者たちの ｢百貨店

観｣を表すことにする｡

当時は百貨店の営業が中小小売商の営業に与える影響が非常に問

題視され､百貨店が中小小売商から顧客を奪っているとして反百貨

店運動が展開された時期であった｡そのため､百貨店に関する議論

を行う際には ｢規制対象としての百貨店｣という考え方をすること

も多々あったため､百貨店という存在を明確に定義しようとする動

きがあった｡このことが最も明確に表れているのが 1937年8月 13

日公布後､10月 1日に施行された百貨店法である｡

百貨店法では以下の2つの条件を供えた小売業を百貨店とみなし

ている｡それは第 1に､商工大臣が指定する区域においては 3000

m2以上､それ以外の地域では 1500m2以上の売場面積を持っている

という点である｡第 2に､衣服関連品､食料品類､住居用品類､貴

金属 ･工芸品 ･文房具 ･玩具 ･化粧品 ･その他に属する雑品類 とい

う4つのカテゴリーに商品が分けられ､そのうち少なくとも2つの

カテゴリーにおいて多種類の商品の小売を行っているという点であ
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る｡これらの条件から､百貨店法では店舗面積の大きさと取扱い商

品の種類の多さをもって百貨店を規定していたことが分かるだろう｡

百貨店法が規定する ｢百貨店｣の法的根拠及び百貨店法自体の法的

効力は本稿の議論に直接の関わりがないため､それらの議論に関し

ては他を参照されたいが (例えば､中西編 1938)､当時は百貨店

を規模の大きさと取扱い商品の多様さで規定しようとしていたこと

に納得がいくだろう｡

3-2. 1900年代の百貨店と1930年代の百貨店

ここまでで､1900年代の百貨店研究者たちが抱いた ｢百貨店観｣

と､1930年代の百貨店研究者たちによる百貨店の定義において共

通して抱かれている ｢百貨店観｣とが明かになった｡では､これら

2つを比較するとどのようなことが分かるであろうか｡図表 3-2で

表されているように､これら2つの時代の百貨店研究者による百貨

店のとらえ方を比較すれば､1900年代には言及されていた ｢低廉

な商品の提供｣と ｢正札付現金販売｣という2つの特徴が 1930年

代にはなくなっていることに気がつく｡では､これらの特徴は1930

年代にはなくなってしまったのだろうか｡

図表 3-2 1900年代の百貨店観と1930年代の百貨店観

1900年代 1930年代

低廉な商品の提供取扱い商品の多様さ 多種類の商品を販売

筆者作成

第 1に､百貨店が低廉な商品を販売しなくなったのかという問題

に関しては､そもそも百貨店の低廉な商品の販売という特徴を可能

にしていたのは先述のように､大量仕入れと大量販売という規模の

面での優位性､そして製造業者の運休期における自社販売製品の自

己生産という2つの要素があった｡では､これら2つの要素はなく

なってしまったのだろうか｡

大量仕入れという点に関しては､｢如何なるデパー トメントス ト

アも､大連鎖程大量に仕入れる事は出来ない (松田 1931,69頁)｣
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ため､大量仕入れに基づいた大量販売を行 うことによる低価格販売

は ｢多種多様の商品を販責する百貨店に於ては此恩恵の便に至らな

い商品も少くなく､到底商品の種類を限り而も廉い地域に於ける多

数の店から膏捌き得る連鎖店には及ぶべくもない (水野 1933,386

頁)｣とい うことがいわれている48｡つまり､百貨店は取扱い商品

の範囲が広いため､一つ一つの商品の仕入れ量は商品を限定した連

鎖店に及ぶことがなく､したがって､仕入れ値という点でも連鎖店

に及ばないというのである｡また､大量販売という点に関しては､

百貨店は必然的に支店を伴うが､原則的には ｢各店舗は商品に関す

る限り､滞日の立場を保つもの (松田 1931,64頁)｣であるため､

大量仕入れに結びつけるだけの大量販売を行うことができないとい

うのである49｡

次に､自社販売製品の自己生産についてはどうであろう｡この点

に関しても､松田 (1931)は私見としてではあるが､先の大量仕

入れと大量販売の問題同様､百貨店が店舗ごとに商品を販売すると

いうのであれば､百貨店が自己生産によって自社が販売する製品を

生産すれば過剰生産に陥る可能性があり､｢連鎖化せざる限りに於

ては､デパー トメントストアの大規模の自己生産は否定せられるで

あらう (68頁)｣という見解を示している｡この松田の見解は村本

(1937)も同様に考えており､限られた商品で少量に留まる限り

では自社生産も有効であろうが､それを大規模に行おうとすれば､

百貨店の連鎖化あるいは自社生産した商品の他社-の販売が必要で

あると述べているO

ただしここで､1930年代には百貨店も連鎖店を開いていたり､

均一価格売場を設置していたという事実に触れる必要があろう｡例

えば 1931年以降急速な発展をみせた高島屋の十銭二十銭均一ス ト

ア (あるいは十銭ストア)をはじめとして､当時は百貨店が経営す

る均一店､均一価格売場が非常に発達していた｡ しかしながら､こ

48 百貨店の価格が連鎖店や均一店より相対的に高いものになっている理由と

して､百貨店によるサービスの充実を一因として挙げている論者も存在するO

当時の欧米における百貨店の価格については､｢サービスに勢力を浪費するデ

パー トメントス トアが､慣格の鮎に於て､連鎖店に譲る事は無理もない (松

田 1931,69頁)｣という言及がなされている｡また､村本 (1932)は百貨店
が行う商品配達と返品を受け入れるという2つのサービスが､顧客が支払 う

代金に跳ね返ることを指摘している｡

49ただし､このことは､｢連鎖店との比較封照 (松田 1931,65頁)｣のみに
おいての問題とされている｡
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れらの店舗は連鎖店 ･均一店の一種ではあったものの､あくまで百

貨店とは別形態の小売商としてみなされており､運営主体が百貨店

であったとしても､百貨店とは別の存在として考えられていたとい

うことができる (商工省商務局編 1935,1936)｡事実百貨店側か

らしても､高島屋本店調査本部 (1932)が言及しているように､

連鎖店や均一店と百貨店とは店舗の立地､建物自体､扱う商品の種

類や価格､提供するサービス水準などにおいて ｢著しくその趣を異

にすること勿論である (4頁)｣ととらえていたようである｡

第 2に､百貨店が正札付現金販売を行わなくなったのかという問

題に関しては､当時の研究者たちの著書を眺めても､正札や現金販

売に関する言及はほとんどみられなくなっている50｡しかしながら､

百貨店による販売方法は消費者の前に如何に商品を提示するのかが

鍵を握るものとして､堀 (1937)は ｢定慣表 ･自由選揮主義が前

代の秘密的情賓的販責法に代った (83頁)｣として､掛払いから現

金払い-の移行が販売方法の革新として挙げられている｡この記述

を見ても､当時でさえも百貨店において定価をつけた正札が商品に

付けられていたと考えても問題なかろう51｡また､松田 (1931)は

当時の現状として掛売りが残されているにも関わらず､｢現金主義

に重鮎を置いてゐるには撃りはない (107頁)｣として､百貨店が

現金売りを重視していることに着目している｡

では､1930年代の百貨店研究者たちが正札についても現金販売

についても言及しなくなったのは何故か｡その理由として､連鎖店

や均一店の存在が挙げられるのではないだろうか｡連鎖店ではその

50 ただし､谷口 (1934)においては､｢販膏の近代性｣という題のもと､以

下の記述が見受けられる｡｢在来の小責店にあっては､店舗に立入るや直ちに
店主 ･店員の注目をひき､一々希望を述べて商品を取出さしめ､慣格を問合

せて掛け引きをなし､遂に意に満たざるものをも買入れねばならず､また意

に満たざるものをも蛮りつける事をもって､小宮商人の重要なる手腕と考へ

られてゐた｡すべてかくの如き販責方法は､近代人の甚だ不快とする所であ

るから､正札現金販売の下に自由平等の選揮を許す百貨店に顧客の殺倒する

のは､寧ろ普然とい-る (25頁)｡｣

ただし､このことは一般小売商との対比での話であって､当時既に台頭し

ていた連鎖店との対比の上での話ではないということには､注意が必要であ

ろう｡

51このことを裏付ける根拠として､安部 (1931)が百貨店店員に女性が増え
た原因として商品学や購買者心理学といった販売技術が軽減されたことを挙

げている点は見逃せないであろう｡正札がっけられるようになる前の販売形

態では､上記の谷口 (1934)による ｢販売の近代性｣の議論でも記されてい

るように､顧客が買物する度に価格交渉をせねばならず､その価格交渉こそ

が販売員の腕の見せどころとされていたL,
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誕生当初から正札販売を中心とした販売が行われ､また､均一店に

見られるように価格が事前に提示されている場合もあることを考慮

しても､正札の存在とは所与の状態であった｡また､現金販売とい

うことに関しても､高島屋本店調査本部 (1932)が ｢連鎖店は現

金持帰主義を原則 (5頁)｣としていたと述べていることからも､

百貨店以上に現金販売が中心になっていたことが窺える52｡

以上の考察より､1900年代には存在した百貨店の特徴が 1930

年代の百貨店の定義では欠如している理由として､低廉な商品の販

売は連鎖店に及ばなくなっているという理由を､正札付現金販売は

連鎖店にとっても当然の販売方法であるため百貨店独自の方法では

なくなっているという理由を挙げることができそうである｡

4. 百貨店の成熟期- 1970年代と1990年代の百貨店論-

1970年代と 1990年代というのは､それぞれが百貨店業界にと

っては非常に意味のある期間である｡何故ならば､1970年代には

百貨店が初めて小売業売上高一位の座を量販店に奪われた (1972

年､三越からダイエーに)だけではなく､物価の伸びに対する売上

高の伸びが明かに衰えていた時期だからである｡百貨店の売上高の

伸びが物価の伸びを下回ったのは 1955年から 1999年の 45年間

では1964年､1974年～1977年､1983年､1992年～1995年､1998

年～1999年の 12年においてのみであり､そのうち1970年代が 4

年､1990年代が6年を占めている｡また､1990年代には初の売上

高の前年度比減 (1992年)を経験しており､1992年3月から1995

年 10月までには売上高が前年度同月比 44ヶ月減少という記録的

減少をみせている｡

では､百貨店研究の方はどうかというと､1930年代に盛んに行

われた百貨店研究は､戦後驚くほど勢いを失い､1970年代には既

52このことを裏付ける根拠として次のようなことがいえる｡.連鎖店は均一店

ほどではないものの､取扱い商品の幅が狭く価格帯もほぼ限定されている｡

また､取り扱っている商品は消費者が熟知した日用品であるO そのため､均

一店の店員が商品を販売する際に ｢畢二包装､計算スルニ過ギズ (商工省商

務局編 1935,76頁)｣といわれているように､店頭での価格交渉が必要なか
ったと考えられるのと同じように､連鎖店でも正札がつけられ､価格交渉が

必要なかった｡
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に百貨店そのものが研究対象としての魅力を失ったかのように､そ

の研究が行われなくなっている｡藤岡 (2001)はその原因として､

高度成長期における量販店の成長によって百貨店が唯一の大型店で

なくなったことを挙げている｡その真偽の程はともかくとして､百

貨店研究があまりに数少なくなったことは疑いもない事実でる｡そ

のため本稿では､1970年代と 1990年代という2つの期間におけ

る百貨店研究をこの節でまとめて議論することにする｡

4-1. 1970年代の百貨店の定義

1970年代というのは､先に触れた成長の鈍化だけでなく､百貨

店にとってはもう一つの転機を迎えた時期でもあった｡それは､

1937年以来百貨店だけを規制対象としてきた ｢百貨店法｣が､1974

年 3月に施行された ｢大規模小売店舗法 (大店法)｣-と代わった

ことである｡そしてこの頃には､百貨店とは法的に規定されたもの

であったり､日本百貨店協会-加入している企業だという意見が百

貨店研究の中で散見されるようになっている｡

先にもみてきたように､1900年代や 1930年代の百貨店研究で

は､｢百貨店とはいかなる存在か｣という問題提起がなされ､百貨

店の定義 ･性質 ･特徴などを巡っての議論が繰り広げられていたが､

1970年代には既に百貨店法や大店法といった法律で百貨店とは何

なのかという規定が十分になされるようになっていると考えられて

いたため､百貨店とは何なのかということが問題とされなくなって

いる｡

例えば岡田 (1979)は､百貨店を ｢物品販売を単一店舗で総合

的に行 う小売業で､店舗における売場面積は六大都市では 3000平

方メー トル､それ以外の都市では 1500メー トルを有し､基本的に

は日本百貨店協会に加盟している企業体 (17-18頁)｣としている

が､このような規定は岡田自身が明示しているように､法律上の規

定や業界団体による規定を借用したに過ぎない｡このため､只でさ

えの数が少なくなった百貨店研究者たちが抱いている ｢百貨店観｣

をとらえていくことは､この時期においては非常に困難になってし

まっている｡実際､1970年代には佐藤 ･高丘 (1970)のように百

貨店とは如何なる存在なのかを規定することなく､百貨店が歩んで

きた歴史やそれが置かれた状況についてのみ議論する研究が圧倒的
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となっている｡

また､百貨店法に代わって制定された大店法では､百貨店法が百

貨店という企業を規制していたのに対して､建物によって規制対象

を規定しようとしていたという点で､百貨店とは如何なる存在なの

かということに対する参考にはならない｡しかしながら､百貨店法

から大店法へと移行するときに頻繁に耳にされた ｢擬似百貨店問題

53｣という問題はヒントになるように思われる｡何故ならば､｢擬

似百貨店｣ということは､当時問題となった量販店をはじめとする

大型店が ｢百貨店に似て非なるもの｣と考えられていたといえるか

らである｡百貨店以外の大型店が百貨店と似て非なるものと考えら

れていたということは､そこに百貨店を眺める者たちの ｢百貨店観｣

が存在していたに違いない｡1970年代の当時においては､百貨店

とは単なる大型店ではなかったのである｡

しかしながら､その一方では､佐藤 ･高丘 (1970)や岡田 (1979)

にみられるように､この頃の百貨店とは日本百貨店協会に入会して

いるということが､半ば前提として見受けられるにもかかわらず､

日本百貨店協会による百貨店の規定は非常に暖味なものである｡実

際､1948年に創立された日本百貨店協会の会員資格をみてみると､

1970年代から1998年 3月現在まで､｢その店舗の-が六大都市に

あっては 3,000m2以上､その他の地にあっては 1,500m2以上の売

場面積を有する百貨店業者であって､理事会において入会を承認 し

たものとす る (日本百貨店協会創立 50周年記念誌編纂委員

1998)｣という規定に変わりはない｡しかしながら､この規定であ

れば､大規模店舗であるという他には､百貨店業を営むということ

と協会が認めるということの2点でしか百貨店という業態を定める

ことはできない54｡ では､百貨店研究者が ｢百貨店である｣と認識

する存在は､日本百貨店協会によって百貨店であると規定された大

型店という以外に､何ら明確になっていないのではないだろうか｡

53擬似百貨店問題とは､百貨店法が中小小売商を保護するために百貨店とい

う企業を規制対象としていたのに対して､同じく中小小売商に多大なる影響

がある大型店でありながら､百貨店とは違った企業として存在する大型店に

対する異議申し立てとして提示された問題である｡これは､日本百貨店協会

が 1970年 5月の定時総会で ｢議事百貨店問題対策について｣と題する決議を
行ったのをはじめとして､百貨店法から大店法-と法規制が移行するきっか

けとなった問題として名高いものである0

54 しかも､そもそも ｢百貨店業｣と手引可なのかということについても､議論

がなされておらず､ トー トロジーに陥ってる可能性を捨象できない.っ
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これに対して､同じく 1970年当時の百貨店研究者たちが参考に

している百貨店の規定として､『商業統計表』による百貨店の規定

がある｡1970年代の 『商業統計表 (1970年､1972年､1974年､

1976年､1979年の各年度版)』では､産業分類上の百貨店とは ｢衣､

食､住にわたる各種の商品を販売する事業所で､その事業所の性格

上いずれが主たる販売商品であるかが判別できない事業所で､従業

員が常時 50人以上のもの｣と規定されている｡すなわち､ここで

規定されている百貨店とは､商品の多様性 (衣食住にまたがった商

品)と大規模 (従業員 50人以上)という2つから定められている

ということになる｡さらに､同じく通商産業大臣官房調査統計部が

出している 『わが国の商業』では､先の産業分類上の百貨店では総

合スーパーなども含まれることから､｢百貨店法で適用を受ける店

舗｣という制約とともに､｢百貨店とは産業分類上の百貨店からセ

ルフサービス店を除いたもの｣という制約も設けている｡これは､

既に述べたように､1970年代には総合スーパーのように百貨店の

売上高を超える存在がでており､百貨店とはいかなる存在なのかと

いうことを明確にするためには､セルフサービスか否かという条件

が出されるようになってきたと考えることができる｡

これらの点を眺めると､1970年代の百貨店研究者が抱いていた

百貨店観とは､以下の4点から規定されると考えてもよかろう｡ 第

1に､百貨店法をはじめとする法規制の適用を受けたり､日本百貨

店協会をはじめとする業界団体によって ｢百貨店である｣と認めら

れる必要があるように思われる｡この点に関しては､1970年代の

百貨店研究者たちがおしなべて協会加盟百貨店を百貨店として論じ

ていることから窺い知れようoしかしながら､1930年代の百貨店

観のところでも述べたように､法規制の適用を受けたり業界団体に

よって認められるということは､消費者にとってみれば全く関係の

ないことである｡少なくとも､消費者が直に店舗を訪れたり､百貨

店という小売業態がいかなる存在であるのかということを考える際

にはあまり意味のない要素である｡そのため､この要素は 1970年

代の百貨店観として採用するわけにはいきそうもない｡しかしなが

ら､先にも触れたように､1970年代には法規制や業界団体による

認定には､以下の要素が求められていた｡

1970年代の百貨店研究者たちが抱いていた百貨店の第2として､

大規模であるということが挙げられる｡そして第3に､衣食住にま
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たがった多様な商品を取り扱っているという点が挙げられる｡これ

ら2点に関しては､反対意見を出している論者は存在せず､おそら

く当時でも確実に受け入れられた百貨店観を規定する要因であろう｡

さらに､先に除外した法規制や業界団体による認定においてもこれ

らの要素がポイントとなっていたため､これらの要素は当時の百貨

店の業態規定要素として欠かすことはできないだろう｡第4に､同

じく当時の百貨店研究者たちが参照していた資料である通産省関連

資料において､百貨店とはセルフサービス店ではない､すなわち対

面販売を行っているという規定があり､その規定によって当時百貨

店以上の勢いをもって成長していた総合スーパーなどとの区別を行

っていたことからも､百貨店とはセルフサービス店ではないという

規定もできよう｡これらの規定要因は､当時の百貨店研究者たちが

銘記している事柄ではないが､彼らが参考にしている資料､議論の

土台としているデータ源などを考慮すると､決して否定できるもの

ではないだろう｡

4-2. 1990年代の百貨店の定義

最後に､1990年代の百貨店研究者たちが抱いていた百貨店観を

眺めていくことにしようoこの時代は､1970年代に一旦下火にな

った百貨店研究が再度膨れ上がった時期である｡しかしながら､

1990年代の百貨店研究は1900年代や 1930年代に行われた百貨店

研究とは大きく異なり､以下の2つの点で本稿の議論の射程外にな

ってしまう｡それは第1に､1990年代の百貨店研究では､本稿の

脚注35で挙げられている各研究のように､生成当初の百貨店をは

じめとした百貨店に関する歴史研究が多かったという点である｡こ

のような百貨店の歴史研究というのは､研究対象が研究者からみれ

ば過去の百貨店であるという点で､百貨店研究者たちが抱くそれぞ

れの時代ごとの百貨店観をとらえていこうという本章の問題意識か

らは､議論の対象外のものとなってしまう｡そこで､このような百

貨店の歴史研究に関しては､本章において想定される 1990年代の

百貨店研究からは捨象するものとしておく｡

第2に､同時代の百貨店を研究対象としていたとしても､百貨店

という業態そのものを考察しようとはしていない点である｡このよ

うな研究としては､百貨店そのものではなく対象を絞り込んだ研究
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や55､百貨店が今後成長するための指針を求めようとした研究 (例

えば､日経流通新聞編 1993,1996,伊藤 1998)などが挙げられ

るが､これらの研究では､百貨店という業態そのものは所与のもの

として議論が進められている以上､本稿の議論の射程外になってし

まうのは避けられないであろう｡

しかしながら､1990年代におけるこれらの研究のうち､特に後

者の研究を完全に取り除いてしまうと､1970年代同様､1990年代

も百貨店を対象とした研究はほとんど存在しなくなってしまう｡ま

た､後者の研究は研究対象が同時代の百貨店であるという点では､

本章の分析対象として適しているといえないわけではない｡そのた

め､後者の百貨店研究､特に百貨店の今後を問題視した研究群の中

から 1990年代の百貨店研究者たちが抱いた百貨店観を抽出してい

くことにしよう｡

1990年代の百貨店研究でも､1970年代同様､法規制や業界団体

による百貨店の規定をそのまま援用した研究が多数見受けられる｡

また､百貨店法が遠い過去のものとなるとともに大店法では百貨店

の規定がなされておらず､日本百貨店協会による会員資格に変更も

なく､また､『商業統計表』による百貨店の規定にも変更がない｡

このため､この時代の百貨店研究者たちが抱いた百貨店観というの

は､1970年代から変容が生 じていないと考えることもできる｡し

かしながら､1970年代の百貨店研究と 1990年代の百貨店研究を

比較 してみた時､その最大の違いとして､1990年代の百貨店研究

では百貨店の現状を批判し､今後の方向性を考察しようとする試み

が多くみられるという特徴がある｡

1990年代の百貨店研究において､百貨店の今後のあり方のよう

なものが多く問われている理由としては､先にも述べたように､

1990年代に入ってから百貨店の売上高の絶対値が前年度に比べ下

がった年が出てきたことと､長期的に売上高が低迷していることが

挙げられる｡このため､1990年代の百貨店研究では､売上高の伸

びが期待されていた時には目を逸らされていた百貨店の収益性の問

題が浮上してきており､日経流通新聞編 (1993,1996)をはじめ

55百貨店の中でも対象を絞り込んだ研究として､百貨店のバイヤー (小川
1993a)や百貨店外商部門 (南 1995)など百貨店に属する人や部門に対象を
絞った研究と､返品制をはじめとする取引制度に対象を絞った研究 (赤川

1995a,1995b,江尻 2001)などがあるO
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として百貨店の構造不況問題が議論されるようになっている｡そこ

で特に言及されていることは､オペレーション面での非効率さや､

百貨店の仕入れ形態に関する問題である｡特に後者は百貨店という

小売業態が取り揃える商品に関わることであるため､詳しくみる必

要がある｡

わが国の百貨店は､1990年代には通常 3種類の仕入れ形態を併

用することによって商品の品揃えを行っている｡これらは買取仕入

れ､消化仕入れ､委託仕入れの3つであり､百貨店以外の小売業で

普通行われている買取仕入れがあまり行われることなく､それ以外

の仕入れ形態-の依存度が高いとされている｡1990年代の百貨店

では消化仕入れと委託仕入れの比重が高く､これらの仕入れは売れ

残りのリスクを避けるために､利益率を下げてでも問屋に返品でき

る余地を残しているという共通点がある｡これらの仕入れ形態のう

ち委託販売は 1953年に既にオンワー ド樫山との間で行われている

が､百貨店研究者たちの間でこの問題が最も表面化されたのは 1990

年代になってからのことである｡そこで､当時の百貨店研究者たち

が共通して議論していることは､何故これらの仕入れ形態-の依存

度が高いのかということと､そこからいかに脱却するかという2点

である｡このうち､わが国の百貨店の仕入れ形態における消化仕入

れと委託仕入れ-の依存度が高いのは何故なのかということについ

ては､1990年代の百貨店のとらえ方に通じるものがある｡

百貨店が買取仕入れによってリスクを背負ってでも利益率を高め

ようとしない理由として主に挙げられる理由には2つあるoそれは､

取り扱っている種類の多さと､取り扱っている商品の価格帯の2点

である｡すなわち､数多くの種類の商品を取り扱っているために､

売れるかどうかの判断が困難であり､なおかつ､それらの商品の価

格帯が他の業態のものに比べて高いため､それらのリスクを全て背

負うことができないというのである｡ここで､百貨店が取り扱 う商

品の種類の多さについては1970年代以前も既に述べられていたが､

百貨店の商品が相対的に高額品であるという点は､1990年代にな

って初めて百貨店研究者たちの間で共通して認識されるようになっ

た百貨店の特徴である｡

もちろん､このような特徴は日本百貨店協会や各種統計資料で指

摘されている点ではない｡しかしながら､1990年代の百貨店研究

者たちが百貨店の取り扱っている商品価格帯の相対的な高さに注目
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しているのも事実である｡ 日経流通新聞編 (1993)は､その中の

2章で ｢百貨店価格はなぜ高い｣という題目をたて､その分析を行

っているし､小山 (1997)は百貨店が他の小売業と比べた時の独

自の特徴として ｢高級 ･高質品を高くても売る (21頁)｣というこ

とを､また伊藤 (1998)は百貨店らしさとして最高のサービスを

提供しながら ｢ハイエンドの商品を扱う (17頁)｣ことを挙げてい

る｡これらの議論は 1970年代にはほとんど見受けられない｡そこ

で､1970年代の百貨店研究者たちによる百貨店観に比較的高額な

商品を取り揃えているという点を加えたものを､1990年代の百貨

店研究者たちが抱いていた百貨店観だということにしよう｡

もちろん､商品価格が相対的に高いということは､サービスも相

対的に充実しているとみなせるかもしれない｡実際､伊藤 (1998)

のように百貨店らしさとして ｢最高のサービスを提供する (17頁)｣

ことを挙げている論者も存在する｡そこで､この相対的に充実した

サービスも､比較的高額な商品の提供と同様に､1990年代の百貨

店の特徴として挙げることにしておこう｡

4-3. 1930年代から1970年代､そして1990年代の百貨店-

ここまでで､1900年代､1930年代､1970年代､1990年代とい

う4つの時代それぞれの百貨店研究者たちがみてきた百貨店という

ものがどういうものだったのかを示してきた｡1900年代から1930

年代の百貨店の変容というのは図表 3-2で表したが､ここで､1930

年代から1970年代､1970年代から1990年代の百貨店観の変容に

ついて議論したい｡

1930年代の百貨店研究者による百貨店観と 1970年代の百貨店

研究者による百貨店観とを比べた時に､百貨店の何が､どのように､

何故､変わったのか｡それには大きく2つある｡第 1に､百貨店と

は単なる大規模で多様な商品を販売している小売業であるというだ

けでなく､業界団体や法律によって百貨店だと認められる必要が出

てきたという点である｡このことは､1937年に制定された百貨店

法の規制対象外となる大型店､具体的には総合スーパーの登場によ

って､中小小売商-影響を及ぼす大規模小売業であるのは百貨店だ

けではないのだという ｢擬似百貨店問題｣に関する百貨店業界の間

での主張からも理解される｡このため､1970年代の百貨店研究者
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たちは､百貨店とは百貨店として法律や業界団体に認められている

ものだという認識を得るようになった｡ただし､法規制の対象とな

ったり業界団体に認められているということは､百貨店が大規模で

多様な商品を取り扱っているということ以上の説明をしているわけ

ではない｡

そこで第 2に､百貨店とはセルフサービスでない､すなわち対面

販売を行う小売業態であると考えられるようになったことが挙げら

れる｡これは､先の百貨店とは法律や業界団体で百貨店だと認めら

れているものであるという規定と同様､百貨店研究者たちが取り扱

う公刊統計資料が､百貨店を総合スーパーと区別するために百貨店

とはセルフサービスでないという規定を行っていることに端を発し

ている｡百貨店を規定する対面販売という要素は､1930年代には

なく､1970年代になって登場しているが､もちろん対面販売自体

が 1930年代になかったというわけではない｡一般にセルフサービ

ス方式の販売が初めて行われたのは､1953年東京青山の紀ノ国屋

食料品店であるとされているように､わが国の小売業態の歴史を考

えると､対面販売の歴史に比べてセルフサービスの歴史の方が圧倒

的に短い｡このことから考えると､1970年代に百貨店の規定因と

して対面販売が付与されているのは､1970年代になってから対面

販売が行われるようになったからというのではなく､1930年代か

ら 1970年代の間に対面販売を行う小売業態が減ってきたからと考

える方が妥当であろう｡

では次に､1970年代の百貨店研究者による百貨店観と 1990年

代の百貨店研究者による百貨店像とを比べた時に､何がどのように､

何故変容したのかについて検討しよう｡本章では､これら2つの時

代で､百貨店が販売する商品が比較的高額品だととらえられるよう

に変容したという結論を出した｡また､その理由としては､1990

年代の百貨店研究者たちが当時の百貨店における利益率の低さの原

因として､委託 ･消化仕入れの存在を挙げており､それらの仕入れ

形態を百貨店が行うのは､取り扱う商品の種類が膨大なことと､取

り扱っている商品が比較的高額品だからであるという主張がみられ

たことを述べた｡もちろん､百貨店による実際の取扱い商品の平均

価格が上昇したかどうかなどといったことは､ここでは問題ではな

い｡大切なことは､1970年代の百貨店研究者たちが指摘していな

いことを､1990年代の百貨店研究者たちが指摘しているという点
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である｡先にも述べたように､返品条件付の仕入れ形態は 1950年

代に既に存在していた (詳しくは､江尻 1979)｡ それどころか､

百貨店が行う返品行為自体に関しては､すでに 1930年代に議論の

対象となっている (例えば､久富 1934)｡しかしながら､この問

題が百貨店研究者たちの間で表面化してきたのは､バブル崩壊後の

百貨店の売上が伸びなくなったり､その絶対値が下がったりした

1990年代になってからのことである｡

5. 小結 - 百貨店の変容-

1904年 12月の三越による ｢デパートメント･ス トア宣言｣を

もって噂矢とされる百貨店は､すでに 100年にも及ぶ歴史を有し

ており､百貨店に該当する企業や店舗を挙げることは誰にとっても

容易なことであろう｡しかしながら､これまでに論じてきたように､

この 100年もの間に百貨店という業態のとらえ方は幾度となく変

容してきている｡すなわち､1900年代には低廉な価格で多様な商

品を正札付現金販売で提供する大規模で壮麗な店舗を有した小売業

態とみなされていた百貨店が､1930年代には多種類の商品を販売

する大規模な店舗を有した小売業態とみなされるようになり､1970

年代には単に大規模で多様な商品を提供するだけでなく､その商品

の提供を対面販売によって行う小売業態こそが百貨店だとみなされ

るようになった｡そして 1990年代には､1970年代に想定されて

いた百貨店のとらえ方に比較的高額な商品を取り揃え､比較的充実

したサービスを提供しているという条件も加わるというように､百

貨店という小売業態のとらえられ方は､時代ごとに変容してきたと

いえる｡

国表4･2 百貨店の変容と相対化される′ト売業態

1900年代 1930年代 1970年代 1990年代 小売ミックスで想定される要素

正札付現金販売 販売方式.技術

低廉な商品の提供 比較的高額な商品の販売 商品の価格帯

取扱い商品の多様さ 多種類の商品を販売 多様な商品の取扱い 多様な商品の取扱い 商品の品揃え

大規模.壮麗な店舗 大規模である 大型店 大型店 店舗規模

対面販売 対面販売 販売方式

サービスの充実 サービス

筆者作成
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このような各時代ごとの百貨店研究者による百貨店観をまとめた

ものが前頁の図表 4-2である｡これまでの議論と､それをまとめた

図表 4-2によって､百貨店という1つの業態が､研究者たちという

1つの視点から眺めたときですら変容しているということが明らか

になった｡また､各時代の百貨店のとらえられ方を眺めると､事前

にどのような小売ミックスによって百貨店が規定されるかは不明で

あり､その時代ごとに百貨店を規定する要素が異なることが明らか

になった｡もちろん､小売ミックスとは小売業が行う消費者が接す

ることができる活動の総称であるため､小売ミックスに含まれる要

素を際限なく増やしていけば､百貨店がいかなる小売業態であるの

かは小売ミックスによって規定されるという仮説も支持されると考

えることができるかもしれない｡しかしながら､小売業態を規定す

る要素は際限なく存在するということであれば､小売業態そのもの

をなんら説明したことにならないのではないだろうか｡

また､それぞれの時代ごとの百貨店観は､比較される小売業態が

何なのかということで左右される部分が多々あるように思われる｡

1900年代であれば中′J､小売商､1930年代であれば連鎖店､1970

年代であれば総合スーパー､そして 1990年代であればコンビニエ

ンス ･ス トアや SPA といった､成長率が高いとされている小売業

態との比較の中で､百貨店がいかなる業態なのかという規定がなさ

れてきたように思われる｡

もちろん､本稿で行った作業は､各時代ごとの百貨店研究者たち

が抱いてきた百貨店観の変容を辿るという作業であって､百貨店と

いう業態そのものが変容したという結論には直接結びつくものでは

ない｡そのため､現実に百貨店がどのようにして変容を生じてきた

のか､またどのような変容を試みようとしてきたのかということに

ついて､考察を深めていく必要もあるかもしれない｡

しかしながら､百貨店が現実にどのように変容してきたかという

問題は､事前に現実の百貨店を規定することなしには議論できない

問題である｡そして､そのような議論には百貨店の業態規定要素を

事前に想定しなければならないという問題が潜んでいる｡第2章で

みたように､既存の小売業態論ではそれを小売ミックスや商品取扱

い技術によってクリアしようとしてきた｡しかしながら､本章で眺

めた百貨店観の変容をみても分かるとおり､業態規定要素がどのよ
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うなものになるのかは､事前に想定できない｡例えば､1970年代

の百貨店とは､それまで業態規定要素であると考えられてこなかっ

た販売方式が百貨店を特徴づける要素として挙げられるようになっ

ている｡もちろん､対面販売という販売方式は小売ミックスの-棉

成要素であるという指摘もあるだろう｡しかしながら､後に業態規

定要素の1つに販売方式という小売ミックスが含まれると考えられ

るようになったとしても､1970年代に対面販売が百貨店の業態規

定要素として挙げられるなどとは､1970年以前には想定できなか

ったことである｡

次章では､小売業態を構成する企業は自らの戦略意思決定によっ

て小売業態としての特徴を変えることができるという仮説を歴史的

に検証している｡具体的には､かつて百貨店であるということが広

く認知され､現在でも百貨店であることを否定する者がいないよう

な企業を一社とりあげ､その企業が自らの百貨店としての有り様を

いかに考えてきたのかということを歴史的に考察することにする｡

そうすることによって､次の2点を明らかにしたいと思う｡それは

第 1に､百貨店と呼ばれたり認知され続けてきた企業が変容を遂げ

る中でどのような意図をもっていたのかということである｡そして

第2に､その企業の変容は自らの望む方向-の変容であったのか､

あるいは､意図的な変容であったのかということである｡この仮説

を検証することによって､小売業態を構成する一企業が自らの有り

様さえ自らで規定できないということが理解されるであろう｡小売

業態を規定するものが小売ミックスをはじめとした業態規定要素で

事前に明確になっているというのであれば､それを意図的に変更す

ることで小売業態そのものの変容を遂げることが可能なはずである｡

しかしながら､本章でも明らかにされたように､小売業態とは他業

態との関係の中からその特質が明確になっていくため､自らが属す

る小売業態の特質は企業の思いのままに変容できないのである｡
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第 5章 百貨店の自己規定の困難性について

- 株式会社大丸の戦略転換を手がかりに-

1. はじめに

本章では､小売業態を構成する企業は自らの戦略意思決定によっ

て小売業態としての特徴を変えることができるという仮説を歴史的

に検証している｡第2章で概観したように､既存の小売業態論が想

定している小売ミックスや商品取扱い技術によって小売業態が規定

されるという前提は､ある小売業態が自らの特性をいかなるものと

規定するかが思いのままに行えるということを暗黙のうちに前提と

しているように思われる｡すなわち､例えば百貨店と総合量販店の

違いが対面販売かセルフサービスかという対面販売方法の相違点に

還元されるのであれば､百貨店がセルフサービスを行うようになれ

ば総合量販店と位置付けられるはずであるし､総合量販店が対面販

売を行えば百貨店に位置付けられるはずである｡そのため､第4章

で歴史的に証明した百貨店の変容という事象に対しても､百貨店自

身による環境適合の結果であるといえるのではないかという疑問が

生じることが考えられる｡小売業態が小売企業の集合であることか

ら考えれば､ある小売業態を構成する一企業､あるいは複数企業が

戦略的に小売ミックスを変更したり同一業態内の他社を模倣するこ

とによって､小売業態の変容が生じてきたのだという主張も考えら

れるだろう｡もちろん､そのような側面を完全に否定することはで

きない｡

しかしながら現実には､本来望んでいた方向とは異なる方向-と

自らを変容させなければならない状態に直面した事例も存在する｡

そのような事例を紹介することによって､小売業態が自らの特徴を

自身の思いのままに規定することができない事態もありうるのだと

いうことを歴史的に証明することが本章の目的である｡

小売業態を構成する小売業者が自らをいかなる小売業態であると

考えるのかということを ｢(小売業者による小売業態の)自己規定｣

と呼んだならば､本章では株式会社大丸 (以下､｢大丸｣と略記)

を対象に､大丸が百貨店としての自己規定においていかなる困難に

直面したのか､そのような困難が何故生じたのかを論証している｡
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本稿が分析対象とする企業は百貨店業を本業とする大丸である560

大丸は 1717年､現在の京都市伏見区で呉服店 ｢大文字屋｣として

創業以来､1907年に ｢株式合資会社大丸呉服店｣､1920年に ｢株

式会社大丸呉服店｣を設立し､1928年に商号を現在の ｢株式会社

大丸｣に改称している57｡ これらの商号変更のたびに定款の営業目

的も変更されている｡大丸 250年史編集委員会編 (1967)によれ

ば､株式合資会社大丸呉服店の定款では､｢富合社ハ呉服太物其他

諸物晶ノ販膏ヲ以テ督業ノ目的 トス｣と定められていたのに対し､

株式会社大丸呉服店の定款には ｢富合社ハ織物類ヲ主 トシタル百貨

店ノ経費ヲ以テ督業ノ目的 トスル株式合社 トス｣とあり､この頃か

ら同社が百貨店経営を行おうとし始めたことを窺い知ることができ

る｡さらに､1925年に定款の営業目的を ｢一.百貨店陳列販売業

(デパー トメントス トアの営業)但シ薬品､売薬､度量衡器及軽量

器ノ販売ヲモ含ム､-.写真業､一.以上ノ業務二付随スル製造業､

物品又ハ室ノ賃貸業並二附帯事業｣に改めている｡さらに 1928年

の商号変更の際には､定款を ｢-.百貨店陳列販売業 (デパー トメ

ントストアの営業)但シ薬品､売薬､度量衡器及軽量器ノ販売ヲモ

含ム､一.写真業､一.以上ノ業務二付随スル製造業､物品又ハ室

ノ賃貸業並二附帯事業､-.前諸耽 卜同一又ハ類似ノ皆利事業二封

スル投資｣-と変更している｡これらの点を鑑みれば､百貨店とし

ての大丸の始まりは 1920年､1925年､1928年といった3段階か

ら成っているとも考えられそうである｡

本稿で分析対象としてとりあげる際､大丸に関して特筆すべき点

は3点ある｡それは第 1に､大丸がいわゆる ｢呉服系百貨店｣と呼

ばれる､上記の如く創業以来非常に長い歴史をもった企業であると

いう点である｡第2に､大丸が 1961年下期から 1968年下期まで

連続して小売業界売上高第 1位の座を堅持し､戦前から戦後にかけ

ての百貨店業界における代表的企業であったと考えられる点である｡

第3に､大丸では社内資 (史)料を非常に重要な財産と考え､第3

56本章でも､前章までの議論と同様に ｢百貨店｣あるいは ｢百貨店業｣が何

を意味しているのかということを事前に規定していない｡大丸をとりあげて

議論しているのも､あくまで大丸が百貨店を名乗り､それを否定する者がい

ないからである｡また､議論の後半に出てくる他の小売業態に関しても､ス

ーパーであればスーパーと呼ばれる企業 (秤)を指しており､その′J､売業態

がいかなる存在であるのかということについての議論はしていない｡

57なお､｢大丸呉服店｣が ｢大丸｣へと改称した当時の資料としては､本稿の

80



章の資 (史)料説明でも紹介したように､社内報についても長い期

間にわたって貴重な資 (史)料が保存されていたという点である｡

ここで本稿の問題意識に照らし合せた場合､百貨店という小売業

態の中でも代表的な企業 1社をとりあげることにどのような意味

があるのかについても論じる必要があるだろう｡小売業態の変容を

語るために､前章で行ったように百貨店という小売業態全体を眺め

ようとするのではなく､大丸だけを分析の風上に上した理由がそれ

である｡その理由は3つある｡第 1に､本章で問題としているのは､

小売業態を構成する一企業あるいは複数企業が意図的に変容したり､

思いのままに自己規定を行える可能性についてであるため､百貨店

全社ではなく対象企業を絞る必要があるという理由が挙げられる｡

もちろん､小売業態を小売企業の集合であると考えたならば､企業

間での相互作用によって小売業態が定まっていくと考えることもで

きよう｡しかしながら､その場合でも代表的な数社の動きが大きな

影響力を持つことが十分に考えられる｡

第2に､百貨店という業態の変容を議論するためには､かつて ｢百

貨店である｣と考えられていた企業で､現在でも ｢百貨店である｣

と考えられている企業 1社をとりあげれば､百貨店全社をとりあ

げる必要はないということが考えられることが理由として挙げられ

る｡すなわち､1925年に営業目的を百貨店営業と定め､1928年に

商号から ｢呉服店｣を取り去ったということを考えれば､大丸には

百貨店としての歴史が少なくとも75年あることになる｡75年前に

百貨店であった大丸が､現在でも百貨店とみなされていることを考

えれば､その大丸が百貨店であり続けながらいかに変容してきたの

かを論じることによって､百貨店全体を考察する一助となることが

考えられる｡

第3に､百貨店の内と外の両面から歴史分析を行うことによって､

本稿が想定している理論枠組みの妥当性が高められると考えたから

である｡すなわち､前章で行った歴史分析は百貨店を外から観察し

たものであるのに対し､本章で行う分析は百貨店内部の人々の感じ

方や考え方を対象としている｡前章と本章との内容に矛盾が生じる

か否かによって､本稿の分析の妥当性の高さも確認できると思われ

る｡

最後にある補足資料1(大阪朝日新聞1928年 5月28日付)を参照されたい｡
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以上の理由から､大丸が百貨店としての自己規定においていかな

る困難に直面したのか､そのような困難が何故生じたのかを論証す

るために､本章の以下の節では､次のような構成をとっている｡続

く第2節では､大丸が創業以来 300年近くもの間堅持し続けてき

た経営理念である ｢先義後利 (せんぎこうり)｣という精神につい

て説明している｡第3章の資 (史)説明でも述べたように､本章で

分析対象としている大丸の社内報は外部のプレス等には配布されな

いため､ トップ ･マネジメント層が従業員に対して求める ｢百貨店

としての企業像｣が数多く掲載されていた｡このような自らが求め

る企業像､あるいは百貨店としてのあるべき姿は､社内報の中では

｢先義後利｣という表現で表わされている58｡ そのため､この ｢先

義後利｣という経営理念は､大丸が自己規定を行うに際してどのよ

うな方向-と進んでいこうとするのかを方向付ける重要な役割を果

たしているように思われる｡仮に大丸の自己規定が容易なものであ

ったとするならば､大丸はこの経営理念に従った形で自らの有り様

を維持 ･変化させたはずである｡

そのため､第 2節では次の3点についての確認を行っている｡そ

れは第 1に､この ｢先義後利｣がいかなる内容の経営理念であるの

かという点である｡第2に､｢先義後利｣がどれほど重視されたの

かという点である｡そして第3に､この経営理念が具体的な活動-

と体現されるにあたっても､大丸社内で決して放棄することができ

なかったのだという点である｡

第3節では第 2節で確認されたいくつかの点を踏まえて､大丸が

｢先義後利｣という経営理念を果たすために実際にどのような活動

を行おうとしてきたのかということを眺めている｡大丸が実際に行

おうとしてきた活動は､同社がいかに自己規定したのかということ

を明らかにするものであり､その変容と変容原因を考察することに

よって､大丸が直面した自己規定の困難性を歴史的に証明している｡

58本章では､現存する社内報の中でも特に1930年代から1960年代において､
大丸が百貨店としての自らをいかなる企業と考えてきたのか､あるいは百貨

店とはいかなる小売業態であると考えてきたのかということが書かれた箇所

の大半を引用しているOそのため､表現こそ ｢先義後利｣という経営理念と

して表わされているが､その内実は大丸が求めた百貨店像であると考えるこ
とができるLr
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2. 大丸が求める自己規定 - ｢先義後利｣を手がかりに-

大丸では､創業時から百貨店としての定款変更 (1925年)を経

てもなお､時には社是として､時には経営理念として､時には規範

としてと､表現方法こそ異なるものの遵守されてきた理念 ･精神が

存在する59｡ それが ｢先義後利｣である｡この ｢先義後利｣という

経営理念は､大丸が百貨店としての自社のあるべき姿について言及

する際､必ずといって良い程に用いられる概念であり､大丸が考え

る ｢百貨店像｣を一言で表したものであるといえる｡実際､およそ

70年分が現存している大丸社内報の全てに目を通した時に分かる

ことは､大丸の首脳陣が自社の進む方向やあるべき姿について言及

する時に､この ｢先義後利｣に触れることが非常に多いということ

である｡

この節では､大丸が頑なに守り続けてきたこの ｢先義後利｣とい

う経営理念に関して､以下の3点について考察する｡それは第1に､

この ｢先義後利｣がいかなる内容の経営理念であるのかという点で

ある｡第2に､｢先義後利｣がどれほど重視されたのかという点で

ある｡そして第3に､この経営理念が具体的な活動-と体現される

にあたっても､大丸社内で決して放棄することができなかったのだ

という点である｡以上3点に関する議論を行うことによって､大丸

がどのような方向で自己規定を行おうとしてきたのかを理解するこ

とができる｡

2-1. ｢先義後利｣とは

ここでは､本章で議論の姐_上に上す ｢先義後利｣という用語が大

丸においてどのような意味でとらえられてきたのかということにつ

いて確認している｡現存する大丸の社内報の中で ｢先義後利｣とい

う経営理念について記されている最古の史料は､1934年の旧店友

のものである｡そこでは､この ｢先義後利｣について以下のように

記されている｡

59本稿では､この ｢先義後利｣を大丸の経営理念と位置付けているOもちろ

ん経営理念という概念自体が存在しない時代にもこの ｢先義後利｣は存在し

ていたため､時代によっては異なる表現方法が用いられているが､本稿では

一貫して経営理念として扱うことにしたいO
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義は正義の義､で正しきことRightousnessを意味し､忠義

の義で忠誠､奉仕Loyalty,Serviceを意味し､義侠､義損の

義で､他人の創 こ毒すことChivalry,Contributionを意味す

(里見純吉専務､1934年､旧店友70号)

ここでとりあげた里見によれば､｢先義後利｣という経営理念は大

丸の店祖である下村彦右衛門が ｢義を先にして利を後にするものは

柴ゆ｣という標語を掲げていたのが始まりだという｡また､この標

語は儒学の祖の一人といわれる有子の栄辱編から採ったものと考え

られている｡同様の説明は､後年､新入社員-の訓示において再三

登場している｡そこでは､

わが大丸は享保2年､店祖下村彦右衛門氏が大いなる抱負と

使命をもって開業以来ここに236年､常に ｢先義後利｣を

条として社会のために貢献をしてきた｡｢先義後利｣とは先

ず社会に対してその義務を完全に果したならば､権利すなわ

ち利益というものはその報酬として自然に生まれてくるとい

う考え方であって-･(後略)-･

(北揮敬二郎社長､1952年､7巻54号)

といった社長による訓示や､｢先義後利｣という用語そのものこそ

出ていないものの､

わが大丸は､243年の昔から今日まで､連綿として､常に ｢人

様のおためになるように､お役に立っように｣という考え方

で､また働くことを通じて､社会に奉仕することを信条とし

て､経営され､歴代の経営首脳陣や､先輩たちの､たゆみな

い努力と､不屈の精神､創意とくふうによって､輝かしい発

展を続けてまいりました｡

(原田毅神戸店長､1960年､15巻 124号)

といった店舗レベルでの訓示としても登場する｡北洋社長は ｢先義

後利｣の ｢義｣を ｢義務｣であると述べているが､文脈より大丸が

果たす義務とは社会-の貢献であると認識されていたということが
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読み取れよう｡ また､原田神戸店長の発言においても､｢人様のお

ためになるように､お役に立っように｣奉仕することが求められて

いるということが分かる｡ここに引用した3氏の発言より､｢先義

後利｣の ｢義｣とは､大丸が果たす社会に対する ｢忠誠｣あるいは

｢奉仕｣という ｢義務｣であると考えられてきたということが理解

できる｡

この ｢先義後利｣が､時代ごとにどのように解釈 ･実践されてき

たのかは後述するが､里見純吉専務による発言の 33年後､大丸が

創業 250年を迎えるにあたり､10年の歳月をかけて 『大丸 250年

史』を発刊しようとした際にも､この ｢先義後利｣の意味を説明し

た記述が見られる｡それは以下のとおりである｡

先義後利- 大丸における業祖以来の"金科玉条''である｡

250年の長い年月､われわれの先輩は､これを金言として身

につけてきたし､今後とも､大丸の社章とともに生き､教え

導いていく名句であろう｡業祖彦右衛門は､業ようやく成っ

たころ､自ら筆をとって 『先義後利』の掛軸を作り全店に配

布､また本家､別家にも下げ渡して､大丸の商魂とし､座右

の銘とするように命じた｡以後先義後利は大丸の精神､営業

方針の根幹をなしている｡

ところで義とは- 信義､正義､義理､義心- さらに広

く､人倫､人道と拡大解釈をしたほうが適当なように思われ

る｡この精神は現在のキャッチ ･フレーズである "どこより

もよい品を､どこよりも親切に"ということになった｡

(大丸250年史編集委員会､1967年､22巻 193号)

この最後の ｢キャッチ ･フレーズ｣こそが､｢先義後利｣が具現化

された時の活動として考えられるが､それに関しては後述し､ここ

では､以下の2点について確認できればよい,,それは第1に､大丸

で用いられている ｢先義後利｣という用語の意味がいかなるもので

あるのかという点についてである｡ これについては､既述のとおり

｢先義後利｣の ｢義｣とは､大丸が果たす社会に対する ｢忠誠｣あ

るいは ｢奉仕｣という ｢義務｣であると考えられてきたということ

ができる｡そして､この ｢義務｣を果たすことが企業の存続 ･成長

のベースとなる ｢利益｣につながるというのである｡
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第 2に､｢先義後利｣という経営理念が大丸創業以来の金科玉条

であり､大丸が重視し続けてきた精神であるという点である｡これ

についても､ここまでの議論から概ね首肯できそうである｡もちろ

ん､｢大丸創業以来｣といっても､創業時の信頼に足る史料が十分

に存在しているわけではない｡しかしながら､この経営理念が大丸

創業以来の金科玉条として遵守されてきたのだということを伝える

重要なエピソー ドがある｡それは 1837年に起こった大塩平八郎の

乱における大塩平八郎の言葉として伝えられている｡すなわち､大

塩平八郎が暴動を起こした時に､商人というものは不浄の財を蓄え

る存在であるので滅ぼすべLと考える中､唯一大丸だけは ｢大丸は

義商であるから犯すな｣と部下に命 じていたというェピソー ドが､

大丸には伝えられている｡以下の里見専務の発言にもあるように､

このエピソー ドは大丸が自らの経営理念である ｢先義後利｣を誇り

として社内外に伝える時に欠かせないエピソー ドとなっている｡

かの大塩の乱に際し､指揮者は大丸店頭に殺到せんとせる

部下の-圏に命じ ｢これ義商なり､侵すな｣と固く侵入を戒

め､大阪に於ける巨商の多くが､襲撃を蒙りたるに拘らず､

大丸は暴徒の難を免れたりといふ史跡の如き､店祖の指導精

神が其経費の上に反映し､大丸の店是が常時一般に認識され

て居たりし事案を物語るものであらう｡

(里見純吉専務､1934年､旧店友 70号)

このようなエピソードが 1934年時点で語られていたことから考え

れば､少なくとも大丸が百貨店を名乗るようになる遥か以前から｢先

義後利｣を経営理念とし､それが消費者の間で受け入れられていた

のだと大丸自身が考えていたということはいえるであろう60｡

また､この ｢先義後利｣という経営理念やそれが具体的なエピソ

60ただし､このエピソー ドが史実に基づいたものかどうかについては､確証

は得られていない｡これは､三井 ･岩城といった商人が丸焼けにされる中､

大丸は戦火を逃れたことは史実 (大丸京都総本店から江戸店-出した文書の

写し)として残されているが､大塩平八郎が口頭で部下に命じたとされてい

るため､大塩平八郎が意図的に大丸を攻撃対象から外したのかどうかについ

ては､史料として残されていないのが最大の理由である,,このため､大塩平

八郎の発言も ｢大丸は義商であるから､犯 (倭)すな｣といったという説や､

｢大丸は義商であるから､焼くな｣といったという説のように､複数の説が

存在するO

86



- ド化された時の大塩平八郎の乱に関するエピソー ドは､現在でも

インタビュー等で大丸社員が強調するポイントとなっているし､ウ

ェブ上のホームページにも詳しく載せられている61｡

2-2. 変わらぬ精神､変わる活動方針

ここまでで､大丸が創業以来 300年近くもの間､｢先義後利｣を

経営理念､あるいは経営における基本的精神としてきたことが理解

されたであろう｡このような経営理念は大塩平八郎の乱という具体

的なエピソー ドとして語 り継がれ､今日にいたっている｡では､こ

の ｢先義後利｣という経営理念は本当に大丸の具体的な活動に結び

ついているのであろうか｡より具体的にいうならば､大丸が様々な

活動を行う際にも ｢先義後利｣の ｢義｣を果たそうと意識してきた

のであろうか｡本節では､この点について確認していくことにする｡

大丸が長期 ･短期を問わず何らかの方針を立てるときに､｢先義

後利｣という経営理念が明示 ･暗示的に影響していることは､さま

ざまな史料を通して眺めることが可能である｡その中でも､｢先義

後利｣の精神が大丸の実際の経営活動にどのようにつながっている

のかを表わした典型的な発言として､次のような発言がある｡

今後百貨店事業の封象とすべきは､大衆顧客-の奉仕であり､

民主国家､協同社食建設-の協力であらねばなりません｡｢文

化の殿堂｣と云い､｢奉仕の道場｣と云う吾々の理想も､寮

にこの基礎の上に立って､はじめてその全き意義をもち得る

でありましょう｡

(北滞敬二郎副社長､1949年､4巻 23号)

この北洋副社長の発言の中には ｢先義後利｣という言葉が直接入

ってはいないが､大衆顧客-の奉仕が ｢義｣であることは先述のと

61ただし､ホームページ上では先義後利の意味は ｢『百貨店において最も大切
なことは､社会とお客様への義 (信義､道義)を貫くことである｡企業の利

益は､社会とお客様からの信頼を得ることによってもたらされる』との意を

込めた言葉であり､企業の 『社会的責任』と現在当社が目指している 『お客

様第-主義』の本質を表現していますG｣というように､非常に現代的なもの

に換言 されているOなお､ホームページのアドレスは以下のとおりであるo

http://www.daimaru.co.jp/company/about仙istory.html
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おりであるOこの ｢文化の殿堂､奉仕の道場｣というのは､1935

年頃に従業員募集に用いられた標語だそうだが､このような標語､

あるいは理想の中にも､大丸が創業以来抱いている ｢先義後利｣の

精神が反映されていることが覗えよう｡あるいは､この北揮副社長

が社長に就任した後のことであるが､従業員全員に求めることは何

かという問いかけをされた時の回答として､以下の回答が見られる｡

(大丸社長として､自社に求めることは :引用者注)大丸伝

統の ｢先義而後利者栄｣という業祖の遺訓を体し､商品の改

良向上､サービス精神の昂揚によって､｢どこよりもよい品

を､どこよりも安く､どこよりも親切に｣の標語を実践する

ことである｡

(北洋敬二郎取締役社長､1958年､13巻 106号)

先の発言では明示されていなかった ｢先義後利｣が､今度の発言で

ははっきりと述べられている様子が窺える｡さらに､先ほどの ｢文

化の殿堂､奉仕の道場｣と同様､｢どこよりもよい晶を､どこより

も安く､どこよりも親切に｣という実際の活動方針に ｢先義後利｣

の精神が反映されていることが窺えよう｡

また､この精神はトップが替わっても引き継がれているというこ

とが､北滞取締役社長から井狩取締役社長-と替わっても､その発

言内容に何ら違いがないことから窺える｡すなわち､大丸の従業員

としての具体的な行動の目標として従業員に求めることは何かとい

う問題に対し､

｢百貨店のになう社会的経済的使命を､ひとりひとりが行動

として表わそう｣ということであります｡大丸の社会的経済

的使命は､さきにあげました ｢先義而後利｣の経営理念にも､

また ｢どこよりも良い品をどこよりも安くどこよりも親切

に｣のモットーにもじゅうぶん言いっくされているのであり

ます｡

(井狩爾治郎取締役社長､1964年､19巻 161号)

と答えているのがそれである｡ トップが替わっても引き継がれる大

丸の経営理念が ｢先義後利｣なのだということが､これらの発言か
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ら確認されるであろう｡

ここで両社長が述べていることは､以下のとおりである｡すなわ

ち､大丸では ｢先義後利｣という精神を重視しているため､それを

取扱い商品や販売に繁栄させることで､当時標語として掲げていた

｢どこよりもよい品を､どこよりも安く､どこよりも親切に｣提供

し､使命を果たすことを従業員に求めるということがそれである｡

もちろん､このような実践が実際に行われていたかどうかは､ここ

では問題ではない｡大丸が ｢先義後利｣の精神を､自らが提供しよ

うとする商品あるいは販売方法に活かそうとしていたことが重要な

のである｡つまり､大丸が自らが進もうとした､あるいは進みたい

と望んだ方向を定めるのに､｢先義後利｣の精神が羅針盤の役割を

果たしたということが重要なのである｡

あるいは､これが大丸独特のものであるのかどうかということも､

ことさら問題ではない｡実際､｢先義後利｣という精神や､それを

反映した標語に関して以下のような発言も見られる｡

｢先義而後利｣というのか､どこよりもよい晶を､どこより

も安く､どこよりも親切に､ということですが､これはしか

し､あらゆる商売人が心がけておることです｡独特のものだ､

といえないと思うのですが･-0

(武部新八郎大阪店次長､1959年､14巻119号)

このような発言は､新入社員や若手社員などの発言としても何度か

確認されるが､｢先義後利｣という経営理念､あるいはそれに基づ

いた活動が大丸独自のものであろうとなかろうと､大丸が進もうと

した方向が ｢先義後利｣によって定められていたということに違い

はなかろう｡

ここで問題となるのは､大丸が自らの経営理念や運営方針､ある

いは標語の類を実践できていたかということや､それが大丸独特の

ものであったのかということではない｡ここで重要なのは､大丸が

300年間近くも重視してきた経営理念が､時代ごとに異なっていた

としても実際に行おうとしていた経営の方向付けを成しているとい

うことである｡事実､後にも述べることであるが､大丸が実際の活

動を具体的に表現する時の標語も時代ごとに異なっている｡しかし

ながら､それら全ての根底には ｢先義後利｣の精神があったという
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ことがいえるのである｡

では､このように大丸の経営理念､あるいは経営の基本的精神が

創業以来変わっていないということは､本稿の問題意識に照らし合

せると､どのようなことを意味しているのであろうか｡

2-3. ｢先義後利｣の精神が本稿の問題意識に意味するもの

ここまでで確認されたことは以下の2点である｡それは第 1に､

大丸が創業以来 300年近くもの間､｢先義後利｣という経営方針を

変わらずにもち続けてきたということである｡第2に､大丸の活動

方針が､具体的にどのような形として表わされていたとしても､こ

の ｢先義後利｣という精神を根底にもち続けてきたということであ

る｡それでは､これら2点は本稿の問題意識に照らし合せて考えて

みると､どのような意味をもっているであろうか｡

小売業態論では第2章でも見てきたように､小売ミックスや商品

取扱い技術によって小売業を分類しようとしてきた｡そのため､百

貨店という小売業態は小売ミックスをはじめとした何らかの構成要

素の集合とみなされてきた｡このような観点から見れば､大丸の活

動方針が ｢先義後利｣に基づくものであり続けた以上､大丸が1925

年に百貨店を標榛し始めて以降これまで ｢先義後利｣を企業理念と

し続けてきたことと､大丸が百貨店であり続けてきたこととの間に

は､整合性が取れているともいえそうである｡つまり､75年以上

前に大丸が自らを百貨店であると規定して以来､現在でも大丸が百

貨店を名乗っていることは､｢先義後利｣という経営理念を根底に

もった活動方針によって説明できるというわけである｡もちろん､

｢先義後利｣とは経営理念あるいは基本的精神であって､′J､売ミッ

クスでなければ商品取扱い技術でもないが､｢先義後利｣の精神が

大丸のあり方全てに関わってくるものである以上､大丸が自らの百

貨店としての姿を一貫して ｢先義後利｣を軸に考えてきたというこ

ともできそうである｡

しかしながら､それでもなお次の2点について熟考する必要があ

るように思われる｡第1に､企業が自らのあるべき姿を定めたもの

が経営理念であろうが他の何かであろうが､それを実際の具体的活

動に体現しようとする時にどのような形で行うのかには､様々な形

がありうるという点である｡すなわち､同じ ｢先義後利｣を理念と
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していたとしても､それが実際の企業活動に反映された時には様々

な反映のされ方があり､必ずしも企業外にいる人たちが認知できる

形で反映されるとは限らないということを考えなければならない｡

第2に､企業が自らのあるべき姿をこうであると指し示したとして

も､それが実際の姿として現れるとは限らないという点についても

十分考えなければならない｡これには､経営理念は Aだが実際に

行おうとする行動は Bであるというように､言動が一致しない場

合と､それら両方が一致していたとしても行動が巧くいかないとい

う場合とがある｡すなわち､大丸が自らを百貨店であると考え続け､

そのあり方を ｢先義後利｣で位置付け続けたとしても､大丸が自ら

を何者であるか規定できるとは限らないということは､現実にはい

くらでも起こりうることである｡

次節ではこれら2点についての考察を行っていくが､このうち後

者､すなわち ｢大丸が自らを何者であるかを規定できるか否か｣と

いう問題は､理論的には非常に意味のあるものと考えられる｡何故

ならば､既存の小売業態論が想定してきたことは､小売ミックスで

あったとしても商品取扱い技術であったとしても､それを行えば当

該業態になりうるということを暗黙のうちに想定しているからであ

る｡すなわち､既存の小売業態論では､小売ミックスにせよ商品取

扱い技術にせよ､それを変えることによってある業態が別の業態に

なるということが安易にできるということが考えられる｡例えば､

百貨店が対面販売を辞めるなど小売ミックスを変更したり､ある技

術を採用することで取扱い商品を変更すればGMSや各種専門店に

なれるということが､暗黙のうちに想定されていたように思われる｡

あるいは百貨店であれば百貨店の特徴を小売ミックスや商品取扱い

技術によって定めることができ､それを行う主体が直面する自らの

アイデンティティの崩壊につながる事態を考慮していないように思

われる｡果たして､このように既存研究で想定されてきたことは正

しいのであろうか｡次節では､このような問題を考察していくこと

にする｡

3. 先義後利の実践

前節では､大丸が創業以来 300年近くもの間､一貫して ｢先義
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後利｣の理念 ･精神を遵守しようとしてきたことが確認された｡ま

た､そのことが理論的には､大丸が百貨店という小売業態であり続

けたことと整合性が取れているという可能性についても触れた｡す

なわち､大丸が百貨店業を営み続けているのであるから､同じ目的 ･

方針をもち続けてもおかしくないかもしれないということが考えら

れた｡本節で行 う作業は､そのことが実際に大丸が行おうとしてき

た活動とどのように結びついてきたのかを確認する作業である｡

どこの企業でもそうであろうが､企業が進むべき道や目指す方向

を具体的に表した標語というものは､企業構成員一人一人の活動の

指針となるものである｡あるいは､指針とするために標語というも

のが掲げられるのであって､それを無視した活動は､企業内では批

判の対象となりえるであろう｡

大丸でも､先に記したように､｢文化の殿堂､奉仕の道場｣とい

った標語や､｢より良い晶を､より安く､より親切に｣といった標

語が掲げられていた時代があり､それらの標語から大丸が自らをい

かなる存在であると考えていたのか､どのような方向に進もうとし

ていたのか､といったことを窺い知ることができる｡企業が自らを

いかなる存在であると考えたり､どのような方向に進もうと考える

のかといったことを ｢(企業の)自己規定｣と呼ぶならば､大丸の

自己規定は百貨店であり続けたことや､｢先義後利｣を唱えつづけ

たこと同様､一貫したものであったのだろうか｡あるいは､大丸の

自己規定に変化が生じていたとするならば､それは自らが望むもの

だったのだろうか｡本節ではこれらの点について考察していく｡

3-1. ｢より良い品を､より安く｣を実践するために

大丸が掲げる標語の中でも､｢先義後利｣の精神が最も直裁に表

れており､かつ長期にわたって大丸社内で共有されていた標語とし

て､｢より良い品を､より安く､より親切に｣というものが挙げら

れる｡この標語はそもそも､戦後間もない消費者の購買力が低下し

ている頃､一般消費者の購買を喚起するために掲げられた ｢どこよ

りも良い品を､どこよりも安く｣という標語が元になっている｡こ

の ｢どこよりも良い品を､どこよりも安く｣という標語は戦前に用
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いられていた標語なのであるが62､戦後間もない頃に再び掲げられ

るようになった｡その時の経緯は､1950年の 1月の百貨店部長会

議における北揮副社長の発言からみてとることができる｡

購買力の減退によって､一般消費者がそれぞれ消費の合理化

を行うことは常然であるから､我々は大衆のこの要求を充す

篤め膏債に留意して常に他店の調査を怠らず､又小口仕入に

依って商品の轡化､物債の轡動に底ずることゝし ｢良品を廉

慣｣に提供すべきである｡比の際戦前に使用していた ｢どこ

よりも良い晶をどこよりも安く｣の標語を高らかに掲げて進

みたいと思う｡

(北滞敬二郎副社長､1950年､5巻31号)

この ｢どこよりも良い品をどこよりも安く｣という標語が､後に ｢よ

り良い品を､より安く､より親切に｣となる｡この標語から､1950

年頃の大丸が戦後に再度自らの提供する商品を ｢良品｣と ｢廉価｣

という2つで指向していたことが理解されるだろう｡では､戦前の

大丸はこの ｢良品｣と ｢廉価｣を達成するために､具体的にはどの

ようなことを行っていたのであろうか｡戦前の大丸がどのようにし

て ｢良品｣を提供しようとしていたのか､どのようにしてそれを ｢廉

価｣で提供しようとしていたのか｡この2点についてそれぞれ史料

を眺めていくことにしよう｡

大丸が良質の商品を販売するために行っていた具体的な対策の 1

つとして､商品試験所という機関の存在を挙げることができる｡こ

の商品試験所がいかなる機関かというと､

だいたい試験所の内容というと､ 1､商品の鑑別ならびに品

62戦前にもこの標語を掲げていたことを例証する発言として､大丸興業株式

会社が設立された背景を説明する以下の発言が参考になろう｡｢昔時の里見専

務は､『百貨店は配給機関の使命を達成することによって社食奉仕をしなけれ

ばならぬ.之が資現には､他店より悪い品を要らぬことO 他店より高い品を

膏らぬこと｡を二大信候として蓬遷しなければならぬ｡其方法として京､阪､

神三店の共同仕入機関を設けて慣格の切り下げを計ると共に､商品試験によ

って低劣商品を駆逐しなければならぬ｡』との強い信念の下に､百貨店の共同

仕入機関として昭和七年七月､大丸興業株式合社を清水町の別館に設立する

ことになったのであります｡(佐藤定雄大丸興業総務部長､1949年､4巻 29
早)｣
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質の試験､2､新製品および新材料の研究､3､品質管理の

事務､この三つが､商品試験所の職務規程で決められた職務

内容です｡

(下村寿本部第 2業務部商品試験所所長代理､

1963年､18巻158号)

という下村所長代理の発言から読み取れるだろう｡すなわち､当該

機関が行 う具体的活動 としては､大丸が取り扱 う商品に関する調

査 ･試験 ･研究が挙げられる｡特に､大丸が取り扱 う商品が ｢良品｣

であり､｢『安心して御買求め願えるよい晶質のもの』の科学的裏附

け (虞藤義郎商品試験所主任､1951年､6巻 50号)｣を行うこと

が商品試験所の一番の課題だと考えられている｡

商品試験所が設立されたのは 1932年であるが､当時は､消費者

が小売店舗で販売される商品について十分な知識を有していなかっ

た｡そのため粗悪品を買わされることも多く､｢(どこをもって粗悪

品とするかという:引用者注)限界点を見出し､それによって大丸

の商品を浄化する粗悪品駆逐の基礎をつくり､それを強力に実施す

るために商品試験所は存在する (虞藤義郎商品試験所主任､1951

年､6巻 50号)｣と考えられていたという｡

このように､大丸が提供する商品が ｢良品｣であることを遵守す

べく存在する商品試験所が設立された背景について､以下の発言は

興味深い｡

試験所を作ろうと思われた里見さん (里見純吉専務 :引用者

注)の考え方の根本には､良品廉価､より良い品物を､より

安く､があったことです｡- (中略)･･･新しい商品が出てく

る｡そうすると従来の経験と勘だけでは､大丸の社是である

｢良い晶をどこよりも安く｣ということを､自信を持ってで

きない｡それをお考えになっていたのでしょうね｡

(広藤義郎元商品試験所所長､1963年､18巻 158号)

商品試験所を設立する当初､当該機関によって ｢良い品をどこより

も安く｣販売できるようになると里見純吉専務が考えていたという

ことに関しては､良質の商品ということに納得がいったとしても､

安価な商品の提供を商品試験所で可能になるというのが何故なのか
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は十分理解できない｡事実､安価な商品の提供と商品試験所の存在

との関係については､現存する 70年以上にわたる史料の中でも､

十分に説明されたものは存在しなかった｡しかしながら､以上の史

料から､大丸が ｢より良い品を､より安く｣という標語のうち､｢よ

り良い品｣を提供するために商品試験所という機関を設け､そこで

の業務を通じて標語の実践を果たそうとしていたことが理解された

であろう｡では､｢より安く｣の方はどうであろうか｡

現在の百貨店の姿を知る我々からすれば､大丸が低価格路線を選

び続けていたということに非常に違和感を覚えずにはおれない｡あ

るいは､低価格路線といった場合にも､比較対象が百貨店なのか一

般小売商なのかによって､全く違った姿になってくるだろう｡しか

しながら､本稿では再三指摘しているように､大丸が ｢低価格商品

を販売しているかどうか｣が問題なのではなく､大丸が ｢低価格商

品を販売しようとしてきたかどうか｣こそが問題なのである63｡

大丸がいかにして ｢より安く｣を実践していたのかに関する詳細

な史料は､散見する限りでは残された史料の中には発見されなかっ

た｡第4章でみたように､百貨店はそもそも大量に仕入れを行った

り､製造業者の設備の運休期に自社で取扱う商品を製造させること

によって低廉な商品の販売を可能にしていた｡そのため､大丸でも

これらの方法を用いることによって ｢より安く｣を実践していたの

かもしれない｡しかしながら､本稿で分析対象に用いている大丸社

内報は1900年から1910年という期間には末だ発行されておらず､

大丸が実際にこれらの活動を行っていたかどうかに関する史料は発

見できなかった｡しかしながら､残された史料の中でも参考になる

発言として､仕入れに関する発言と特売に関する発言が存在する｡

それぞれ具体的に見ていこう｡

仕入れの重要性は現在でも百貨店業界各社で頻繁に耳にすること

ができるが､それは何十年も前から同じように考えられていたよう

である｡事実､下村正太郎社長が東京の百貨店を視察してきた後に

63｢廉価｣といった場合には､本稿第4章で1930年代の百貨店研究者による
百貨店観を考察した時にも述べたように､(1)取り揃えている商品の平均価
格が他店に比べて廉価である､(2)取り揃えられている商品のうち同じ商品
を比べた場合には他店に比べて廉価である､という2通りが考えられる｡こ
のうちどちらが大丸にとっての ｢廉価｣であるのかを明確にする史料は､現
存する史料の中からは発見されなかった｡しかしながら､どちらの場合にせ
よ､当時の大丸が ｢廉価｣による販売を方針としていたことに違いはない｡
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述べた百貨店業界の状況に関する感想からは､そのことを窺い知る

ことができる｡

各店とも殆ど同じであって特徴がない｡唯々一様に値段の上

でのみ競争している状態である｡-･(中略)-仕入係に商品

智識が欠乏して居るか､或は仕入方の研究が足らないかの岳

めに､勢ひ膏込屋にリー ドされ､不知不識の間に引きづられ

て居るのではあるまいか

(下村正太郎社長､1932年､旧店友 48号)

当時大丸は東京に店舗を構えておらず､そのため下村社長も自ら

の観察眼を ｢ス トレンヂャ-の目｣と称している｡そのス トレンジ

ャーの目から見たことが､東京の百貨店だけの問題ではなく､関西

を拠点とする大丸にも当てはまりうるということを十分認識してい

たようである｡下村社長は仕入れを他社との差別化をはかるために

重要な活動だと考えていた節が見受けられるが､それ以上に仕入れ

を重視した発言も存在する｡例えば､以下の発言は仕入れと ｢廉価｣

との関係を考察する参考になるだろう｡

仕入の主眼とする庭は､適品を精摸し､新品珍品を逸早く仕

入れ仕入を廉債に､特責品を犠牲的に働かせ､以て品質に於

ても､値段に於ても晶揃ひに於ても､他店に優越する目的を

達成するにあり､その上自店考案の濁特品を陳列し､他店の

追随し得られない､権威ある督業振りを発揮することである

(市川吉太郎監査役､1934年､旧店友 71号)

この市川監査役の発言からは､優れた仕入れを行うことによって良

質の商品を廉価で仕入れることが可能になるということを表わして

おり､仕入れ活動の重要性は､大丸が他社との差別化をはかるとい

うことだけに留まらないと考えていたように思われる｡

では､特売の方はどうであろうか｡大丸で行われた特売に関連し

た催しとしては､例えば 1910年代半ば (大正年間)に ｢半額割戻

し｣という､10日間のうち 1日を抽選で定め､その日の買物の半

額を払い戻すといった催 しが行われていたという (大丸 250年史

編集委員会 1967)｡しかしながら､このような催しは､史料の収
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集を十分に行 うことができないため､1925年以降 (昭和年間)に

限って考察してみることにしよう｡

時期こそ特定していないものの､戦前に大丸が初めて特売を行っ

た時の様子を振り返った発言として､以下の発言がある｡

当時不景気のどん底で ｢半額にしたらよく売れるだろう｣と

いうので取引先に半額にしてくれないかということを相談し

てみた｡ところが取引先の方でもデッド･ス トックをかかえ

ながらも時期物の仕入れをせんならんという時期でストック

を地方に回せばもうかるが支払いが遅れたりうっかりすると

たおれ､しかも百貨店相手ほど大量的にははけないというの

で､｢大丸で買取にして下さるのなら喜んで半額にいたしま

しょう｣ということで､全部買い取りで半額提供をやったと

ころが非常なセンセーションを起こし､問屋も喜ぶし､店も

もうけさせてもらいお客さんには感謝された

(小野元一大阪店宣伝部長､1954年､9巻71号)

現在の特売にあたるこの ｢半額提供｣という催しは､当時 ｢判提｣

として何度か行われた64｡このように死に筋商品を大量に買い込ん

で安価で販売するという試みは､戦時中･戦後と経るにしたがい徐々

に行いにくくなっていったという｡また､このような発言からすぐ

に､大丸が普段から低価格商品を提供していたとはいえない｡しか

しながら､大丸がいかにして ｢より安く｣商品を販売しようとした

のかを表わす一例とはなるだろう｡

このような特売は例外事項としても､戦前であれば大丸に限らず

百貨店業界が他に比べて低価格の商品を販売していたと考えられて

いたということは第4章で確認されたとおりであるoもちろん､広

く ｢戦前｣といってもいつ頃までを指すのかは十分考えておく必要

があるだろう｡何故ならば､戦前といっても 1930年代には均一店

や連鎖店と呼ばれる､取扱い商品を非常に限定して低価格販売を手

掛ける小売業態が登場しており､それらの小売業態は特定の商品に

限っていえば百貨店よりも低価格での販売を行っていたことが確認

64 ｢半提｣を行 う際に用いられた新聞広告の一例としては､本稿の最後にあ

る補足資料2 (大阪朝日新聞 1928年8月 15日付)を参照されたい.｡
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されているからである｡しかしながら､少なくともそれらの小売業

態が登場するまでであれば､あるいは､それらの小売業態が登場し

た後でもそれらの小売業態が取り扱っていない商品に限っては､大

丸が実際に低価格路線をひた走っていたということが当時の広告で

も表わされている｡時期こそ特定していないものの､戦前に行われ

ていた広告に関する発言として､以下の発言がある｡

｢どこよりも高い品を売らんこと､どこよりも悪い品を売ら

んこと､もし品が悪いか､値が高いときはおしらせ下さい｡

いささかお礼をいたあします｣と大きな広告をだしてはっき

り責任を持ち､良品廉価ということについて世に訴え､しら

せてくれた人には金一封を差し上げた

(副田壬-京都店宣伝部長､1954年､9巻71号)

このような広告を出している以上､戦前の大丸が提供していた商品

が ｢廉価｣であったことを認めることができそうである65｡大丸が

このような低価格販売を自信をもって行っていたことを表わす広告

は､1930年頃まで行われていたようである｡以下の井狩副社長の

発言は1930年頃の大丸の新聞発表を振り返ったものである｡

(1930年頃は :引用者注)競争がはげしくて､さきほどの

ように､特徴ある商品､大丸として品位のある商品を取扱う

方針にしたがって努力しました｡また､大丸はよそよりも高

いものは売らない｡｢よそよりも一銭でも高いものがあれば

お知らせください｡粗品をさしあげます｣ということを新聞

に発表した｡

(井狩弥治郎取締役副社長､1960年､15巻 132号)

ここに書かれている ｢粗品｣とは石鹸半ダースであったらしいが､

金一封を提供するにせよ粗品として石鹸を渡すにせよ､戦前に大丸

が自らの販売する商品を廉価であると張っていたことは事実として

確認されている66｡

135 もちろん､ここで認めることができる ｢廉価｣というのは､同一商品を比

較した場合に限定されるものである｡.

66 当時用いられた新聞広告として､本稿の最後にある補足資料3 (大阪朝日
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大丸が広告や新聞発表において低廉な商品の提供を諏ったものは､

終戦後に闇市などが横行し､自社以外で販売されている商品の価格

を把握できなくなったことを背景に､使われなくなっていった｡そ

の中でも特に公定価格と闇値と呼ばれる2つの価格体系が問題とな

っていたようである｡

公定価格と闇値があったでしょう｡店では公定で販売しなく

ちやならないが､よそでは公定値をくずして売っているとこ

ろもある｡それじゃどこよりも安くとはいえないので､その

標語はひっこめたんです｡

(副田壬-京都店宣伝部長､1954年､9巻71号)

すぐ後に見るように､｢どこよりも安く｣という標語はすぐに改

められたわけではなかった｡また､｢どこよりも安く｣が主張され

なくなったからといってすぐに､販売される商品の価格帯が上がっ

たというわけでもない｡しかしながら､後述するように､1950年

に再び高らかに掲げられた標語が徐々に用いられなくなった背景に

は､理論的にも大きな意味が隠されているように思われる｡

3-2. 大丸の分岐点

先に､｢どこよりも良い品をどこよりも安く｣という標語が､後

に ｢より良い品を､より安く､より親切に｣という標語になったと

記した｡大丸が､戦前にも用いられていた ｢どこよりも良い晶を､

どこよりも安く｣という標語を 1950年に再度掲げようとしたこと

は､北滞敬二郎副社長の発言にあるとおりであるが､実際には､そ

の直後に ｢どこよりも良い晶を､どこよりも安く､どこよりも親切

に｣-と変更されてしまったのである｡もちろん､｢良品 ･廉価｣

よりも ｢良品 ･廉価 ･親切｣の方が優れた小売業と考えることがで

きるかもしれない｡あるいは､この両者の間の違いについて､当時

新聞 1928年 1月16日付)､補足資料4 (同新聞1928年 1月25日付)､補足
資料5 (同新聞 1928年9月 28日付)のようなものが挙げられる,,このうち､
補足資料3はこれらの広告が用いられた非常に初期のものである｡また､補

足資料4は､特定の商品の特売においても ｢廉価｣と ｢良品｣が謳われてい
たことを表わしている｡さらに補足資料5は､｢良品 ･廉価｣が大丸の使命で

あるということを如実に表わした新聞広告である｡
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の大丸首脳陣が十分に注意を払っていなかったのかもしれない｡し

かしながら､このような変更を行ったことが､あるいは､行わざる

をえなかったことが､その後の大丸が進む方向を大きく左右したよ

うに思われる｡

既述のとおり､大丸が戦前から用いられていた ｢どこよりも良い

晶をどこよりも安く｣という標語を再度掲げようとしたのは 1950

年である｡しかしながら､この標語が掲げられた翌年 1951年には

既に､標語の改定が行われている｡｢どこよりも良い品を､どこよ

りも安く｣という標語を掲げた北洋社長自身の発言から､その時の

様子を眺めてみることにしよう｡

同業者間の競争は激化されるであろうが､里見会長が十数年

前既に述べておられる通り単なる面積の拡張は憂うる必要は

ない｡｢商品の優良 ･サービスの優秀｣こそ百貨店繁栄の根

本であるから､当社は古くて新しい標語である ｢どこよりも

良い晶を､どこよりも安く｣を本年も高らかに掲げて力強く

押し進めてゆきたい｡従って ｢他店商品の調査｣を励行し､

品種 ･品質 ･値段等につき十分に綿密な調査を行って標語の

徹底を期せられたい｡更に今年は ｢どこよりも親切に｣を標

語に追加して一層サーヴィスの向上を計り､理想に向かって

精進を続けてゆきたいと思う｡

(北洋敬二郎社長､1951年､6巻42号)

この北滞社長の発言にも見られるように､1951年には既に百貨

店が繁栄するための条件として ｢廉価｣よりも ｢商品の優良 ･サー

ビスの優秀｣ということが挙げられている｡当時の史料にはこのあ

たりの経緯が書かれていないため､あくまで推測するしかないが､

先にも触れたように1930年代には均一店･連鎖店が登場しており､

それらの小売業態が取り扱っている商品と同じ商品を取り扱ったの

であれば､百貨店の方が相対的に価格が高くなってしまっていたこ

とも､このことの一因かもしれない｡具体的な店舗レベルでの話を

すれば､例えば同年 1951年の大阪店の方針には､1.サーヴィス

の強化徹底､2.商品の品質保持と内容の改善､3.大衆の信用に

応ずる売上の増進､4.文化面において特に商品を通じての活動と

其の在り方の向上､5.内部の整備合理化､調和のとれた経理面の
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在り方の向上､以上5点が挙げられており､廉価であるということ

については触れられてさえいない｡

1950年代の企業方針としては､依然として ｢どこよりも安く｣

が掲げられていた｡実際､｢われわれにたいするお客様のご要望と

は､(-)よい品 (二)安い品 (≡)親切であります｡われわれが､

標語に『どこよりもよい品を､どこよりも安く､どこよりも親切に』

と掲げているゆえんでもあります｡これこそいつまでも変わらない

われわれの努力の目標でなければなりません｡(北滞敬二郎取締役

社長､1956年､11巻87号)｣という北揮社長の発言からも分かる

ように､｢廉価｣を重視する姿勢に変化はない｡しかしその一方で､

先の大阪店の方針や以下の小野専務及び植村部長の発言にも見られ

るように､全社レベルでも店舗レベルにおいても､低価格戦略 ･低

価格路線の否定が考え出され始めていたり､低価格商品の提供に対

する戦略的な優先順位が下がり始めたのも事実である

商品政策面において考えるならば､値段で売る時代から品質

の時代に移り変わりつつあるといえると思う｡

(小野雄作専務取締役､1953年､8巻64号)

高級なものと､一般大衆向きなものと両方をキャッチしなく

ちやいかんということでやっているわけなんです｡とくに店

の品格を高める上からいっても高級な商品には力を入れてや

っております｡

(植村通生大阪店営業第二部長､1954年､9巻68号)

このように眺めていくと､1950年代というのは大丸が ｢良品 ･

廉価｣から ｢良品 ･廉価 ･親切｣-と進路変更した時代というより

もむしろ､｢良品 ･廉価｣で進むのか､それとも ｢良品 ･親切｣で

進むのかという分岐点に差し掛かった時代であったと考えることが

できるであろう｡

そもそも日本の小売業は対面で商品を販売することが当然であっ

た｡そのため､大丸が親切な販売 ･サービスを行 うことは､単なる

対面販売方式の質的向上を目指したものであったということができ

る｡しかしながら､1953年に東京青山の紀ノ国屋食料品店がセル

フサービス方式を導入して以降､販売方式において体面販売かセル
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フサービスかという選択が日本の小売業界に迫られることになった｡

実際､日本の百貨店業界でも1960年代にはSSI)I)S(SelfService

DiscountDepartmentStore)という形でセルフサービスを導入し

ようとしていた時期がある67｡しかしながら､このような販売方式

は ｢親切｣とは軌靡をきたしてしまう｡

今 日アメリカでSSDDS(セルフ･サービス･ディスカウント･

デパー トメント･ストア)が､百貨店のひとつとして扱われ

ている面もあるように思うのですが､わたしはああいうもの

は､百貨店とは考えない｡質的に百貨店でない｡百貨店のか

たちはとっておっても､本質的に百貨店でないというふうに

さえ考えているのです｡

(瀬戸秀雄東京店宣伝部広告課係長､1963年 18巻152号)

もちろん､ここで短絡的に大丸が ｢親切｣を標梼したがためにセ

ルフサービス方式での販売を行えなかったということを主張したい

のではない｡ここで述べておきたいことは､以下の点についてであ

る｡セルフサービス方式での販売が行われる以前であれば､｢良品 ･

廉価｣から ｢良品 ･廉価 ･親切｣-というのは､小売業の進むべき

方向として優れた方向であったかもしれない｡しかしながら､セル

フサービスによる販売が他の小売業態によって行われるようになっ

てしまった後には､セルフサービスによる ｢良品 ･廉価｣に対して､

対面販売で ｢良品 ･廉価｣で対抗するわけにはいかなくなってしま

ったのではないかという点である｡セルフサービスによる ｢良品 ･

廉価｣に対抗するためには､対面販売を辞めてセルフサービス方式

の販売を行うようにするか､対面販売のまま ｢廉価｣を放棄すると

いう2つの選択肢に直面せざるをえなかったといえるのではないだ

ろうか｡

その後に大丸がどちらの道を進んだのかは､史実を見れば明らか

なとお り､｢廉価｣を放棄する道を歩んでいる｡では､それが大丸

自身の望む方向であったのだろうか｡それとも､迫られた選択だっ

たのであろうか｡

67東京では 1962年9月に西武百貨店が､大阪では同年 10月に近鉄百貨店と
大丸が､それぞれSSDS(SelfSeⅣiceDiscountSale)という名称の売場を
開設し､セ/レフサービスを販売方式の1つとして導入している｡.
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3-3. 大丸が進んだ遣

先に1950年代が大丸にとっての1つの分岐点であったと述べた0

では､これがすんなり ｢廉価｣を放棄する道-と進んでいったのか

というと､そういうわけではない｡1960年代に入ってからも ｢ど

こよりも良い品を､どこよりも安く､どこよりも親切に｣という標

語は変わらず用いられていたし､それが具体的な活動の指針となっ

ていた｡例えば､自社の宣伝活動の意義について語った田中氏の以

下の発言などは､それが直裁に表わされているであろう｡

消費者の要望にこたえる営業部門の活躍とそれをバックアッ

プする多彩な宣伝活動が､車の両輪のごとく強力に推進して

こそ､大丸のモットーである ｢どこよりもよい品を､どこよ

りも安く､どこよりも親切に｣を実践することになり､それ

がわが大丸に期待を寄せられた消費者に対しての義務であり､

また､百貨店に課せられた社会的使命をはたすゆえんである

と信じている｡

(田中正佐専務取締役本部業務部長兼大阪店長､

1964年､19巻166号)

このような発言を見る限り､1960年代に入ってからもなお､大丸

に ｢廉価｣を指向する節があったことが窺える｡しかしながら､1960

年代には､大丸が ｢廉価｣を放棄することになった決定的な要因も

また存在するのである｡それは自社の子会社が運営するピーコッ

ク ･ス トアの存在である｡

ピーコック ･ス トアは 1960年に大丸食品興業株式会社がピーコ

ック産業株式会社 (現､大丸ピーコック)に社名変更し､スーパー ･

マーケット経営を手掛けたのが始まりである｡そもそもスーパー ･

マーケット自体は日本でも戦前から存在 していたが､｢それは合理

的経営の裏付はなく､単なる廉売市場というにすぎなかった (本部

事業部､1960年､15巻 127号)｣｡しかしながら､大丸にとって

のスーパー ･マーケットとは､｢それは百貨店の縮小ではなく､そ

の名の示すとおりマーケットのデラックスなもの､近代的なものと

いえる (本部事業部､1960年､15巻 131号)｣という発言から読
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み取れるとおり､合理的 ･近代的経営のもと､百貨店とは棲み分け

られた市場を対象とする小売業態と考えられていたようである｡こ

のことは､大丸京都店の従業員が店友誌上でピーコック産業株式会

社の紹介とともに行った､ピーコック産業株式会社常務取締役であ

る仁藤氏-のインタビューからも窺える｡'

スーパー ･マーケットとしての存在理由は､マスプロ､マス

セ リングの機構的な結合､即ち､大量生産､大量販売がスム

ーズに連結されて消費者需要を満たすというところにあり､

その手段としてのセルフサービス方式による販売効果の発揮

こそ繁栄の道に連なるものと認識しなければなりません｡し

たがって､スピー ドと豊富な商品を忘れたスーパー ･マーケ

ットはありえず､あくまでもデラックスな市場であって､本

質的に性格を異にするデパー トの縮小ではないというべきで

しょう｡

(仁藤棟吉ピーコック産業株式会社常務取締役､

1961年､16巻133号)

このような発言から読み取れるとおり､大丸にとってのスーパー ･

マーケットとは､当初は自らの競争相手というよりもむしろ､対象

顧客層の異なる補完的存在であったと考えられていたようである｡

1960年代というのは､佐藤 (1974)も述べているように､スー

パーが急成長し､我が国唯一の大規模小売企業であった百貨店に差

し迫 り､小売商業界の一大勢力となった時代である｡この時代に百

貨店各社がスーパー業界-と多角化をはかり､大手百貨店でスーパ

ー事業を手掛けていない企業が皆無に等しかったのは周知のとおり

である68｡ もちろん､大丸がスーパー事業-と展開していったこと

681960年代にスーパー事業を手掛けていた代表的な百貨店としては以下のも
のが挙げられるr,なお､括弧内は手掛けたスーパー名であるO三越 (二幸)､

高島屋 (高島屋ストア､相高ストア､丸高ストア)､松坂屋 (松坂屋ス トア)､

西武百貨店 (西友ス トア)､伊勢丹 (伊勢丹ストア)､阪急 (阪急共栄ス トア､

オアシス)､東急 (東光ストア)｡.

また､佐藤 (1974)も指摘しているとおり､百貨店がスーパー事業-と展

開するにあたり､別会社方式での経営が一般的になっているのは､百貨店法

の制約を免れるためだということも周知のとおりであろうO そのためここで

は､ピーコック産業株式会社を大丸と別会社と考えるのではなく､大丸の一

部門というのに近い存在だと考えている｡
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自体の正否はここでは問題ではない｡しかしながら､自社の子会社

が ｢廉価｣を標梼するスーパー ･マーケット事業を手掛けている以

上､大丸本体である百貨店事業において ｢廉価｣を轟う必要がなく

なってしまうのも事実であろう｡代わりに重視されるようになって

きたのが､｢親切｣すなわち対面販売による手厚いサービスである｡

少し長い引用になってしまうが､例えば､1960年代における以下

の各店舗の店長による発言などはこのことを確認するための参考に

なるだろう｡

スーパーマーケットにしても､安くて手軽るに買えるという

点にあると思うのですが､そこには暖かい､人によるサービ

スがありませんね｡買い物はサービスがあってこそ､楽しく

できるものです｡ですから､われわれの店としてはスーパー

マーケットで扱えない魅力商品を豊富に取りそろえることに

力を入れてゆくと同時に､特売場の運営についてもサービス

の点をじゆうぶんに考えて､楽しいお買い物の場を作ってゆ

くようにしていかねばなりません｡

(原田毅取締役京都店長､1964年､19巻 161号)

百貨店には百貨店としての存在価値があるのです｡その中で､

どこがいちばん繁栄するかは､どこがいちばん消費者に対し

て忠実であるか､ということなんですね｡だから､大丸とし

ては商品の面､施設の面､精神の面でこれだけ顧客に忠実で

ある､サービスをしている､ということを他の店より具体的

に示すことがたいせつだと思います｡｢スーパーは値段の点

で忠実である､また専門店はセンスがよい､しかし､総合的

にはやっぱり大丸がいちばんわれわれ消費者に対して忠実で

ある｣ということになれば､顧客ははやり大丸-買い物にこ

られると思いますね｡

(増喜勝寮取締役神戸店長､1967年､22巻 188号)

･･･(前略)スーパー対策を具体的にとりあげてみると､商品

開発､(2)価格政策､(3)販売政策の三つが考えられるので

あるが､まず商品開発については､スーパーが実用的な単品

を集中販売しているのに対し､われわれ百貨店は商品の品ぞ

105



ろえに豊富さをもつべきで､特に､オリジナル､スペシャル

商品をもっと特徴化､個性化することによって専門化し百貨

店としてのイメージアップをじゆうぶん発揮せねばならない｡

次に価格政策の面では､いかに合理的にコストを下げ､適正

な価格で売るかが問題となるが､スーパーが比較的強い日常

の最寄り品については廉売催しで､特徴ある商品を合理的な

価格で継続販売することによって顧客を吸引していくことが

たいせつであると思う｡三つ目の販売政策については､百貨

店にはスーパーにはまねのできない対面販売をしている以上､

対顧客との人間関係を中心とするサービスの強化に努めなけ

ればならない｡要は､ただ安いだけではだめで､やはりそれ

にプラス､サービスというものがひじょうにたいせつな要素

だと思う｡

(植村通生取締役京都店長､1968年､23巻 197号)

これら3人の店長が述べていることを本稿の内容から要約すると､

次の 2点において重要であるといえよう｡それは第 1に､スーパ

ーは ｢廉価｣で商品を提供しているという点である｡ここで引用し

た3氏が言及しているわけではないが､スーパーの廉価販売という

のが､百貨店が価格競争を行って対抗できうるものであったという

ならば､大丸はそもそもの経営理念の ｢先義後利｣を果たすために

スーパー以上に低価格での販売を行っていたかもしれない｡しかし

ながら実際には､廉価販売はスーパーの果たす役割として譲ってし

まっている｡そのため第2に､そのスーパーに対抗するためには､

百貨店は対面販売を軸としたサービスを重視するべきだという主張

を読み取ることができる.廉価による商品提供という役割をスーパ

ーに譲る代わりに､百貨店である大丸は対面販売による手厚いサー

ビスを行おうというのである｡特に植村店長が述べているように､

｢ただ安いだけではだめで｣という発言は､1950年代以前には一

切目にすることができなかった言葉である｡事実､1960年代以降

は､大丸は商品を ｢より安く｣販売するというよりむしろ ｢適正価

格｣で販売することを志向するようになっていった｡

第4章で確認されたとおり､1970年代の百貨店の特徴には ｢対

面販売｣が挙げられている｡対面販売自体は創業以来延々と続いて

きたことであるにも関わらず､1970年代に入ってから百貨店の特
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徴として対面販売が挙げられるようになった｡その要因として第4

章ではスーパーの登場を挙げているが､ここでも同様のことが確認

されたのではないだろうか｡すなわち､百貨店とスーパーがともに

棲み分けを行い､その ｢差｣として対面販売を中心とした手厚いサ

ービスが百貨店の特徴として着目されるようになったことが､1960

年代以降の百貨店を方向付けたのだと考えられるのではないだろう

か69｡

次に問わなければいけないことは､大丸が ｢廉価｣を放棄したこ

とが意図的なものであったのかどうかということである｡このこと

に関しては､自らスーパー事業を手掛けていることを鑑みれば､意

図的であったということもできよう｡何故ならば､ピーコック産業

株式会社と補完関係になることによって､本体である百貨店事業は

廉価商品を扱う必要がなくなったからである｡しかしながら､仮に

企業行動として意図的であったと考えたとしても､そのことからす

ぐに､本稿が問題としている ｢小売業態は自らの有様を意図的に規

定できる｣との主張が成り立つようになるとは限らない｡何故なら

ば､大丸という百貨店が百貨店のまま ｢廉価｣を自らの特徴とする

ことは叶わなかったからである｡大丸自身､長年にわたって ｢どこ

よりも安く｣を謳い文句としてきたにも関わらず､それを百貨店と

して継続させることはできなかった70｡

1930年代に隆盛を極めていた均一店や､1950年代以降成長を遂

げたスーパー ･マーケットが限られた商品を取り揃えたり､チェー

ン･オペレーションを行うことによって廉価での商品提供を可能に

していたことを考えれば､百貨店が百貨店として廉価での商品提供

ができなかった理由も浮かび上がってくるだろう｡それは､多様な

商品を取り揃え､大規模な店舗を構え､対面販売による商品販売を

行う小売業態と考えられていた百貨店が､それらを維持したままで

均一店やスーパー ･マーケットに太刀打ちできるほど廉価な商品を

69 もちろん､本稿で確認した事実は大丸に限定されたものであり､これが百

貨店全社に当てはまると考えるのは短絡に過ぎるだろう｡しかしながら､既

述のとおり､1960年代には百貨店大手企業のほぼ全社がスーパー事業も手掛
けていた｡.このような事実から考える限り､各社が百貨店とスーパーの棲み

分けを十分認識していたということも十分考えられるであろう0

70 あるいは当時の百貨店法が存在しなければ､百貨店が廉価商品の販売も同

時に手掛けることができたという可能性も無視できないだろう,,しかしなが

ら､他業態であるスーパーが登場 ･成長してきた時に､｢良品 ･親切｣という

道ではなく ｢良品 ･廉価｣の道を選ぶという選択もあったはずである｡
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提供できなかったからである｡大丸の場合でいえば､創業以来の金

科玉条である ｢先義後利｣を果たすための ｢良品 ･廉価｣を長年行

おうとしてきたにもかかわらず､1950年代以降 ｢良品 ･親切｣-

と路線を変更している｡この理由には､百貨店の特徴と考えられて

いた品揃えの多様性､大規模な店舗､あるいは対面販売と､安価な

商品提供の間でのトレー ド･オフが考えられる｡大丸はピーコック ･

ス トアの開設によって､｢先義後利｣を果たすための廉価販売を継

続させていた｡しかしながら､廉価による ｢先義後利｣の達成は､

決して百貨店という小売業態で果たされるものではなかったのであ

る｡

4. 小結

本章では､百貨店を本業としてきた大丸の歴史を紐解きながら､

小売業態を構成する小売業者が自らをいかなる小売業態であるのか

を規定することがいかに困難であるのかを論じてきた｡ここで得ら

れた結論は､ある小売業態を構成する小売業者が自己をいかなる小

売業態であるか規定しようと思っても､当該小売業態のそれまでの

蓄積や他の小売業態との関連から思いのままに自己規定できないと

いうものであった｡本稿ではこれを ｢自己規定の困難性｣と呼んで

いる｡この小売業態による自己規定の困難性は､いかようにも変容

する可能性を秘めている小売業態が､小売業者自身の意図をもって

規定することが困難であるということを表わしている｡

本章では､大正12年に発刊された大丸の社内報を用いた歴史分

析を行ったわけであるが､この社内報の中で大丸が百貨店としての

自らの有り様について記したものは 1950年代～1970年代頃が最

も多かった｡それはスーパーが登場することによって､百貨店とは

いかなる小売業態なのかについて考えなければならない時期に直面

したからではないかと思われる｡そのため､特に本章では､1950

年代及び 1960年代というスーパーの誕生期に､大丸がそれまでの

長い期間維持し続けてきた ｢消費者により安く商品を提供する｣と

いう目標を捨てざるをえなかったことについて､詳細に検討を加え

てきた｡

大丸は創業以来 ｢先義後利｣という精神を持ち続けてきており､
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この ｢先義後利｣を達成するために､どこよりも安い商品を消費者

に提供することを長年喧伝し続けてきた｡大丸が百貨店であり続け､

｢先義後利｣を経営理念とし続けてきたにもかかわらず､スーパー

が登場することによって ｢どこよりも安く｣という方針を変更せざ

るをえなかったことが､大丸という百貨店の自己規定の困難性が存

在することを証明している｡

第2章で概観した小売業態論の既存研究においては､小売ミック

スや商品取扱い技術によって小売業態が分類されるという前提を置

いている｡そのような観点から見れば､ある小売業態が自らの小売

ミックスを規定したり､何らかの技術を入手することによって取扱

い商品を変更するということが非常に容易にできるのではないかと

考えられる｡本章の場合でいえば､大丸が 1950年代に現在のスー

パーに相当する小売業態-と変容することによって､｢良品 ･廉価｣

を維持したまま成長していくこともできたと考えられるかもしれな

い｡しかしながら､これまでに見てきたように､大丸は百貨店とい

う小売業態を維持したまま ｢先義後利｣が具体化された ｢より安く｣

を達成することはできなかった｡ここに小売業態の自己規定の困難

性が明確に表れているということができる｡
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結章 : 本稿の要約とインプリケーション

本稿の議論から導かれる結論

第2章で概観したように､これまでの小売業態論は百貨店や総合

量販店､コンビニエンス ･ストア､ディスカウント･ストア､専門

店､生協といった小売業態を眺め､｢先に分類ありき｣という前提

をもって小売業態とは確たる実体として存在していると考えてきた｡

また､それらの小売業態を取扱い商品やその価格帯､付帯サービス

水準､販売方法､店舗規模 ･立地といった小売ミックスや商品取扱

い技術のような業態規定要素によって分類可能であると考えてきた｡

そのうえで､これらの業態規定要素によって分類された小売業態間

あるいは小売業態内の競争過程を分析したり､新たに誕生した小売

業態がいかなる業態規定要素を有しているのかといったことを分析

しようとしてきた｡

そもそも小売業態とは､矢作 (1981,1994)が指摘しているとお

り､時空を超えた普遍的な確定は非常に難しく､不用意に厳密な定

義を試みれば､多様な現実に対する説明力を欠くことになってしま

う｡このことは､小売業態だけでなく､小売業態を分類する軸にも

当て験まるということは､本稿でこれまでに行った議論 ･分析から

も明らかである｡矢作による主張や本稿で行われた議論 ･分析を考

えれば､既存の小売業態論に対して次の2点が重要な点として指摘

できそうであるoそれは第1に､小売業態とは一旦規定された後で

もいかようにも変容する可能性を秘めているということである｡例

えば百貨店であれば､これまでにみてきたように､かつては廉価な

商品の販売を行っていていたり､取扱い商品の価格帯を下げようと

していた時期もあったが､1960年代頃以降､比較的高額な商品を

扱 うようになっている｡第2に､ある小売業態と別の小売業態との

区別を行うことを可能にするのがいかなる業態規定要素であるのか

は､事前には分からないということがいえる｡同じく本稿で分析し

てきた百貨店の例を出すならば､第4章で見られたように中小小売

店しか存在 しなかったような時代に初めて百貨店が登場した時には､

正札 ･現金販売､安価で多様な商品の提供､大規模で壮麗な店舗な

どが百貨店の特徴とされていた｡しかしながら､後に総合量販店が

登場した頃においては､百貨店の特徴とは対面販売方式を採用して
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いるということや比較的高額な商品の販売ということが､総合量販

店との区別において言及されるようになっている｡これら2点から

考えると､｢先に分類ありき｣と考えて小売ミックスによって分類

された小売業態間あるいは小売業態内の競争過程を眺めるというよ

りもむしろ､競争過程の中から小売業態を特徴づける要素が浮かび

上がってくるといえるのではないだろうか｡すなわち､小売業態論

は小売業態という分類軸を用いて小売商業構造内の競争を分析しよ

うとしてきたが､むしろ､ある小売業態と他の小売業態の ｢差｣が

何であるのかを相対化する軸を再構成していくプロセスこそが業態

間競争に他ならないといえるかもしれない｡百貨店であれば百貨店

という確たる業態が存在し､当該業態と総合量販店の間の競争を分

析しようとしてきたのが既存の小売業態論の研究視角であった｡し

かしながら､総合量販店という新たな業態が誕生することによって

百貨店という業態がいかなる特性をもっているのか､百貨店と総合

量販店の違いが何によって比べられるのかが明確になったというこ

とがいえるように思われる｡

このことは､歴史的にのみ主張されることではない｡都心立地や､

幅広い品揃え､店舗ごとに特色のある店づくりをしようとする個店

主義などが百貨店という小売業態を構成する要素であると考えられ

てきた｡しかし､郊外型百貨店の出現､衣料品に特化した百貨店の

登場､さらには百貨店によるチェーン･オペレーション ･システム

の採用などのように､それらの特性をもたない百貨店も数多く存在

する｡しかしながら､これらのように百貨店が本来当該業態の特性

であると考えられていた特性を持っていないにも関わらず ｢百貨

店｣という小売業態の括りに入れられているのは何故なのかを考え

る必要もある71｡小売ミックスによる小売業態の分類であれば､他

の小売業態との区別において､これらの要素が他の要素ほど重要性

を帯びていないとされるのかもしれない｡しかしながら､小売業態

の分類において､どの要素が重要でどの要素が重要でないのかは､

ここまでの議論でも理解されるとおり､事後的にしか分からない 72｡

71ただし､このような問題は本稿の問題意識の外にあり､別途議論 ･分析が

必要である｡

72 このことは､業態間での模倣 ･追随を考えると､一層その重要性が理解さ

れるだろう｡.すなわち､ある業態の小売ミックスを他の業態が模倣したり追

随した場合､その小売ミックスは前者特有の性質ではなかったということに

なるOしかしながら､それが2つの業態を区別する要素であったのかどうか
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もちろん､小売業態を小売ミックスによる分類だとした研究にお

いても ｢小売業態とはあくまでも小売ミックスを大まかにくくった

もので､同じ百貨店でも店舗間で小売ミックスはそれぞれ異なる(池

尾 1997,p.125)｣という見解を見ることはできる｡しかしながら､

既述のように､百貨店という小売業態の括りは中小小売店と比較し

た場合と総合量販店と比較した場合とでは異なってくる｡業態規定

要素自体が小売業態が新たに登場することによっていかようにでも

変わりうるのである｡そのように考えれば､小売業態とは小売業者､

消費者､行政機関､製造業者などをはじめとする関係当事者によっ

て､他の小売業の集合と十分な差異が存在すると認められた小売業

者の集合という以上の厳密な定義などできないということになるの

ではないだろうか (坂田 2002)｡ しかもその差異を認めるための

要素は事後的にしか分かりえないため､小売業態論が想定してきた

小売商業構造の競争過程の分析という課題は､非常に困難な課題で

あるということができよう｡

そもそも小売業態とは､｢誰の｣｢何のために行う｣小売業の分類

であるのかということさえ問題とされてこなかった｡この問題の答

えには､小売業者自身､取引相手､行政機関､消費者､あるいは研

究者といった主体が､競争優位を築くために､より好条件での取引

を行 うために､税収を得たり法規制を定めるために､あるいは分析

や統計データを入手するためにと､数多くの組合せが存在すること

だろう｡これらの組み合わせのうち､本稿で行った分析は ｢小売業

者自身が競争優位を築くための分類｣と､｢研究者が分析 したり統

計データを入手するための分類｣としての小売業態を分析対象とし

てきたといえる｡そのうえで､次の2つのことがいえそうである｡

第 1に､小売業者が競争優位を築くために小売業態という枠をも

ったとしても､その枠自体が他業態との差の中から規定されるため､

現在優位であると考えられる特性がいつ失われるか分からないとい

うことである｡すなわち､容易に模倣される特性であれば当該小売

業態を規定する要素として永続しないということがいえるし､容易

に模倣されない特性であっても､それが逆に桂桔となって企業とし

ての身動きが取れなくなる可能性があるということに注意を払 う必

要があるということがいえる｡本稿の分析で行った百貨店の場合､

ということは､事後的にしか判断されないであろう.ユ
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正札付現金販売は小売業態としての百貨店のアイデンティティとな

りえなかった｡また､多様な商品を大型店舗で販売するという特性

は､現在では変えるに変えにくい特性であるといえるだろうし､そ

れがかつてほど競争優位になっているかどうかは歴然としない｡

そうすると､これまでの小売業態論が議論してきたような､どの

ような業態規定要素が競争優位に働くかを分析しようとしても､そ

れが成功するか否かが分からないだけでなく､逆機能をもたらすこ

ともありうるということを考える必要がある｡競争優位としての小

売業態を考えるならば､個々の業態規定要素に還元されないような､

ある小売業態が当該小売業態であることそのものが競争上優位に作

用することが求められるのではないだろうか.すなわち､百貨店が

販売方式や店舗､取扱い商品といった個々の要素によって競争優位

を築くのではなく､｢百貨店である｣ということそのものが競争優

位に働くようでなければ､百貨店各社にとって自らを百貨店に位置

付ける意味がないかもしれない｡何故ならば､百貨店であることそ

のものが競争優位となるのであれば､他業態に何らかの業態規定要

素を模倣されても競争優位は失われないし､百貨店でありさえすれ

ば自らの業態規定要素を環境に応じて柔軟に変えていくことができ

るからである｡

第2に､研究者が分析したり統計データを入手するために小売業

態という分類を行うということに関しては次のことがいえそうであ

る｡すなわち､石井 (2001)が ｢現実は決して一義的には定まら

ない｣｢現実には汲めども尽きぬ不定さが含まれる｣｢現実は常に不
安定な中に揺れ動く｣と述べているように､小売業態という分類を

越えた小売業者の動きが起こったり､それまで小売業態間で全く違

っていた要素が突然同じモノになるということも起こりうる｡百貨

店が対面販売を行い､総合量販店がセルフサービスを行うと考えら

れていたのが､百貨店による食料品売場や化粧品売場でのセルフサ

ービスの導入､あるいは総合量販店が充実したサービスを求めて対

面販売を行うようになったことなど､その好例であろう｡あるいは､

かつて 24時間営業はコンビニエンス ･ストアの専売特許であると

考えられていたのが､現在では 24時間営業のスーパーも散見され

だしている｡現実がこのように多様な姿をとっている以上､｢先に

分類ありき｣というこれまでの姿勢が問われる必要があるのではな

いだろうか｡

113



本稿の要約

本稿は小売業態論がこれまで分析することなく自明祝してきた､

小売業態による小売業の分類が事前に存在し､その小売業態を規定

する業態規定要素も事前に明確であるという前提を問い直すという

目的のもと議論を進めてきた｡その中でも､具体的に本稿が行った

作業は､以下の4点に要約される｡

第 1に､本稿第2章で行った作業として､以下のものが挙げられ

る｡それは､既存の小売業態論を整理しなおすことによって､その

理論前提を浮き彫りにするという作業であった｡そこでは､既存の

小売業態論が小売商業構造の競争過程を分析するために小売商を小

売業態によって分類しており､業態規定要素を事前に想定している

ということが明らかにされた｡

第2に､本稿第3章で行った作業として､小売業態という流通論

や商業論の文脈でとりあげられる概念を歴史的に考察するためにど

のような方法論が有用であるかが議論された｡マーケテイング､商

業､流通といった学問領域における既存の歴史研究は､大きく分け

て実態史研究､学説史研究､方法論研究の3つに分けられる｡その

うち本稿が行う実態史研究は､さらに仮説検証型実態史研究と史実

記述型実態史研究の2つに分けられることが明確にされた｡本稿第

4章および第5章で行った作業は､仮説検証型実態史研究に位置付

けられる研究であるが､そこに史実だけではなく歴史上の登場人物

の認識､思考､判断などが資 (史)料として加えられることに､本

稿で行われる作業の特徴があった｡

本稿が行った作業の第3に､百貨店がいかなる小売業態であるの

かは小売ミックスによって規定されるという仮説が検証された｡こ

れは百貨店が登場して以来およそ 100年の間にどのようにとらえ

られてきたのかを歴史的に分析することによって検証された｡この

作業を行うために本稿では､これまで百貨店を研究してきた各論者

が百貨店であると認識 ･判断 ･識別してきたものの変容を､loo牛

近くに及ぶ既存研究を網羅することによって明らかにした｡

本稿が行った作業として第4に､小売業態を構成する企業は自ら

の戦略意思決定によって小売業態としての特徴を変えることができ

るという仮説が検証された｡具体的には､百貨店業界の代表企業で
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ある大丸が他業態の誕生 ･成長の中で自己をどのように規定するよ

うになったのかを､社内報を中心に明らかにするという作業を行っ

た｡先の百貨店の変容過程を分析したことに対してこの章では､百

貨店という小売業態を構成するとされている企業がどのような意

図 ･意思のもとで自己規定を行っているのかを明確にすることであ

った｡そのため､大丸という特定企業に焦点を当てた｡

以上4点が本稿で行われた作業である｡これらの作業を通して導

かれた結論は､これまでの小売業態論は小売業態という分類軸を用

いて小売商業構造内の競争を分析しようとしてきたが､むしろ､あ

る小売業態と他の小売業態の ｢差｣が何であるのかを相対化する軸

を再構成していくプロセスこそが業態間競争に他ならないというも

のである｡

本稿の実践的インプリケーション

本稿で行われた作業が実践的にもつインプリケーションは以下の

3点で表される｡それは第1に､小売業態とは業態間の差によって

規定されるという命題は､業態内競争の結果としての差別化も､行

きすぎると逆機能をもたらすということを意味している｡すなわち､

百貨店であれば百貨店が他の小売業態との違いを残した程度までし

か差別化できないということがいえるかもしれない｡もちろん､小

売業態として認識されるということは､その他業態との ｢差｣が認

められているということであり､競争上意味あることである｡しか

しながらそれは､逆に小売業態というものが一旦形成されてしまえ

ば桂格にさえなりうるということを示唆している｡例えば､｢百貨

店の割には品揃えが悪い｣｢百貨店の割には店舗がみすぼらしい｣

｢百貨店の割には従業員の対応が悪い｣などといった不満が消費者

の間で生じた時､この ｢～の割には｣という枠付けがなされるのは､

業態としての桂棺があるからである｡もちろん､ここで述べられて

いる小売業態としての桂棺は､本稿第4章でも確認されたように歴

史的に固定されたものではない｡しかしながら短期的に見れば時代

ごとに業態ごとの梗棺が存在しうるということがいえるであろう｡

第2に､小売業態が企業レベルでの戦略行動に梗棺となりうると

いっても､ではある企業が自らの属する小売業態の特性を変えるこ

とができるのかというと､それも困難であるといわざるをえない｡
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それは第5章で大丸の自己規定の困難性を歴史分析した際に確認さ

れたことである｡ある小売業態が業態としての桂棺を打ち破るため

に新たな特徴を自己に付与しようとしても､その特徴も当然のこと

ながら他業態との差の中で形成されてくるものである｡そのことか

ら次の2つのことがいえる｡第1に､価格のように相対的に測りう

るものであれば､一層安い価格の業態が存在すればその特性は意味

をなさなくなるということがいえる｡第2に､第4章で確認された

1900年代における百貨店の特徴であるとされていた正札販売のよ

うに､容易に模倣されてしまう特性は長期的には他業態との差を維

持できるものではないということもいえる｡これら2点に制約され

ない新しい特性を提示し､それが消費者に受け入れられたとき､小

売業態としての桂棺に打ち勝つことができるのかもしれない｡

そして第3に､小売業態という桂棺ともなる枠組みが自社の思い

のままに変更できないとしても､それが他業態との差別化手段であ

り､同業態内において他社から一歩でも抜き出るための手段となり

うるというのであれば､それをどのように行うのかについて考えざ

るをえないだろう｡本稿が行った作業からは､このための手法とし

て2つの手法が考えられる｡それは第1に､小売ミックスという狭

い範囲に限定された要素以外からも新規小売業態を打ち出す可能性

があるということである｡これまで小売業態を規定すると考えられ

なかった要素を新たに創出するということが､今後の小売業者に求

められることは間違いなかろう｡そして第2に､ある小売業態が業

態規定要素に還元されずに当該業態であるということそのものによ

って競争優位を生み出すことが求められる｡例えば､｢誰かに贈 り

物をするには､たとえ同じモノであったとしてもスーパーではなく

百貨店で買ったものでないといけない｣と消費者が思い込んだり､

同一商品の価格を比較した時に実際には他業態との差はそれほどな

いにもかかわらず ｢スーパーだから安いのだろう｣と消費者が思い

込むようになるとすれば､それは小売業態そのものが他業態との競

争優位を生み出していると考えることができるように思われる｡こ

のような､業態そのものが生み出す競争優位を創出することが､小

売業者に求められるであろう｡

上記の3点はともに､理論的にはこれまでの小売業態論と同様に

小売業態の競争過程を分析した議論であるといえるかもしれない｡

しかしながら､これまでの小売業態論が小売ミックスで表わされる
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ミクロな企業行動の結果としての競争過程に焦点を当てていたのに

対して､マクロな視点をもったままでも競争を分析する1つの示唆

にはなるのではないだろうか｡

本稿の理論的インプリケーション

本稿がこれまでに行った作業が理論的にもつインプリケーション

は､以下の3点に要約される｡それは第 1に､これまで厳密な分析

が加えられることなく所与のものとされてきた小売ミックスが小売

業態を規定するという前提に対して歴史的な分析を行ったという点

である｡本稿で行われた分析を通して､これまであまり疑われるこ

となく自明の理とされてきた業態規定要素を疑問視する視点が今後

増えたならば､本稿で行われた作業は非常に意味のあるものだとい

えるのではないだろうか｡

第2に､百貨店という特定業態に特化した長期的な歴史分析を行

ったという点も､非常に意味のあるものであろう｡ある小売業態に

特化して長期にわたって行われた分析というのは十分存在するわけ

ではない73｡本稿が行った 100年にわたる百貨店のとらえられ方の

分析は､特定業態に特化した小売業態の歴史分析としては非常に長

い期間にわたってのものであり､十分に意味のあるものであろう｡

最後に､本稿では一切触れなかったことであるが､本稿で行われ

た作業は消費者行動論における消費者業態選択行動研究に対しても

インプリケーションをもつかもしれない｡消費者行動論における消

費者業態選択行動研究とは､消費者が何故特定の小売業態を選択す

るのかという問題意識のもと研究が進められてきた (池尾 1992,

1993)｡そこでは､小売業態は小売ミックスによって規定され､そ

のように規定された小売業態のどれを消費者が選択するのかという

ことが議論の焦点となっている｡ しかしながら､このような議論は

消費者による店舗選択と何ら違いがなく､何故わざわざ ｢小売業態｣

を取り扱 うのかが明確にはならなかった｡

そこで､本稿で主張してきたように､小売業態が何によって規定

713特定業態に特化した′ト売業態分析の代表的な研究としては､食品スーパー

に関する研究 (石原 1998)､あるいはコンビニエンス ･ストアに関する研究
(矢作 1994､金 2001)など､優れた研究蓄積が既に存在するが､これらの
研究はその誕生期に限定された分析である｡
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されるのかということが事前に分からず､かつ､小売業態が一旦規

定された後にもいかようにも変容しうるということを考えれば､消

費者業態選択行動の理論枠組み自体も変える必要がでてくるだろう｡

近年消費者行動論で求められている歴史的視点の必要性を考えれば､

消費者業態選択行動の理論枠組み変更の必要性は一層問われるべき

ではないだろうか74｡小売業態と消費者との関係は､歴史的にみれ

ば､消費者が固定的な小売業態を選択するだけではなく､小売業態

がいかなるものであるのかを規定する役割も果たしているというこ

とが考えられて然るべきである｡

今後残された課題

本稿はここまでで百貨店を中心に小売業態の変容を歴史的に分析

するという作業を行い､そこからいくつかの実践的 ･理論的インプ

リケーションを導き出したが､本稿で行った作業が何ら課題を残し

ていないというわけではない｡本稿では､少なくとも以下の4つに

おいて今後研究が深められる必要があると考えている｡

それは第 1に､本稿で行った歴史分析の方法論的妥当性を高める

作業である｡歴史分析というのは本稿第3章でも述べたように､マ

ーケテイング､商業､流通の各分野においては方法論研究が十分に

行われていない領域であり､分析手法としての脆弱性を内包してい

るように思われる｡そのため､より一層の分析手法の精撤化が求め

られるところだろう｡

第2に､本稿で行った作業は百貨店という小売業態を中心とした

ものであったが､これが総合量販店やコンビニエンス ･ストアとい

った他業態でも同様の結果を導くのかという追試を行う必要がある｡

本稿が百貨店を分析対象として選択した理由は第1章で述べたとお

りであるが､登場してからの期間が百貨店に比べて短い小売業態で

すらも本稿の理論枠組みが妥当であることを確認する必要があるだ

ろう｡

第3に､本稿第 5章で行った小売業態の自己規定の困難性につい

て､大丸以外の百貨店､あるいは他の小売業態の代表企業でさえも

74消費者行動論における歴史的視点の必要性については､例えば坂田 (2001)

を参考にされたい.
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自らの有り様を思いのままに規定できなかったのを確認する必要が

あるだろう｡あるいは新たに登場した小売業態であれば､既存業態

に比べて自己規定が容易に行えるかもしれない｡何故ならば､既存

の小売業態と差別化することによって､自己の特徴を打ち出すよう

に初めから自己規定を行いうるからである｡その場合でも､新規参

入業態ゆえの自己規定の困難性が存在するのではないかと思われる｡

誕生してからの期間が比較的短い小売業態を対象に､新規参入業態

の自己規定の困難性についても分析する必要があるだろう｡

第4に､小売業態は他業態との差によって規定され､業態規定要

素を事前に確定することはできないという､本稿で提示された主張

を確認する作業が求められる｡本稿では､第4章において百貨店を

外から眺めた場合に､その百貨店観が歴史的に変容し､業態規定要

素もそれに応じて変容していったということを歴史的に証明した｡

また､第5章において百貨店としての歴史を70年以上もつ企業で

ある大丸が､子会社としてスーパーを運営するにいたって百貨店と

しての自らの性質を変えざるをえなくなったということを歴史分析

によって確認した｡これらの作業では､他業態と百貨店との関係を

眺めることによって先の主張を検証してきたわけであるが､次に行

われるべき作業は､百貨店が自らの特徴を自らの意思で変容させよ

うとした事例を眺めることによって､先の主張を確認する作業であ

る｡具体的には､例えば次の4つの時期を対象とした分析を行う必

要があるだろう｡第1に､販売方法として対面販売を主に用いてい

た百貨店がSSDDSといったセルフサービスを主に用いる業態-と

変容しようとした時期である｡第2に､都心に店舗を構えることが

多かった百貨店が郊外型店舗を出店し始めた時期を対象とした分析

である｡第3に､百貨店が衣食住にまたがった品揃えを行わなくな

った時期を対象とした分析を行う必要があろう｡第4に､西武百貨

店の ｢脱百貨店｣｢百貨店脱ぎます｣といったキャッチフレーズに

直裁に表されているような､百貨店が自らが百貨店であることから

抜け出そうとした時期についての分析である｡これら4つの時期に

百貨店がどのような思いをもっていたのか､実際にどのような行動

をとろうとして､それが実行できたか否かといったことを分析する

ことによって､本稿の主張の理論的妥当性を検証する作業が求めら

れよう｡

これらの課題を克服していくことにより､本稿がそもそも問題と
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してきた小売業態という概念の有用性は一層高められることになる

のだろう｡このような研究は未だ緒についたばかりであるが､小売

業態を分析する既存の分析視角だけにとらわれずに､より幅広い視

野をもった研究が今後必要とされるところである｡
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(付録)
聞き取り調査対象者リス ト

(なお､対応者の肩書は調査当時の ものである)

株式会社近鉄百貨店

商品本部本部長 高橋弘隆氏

商品本部食品関連部部長 岡田康夫氏

外商本部外商企画部部長 牛房尚氏

商品本部店舗開発部課長 阪本正一氏

商品本部商品開発部課長 岩崎玲子氏

商品本部商品統括部 綿井佳奈子氏

総務本部総務部 種井淑恵氏

株式会社京阪百貨店

管理本部情報システム担当 井上匡人民

管理本部人草教育担当 加嶋二郎氏

株式会社神戸ハーバー ･サーカス

営業部マネージャー 川島克也氏

株式会社西武百貨店

大津店予算管理課 課長 中山敏之氏

株式会社そごう

神戸店飲食サービス部部長 鷲尾孝司氏

株式会社大丸

本社広報室専門部長 中山寺忠氏

大阪梅田店営業企画部次長 仁木康人民

大阪梅田店販売促進部次長 森井進氏

大阪梅田店婦人服部次長 山崎充彦氏

本社百貨店業務本部営業企画室販売促進部専門課長 竹村典夫氏

本社商品ネ ットワーク推進部商品政策室専門課長 新井田剛氏

本社広報室専門係長 植田順子氏

本社営業企画室販売促進部Web事業企画専門係長 伊藤幸雄氏
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大阪梅田店営業企画部店舗企画担当専門係長 岡本健男氏

大阪梅田店営業企画CS推進室営業企画部専門係長 高池昌子氏

大阪梅田店営業企画室専門係長店舗戦略担当 鹿政由香氏

大阪梅田店紳士服飾部 水木直子氏

本社広報室 田中晶子氏

株式会社高島屋

泉北店販売一部次長 森本正樹氏

株式会社阪急百貨店

SC事業部企画 ･開発担当専任部長 今井康博氏

新規事業開発室新規事業開発担当専任課長 湯川秀男氏

新規事業開発室新規事業開発担当専任課長 原田正之氏

開発室企画担当係長 渡辺暁氏

SC事業部企画 ･開発担当 田中隆彦氏
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